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第３回日印シンポジウム 
「21世紀におけるアジア太平洋地域の課題と展望」 

 
平成１８年３月１０日（金） 

於：三田共用会議所 
 
 
 
共同司会進行 

谷野作太郎 ㈱東芝取締役（元駐インド、駐中国大使） 

Ｓ．ナラヤン 前インド首相経済顧問 

 

講演者 

日 本 秋山昌廣 海洋政策研究財団会長（元防衛庁事務次官） 

岡本行夫 岡本アソシエーツ代表取締役（元総理補佐官） 

榊原英資 慶應義塾大学教授（元財務省財務官） 

田中均 前外務審議官 

渡辺修 日本貿易振興機構(JETRO)理事長（元経済産業省事務次官） 

インド スボード・バルガヴァ VSNL 社会長、元インド工業連盟(CII)会長 

スマン・ベリー 国立応用経済研究所(NCAER)所長 

 ラリット・マンシン 元インド外務次官、元駐米大使 

 ラジャ・モーハン Indian Express 紙編集委員 

米 国 マイケル・グリーン CSIS 上級顧問兼日本部長、ジョージタウン大学教授 

スティーブン・コーエン・ブルッキングス研究所主任研究員 

中 国 趙干城 上海国際問題研究所南アジア研究室主任 

 

歓迎挨拶 

塩崎恭久外務副大臣 

 

 

 

 

 

 

（以下、敬称略） 
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［開会セッション］  
（谷野） 皆様、おはようございます。時間になりましたので、シンポジウムを始めさせ

ていただきたいと思います。 
 私は 95年から 98年まで、インドで大使を務めさせていただきました谷野ともうします。
そんな関係で、今日のこの大切な日印のシンポジウムの進行役を仰せつかったものと思い

ます。初めに５～６分お話しさせていただいて、その上で国会から抜け出してこられた塩

崎副大臣からお話を伺いたいと思います。 
 後ろにありますように、日印シンポジウムの今回のテーマは「21 世紀におけるアジア太
平洋地域の課題と展望」ということであります。そういうタイトルの下で、日本、インド、

英国、中国の方々からご参加いただいております。なかでも今回は、４人の方をインドか

らお招きしておることでご理解いただけるように、このシンポジウムはインドを中核とし

てアジアのことを考えてみたい。日本とインドの関係、あるいはインドとアメリカ、ある

いはインドと中国の関係、そういう中でインドがアジアと平和のためにどういう役割を果

たせるのか。あるいはいま申し上げた４カ国で共同してどんなことができるのか。そのよ

うな方向に議論が発展すればよろしいかと思っております。 
 皆さん方、今日いらっしゃっている方々は、もちろんインドへのご関心が非常に高いわ

けですが、最近新聞を見ましても、あるいは書店に行かれても、中国の書籍と並んで、か

なりインドに関する書籍が増えてきたような気がします。新聞でも、中国一色だった報道

が、かなりインドについての報道も見られるようになってきております。非常にうれしい

ことであります。 
 日本とインドの関係は、近年は 2000年に森総理が行かれまして、向こうから翌年バジパ
イ首相が見えられた。昨年は４月でしたでしょうか。小泉総理が訪問されまして、大変最

近は両国政府間の往来も盛んなようでありますし、それに加えて経済界、経団連、あるい

は関西のほうの関経連、あるいはＪＥＴＲＯ、それぞれが大変大きなミッションをインド

に送っております。 
 外務省に伺いますと、来年は、この間小泉さんが行かれた時の合意によって、日本にお

けるインドの年、そしてインドにおける日本の年に、文化面に焦点を当てて、そういう年

にしたいということですでに準備が始まっておるようであります。 
 そういうことで、昨今は日本とインドの関係は非常に強い方向に向けて確実なものにな

ると思います。ただ私は、森総理が行かれて、そして小泉総理が行かれて、向こうからも

首相が見えられて、日印関係をグローバルパートナーシップという誠に大きなアンブレラ

の下に置こうということになりましたけれども、これからは私どもは官民挙げて、その中

身をもっともっと充実したものにしていく、中身をいかに詰め込んでいくかというタイト

ルだけではない課題が残っていると思うわけであります。 
 もちろん、日印関係は大事でありますけれども、それぞれがまごうことなきアジアの大
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国でありますから、両国が力を合わせてこの地域の平和、安定、繁栄のためにどういう役

割を果たせるのか。さらにはアメリカ、あるいは中国とそういったもう１つのキープレヤ

ーと手を合わせて、あるいは役割分担をして、この地域の平和と安定、繁栄にどういうふ

うに汗をかけるかということが、私どものこれからの課題だと思います。 
 今日いっぱい、お付き合いいただくわけでありますけれども、午前中のセッションでは

アジア太平洋地域が抱えるいろいろな問題についてお話をいただいて、午後は日本とイン

ドの関係、あるいは日本とインド、中国、米国の４カ国との関係、その協力の可能性とい

うことについて、ご議論いただきます。できるだけ時間を残して、せっかくいらっしゃっ

ている皆様方からもご質問なりコメントをいただけるようにしたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。 
 それでは、今日の出席者をご紹介する前に、国会から抜け出してこられたようですから、

また国会に送り込まなければいけませんので、塩崎先生から、まず、お話を伺いたいと思

います。 
（塩崎） 皆様、おはようございます。麻生外務大臣を代表いたしまして、皆様方をこの

シンポジウムにご歓迎申し上げます。また、このシンポジウムにおいでいただきましてあ

りがとうございます。また、ステージに載っておられますパネリストの皆様方、ありがと

うございます。おいでくださいましたことに感謝いたします。 
 日印シンポジウム「21 世紀におけるアジア太平洋地域の課題と展望」と題するシンポジ
ウム、これは日本外務省によって主催され、インド工業連盟によって共催されております。

インド工業連盟に対し、共催に対しお礼を申し上げたいと思います。 
 谷野大使が先ほどいわれましたように、私、こっそりと国会の委員会から抜け出してま

いりました。外務大臣が、委員会で沢山の質問をされてらっしゃるところを抜け出してま

いりました〔ここまで通訳〕ので、さっそく挨拶をさせていただきたいと思います。 
本日のシンポジウムは、グローバルパワーとしての台頭著しいインドと日本との間の協

力関係をいかに発展強化させていくべきか、議論をすることを主な目的としております。 
 インドは、その目覚ましい経済発展と活発な外交により、世界の注目を集めております。

わが国は、そうしたインドの台頭と国際的な諸課題への積極的な関与を、アジアや国際社

会の平和と安定及び繁栄の観点からも歓迎をいたしております。これは、日印両国が民主

主義や市場経済等の基本的価値観を共有をし、アジアの発展、東アジア共同体の形成等、

幅広い利益を共有するからです。 
 さて、アジアの経済発展のモデルは、かつての高度成長期の日本を範とする雁行型の発

展から、グローバル経済の中で各国の水平的な分業体制に基づく内需型の発展に変化して

きています。今、われわれが目にしているインドの目覚ましい経済発展は、長い目で見た

時にアジア経済の秩序、ひいては政治や社会の秩序にいかなる影響を与えていくのか、極

めて興味深いところです。 
 少し考えただけでも、以下のような点を思いつくわけでございます。 
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 第１に、いわゆる organized company と呼ばれる大企業やＩＴ分野の急成長に代表され
る昨今のインドの経済発展モデルは、今後富の均等な蓄積を実現し、インドの民主主義を

も健全に発展させるものとして根づき、他のアジア各国のモデルとなっていくのかどうか。 
 第２に、インドの経済発展を中長期的に、サステイナブルなものとするための条件はい

ったい何だろうか。例えば、他のアジアへの影響の大きいエネルギー分野の協力関係、金

融市場の成熟度合い、環境への影響などはどうでしょうか。そのために、日本とインド両

国で、また他のアジアの国々を巻き込んで、いま私たちが行なえることは何なのだろうか。 
 第３に、インドの発展がアジアの安全保障上のピクチャーを中長期的にどう変えていく

のか。単に軍事面やテロとの戦いに留まらず、幅広い分野にわたる地域協力の枠組みにつ

いて、他のアジアの国々からインドに期待をされている役割はいったい何なんだろうか。

わが国は、こうした問題意識をも背景として、昨年４月の小泉総理訪印でインドとのグロ

ーバルパートナーシップに戦略的観点を付与することで合意をし、８分野の行動計画に合

意をいたしました。また、本年１月の麻生外務大臣の訪印では、外務大臣間の戦略的対話

の開始に合意するとともに、経済分野では経済連携協定の可能性を真剣に検討していくこ

とで一致をいたしております。 
 まず、日印間の今後の最大の課題は、経済面での関係強化です。今後、日本の製造技術

とインドのソフトウェアの組み合わせ、日本の資本や技術のインドのインフラやエネルギ

ー効率向上への活用、大学、研究所の交流など、知的交流の活性化など、日印間の相互補

完性をも生かした協力の余地は、大変大きいと考えられます。さらに、公害など経済発展

につきものの負の面への予防、対応についても、わが国はその経験技術をもって大きく貢

献することができるはずです。 
 また、政治安全保障面では、日印両国は自由と民主主義という共通の価値観を軸に、軍

縮、核不拡散分野という、必ずしもすべての面で意見の一致を見ていない分野についても

対話を深めるとともに、地域の安定や東アジア共同体の形成や海上安全保障等、例えばミ

ャンマーやネパールの民主化のために両国はいったい何ができるのか、ともに考えていく

ことが重要だと思います。 
 アジア地域の繁栄と平和を、将来にわたって確保するためには、日本とインドのみなら

ず、米国や中国といった主要国間の一層の協力を必要とする課題があります。多様性に富

むアジアにあっても、繁栄と平和の基礎となる民主主義等の普遍的価値の促進と共有は必

要であり、このための連携は極めて有用です。 
 また、地域の急速な経済成長を支えているエネルギー供給を、いかに協調的な形で確保

していくかは、喫緊の課題の１つといえます。あるいは地域の活発な貿易、投資は安全な

海上交通路に依存をしています。海上の安全を確保し、さらにテロリストや大量破壊兵器

の拡散を防止する努力も、主要国が協力すべき課題といえるわけであります。 
 米国は、インドとの関係強化を急速に進展させており、今月初めのブッシュ大統領のイ

ンド訪問でも、経済、エネルギー、環境、安全保障等の幅広い分野での協力に合意をいた
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しました。米印両国は、日本の戦略的パートナーであり、わが国としても一部注意深い検

討を要する分野はありますけれども、両国の幅広い分野での関係強化を歓迎しています。 
 中印、中国とインドの両国は、経済発展のために平和的環境を追求することに共通の利

益を見出し、信頼醸成等に取り組んでいます。これにより、両国間の政治的緊張は緩和さ

れ、さらに経済関係も拡大しております。これは、地域の平和と安定にとっても有益なこ

とであると考えます。 
 本日のシンポジウムでは、日印協力の今後の方向性につき議論することはもちろんです

けれども、こうした点を踏まえ、議論の射程を米国、さらには中国にまで拡大をし、アジ

ア太平洋地域の平和と安定、繁栄のために地域の主要４カ国がいかに連携していくべきか

という視点からも、建設的な意見交換が行なわれることを期待しております。 
 最後にお忙しい中、今回のシンポジウムへの出席を快くお引き受けいただいた各国から

の参加者の方々、そして本日この会場にお集まりをいただきました皆様方に、改めて御礼

を申し上げ、私の挨拶とさせていただき、また委員会に戻らせていただきたいと思います。

ありがとうございました。 
（谷野） どうもありがとうございました。それでは国会へのお帰り、ご健闘をお祈りし

ます。 
 それでは、初めのセッションを始めたいと思います。その前に午前の部、午後の部、出

席者を私のほうから紹介したいと思います。 
 まず、私とともに司会進行役を務めていただくナラヤンさんです。著名な方であります

けれども、最近では、前の政府で首相の経済顧問をなさっておりました。その前は、日本

流でいえば、財務次官、石油省の次官、その他いろいろな要職を務められた方であります。 
 インド側からは、何人かおいでいただいておりますけれども、順不同に。スマン・ベリ

ーさん、国立応用経済研究所の所長でいらっしゃいます。それからスボード・バルガヴァ

さん。この方は、いうなれば日本流にいえば経団連の会長のご要職を務められた方であり

ます。それから、ラリット・マンシンさん。この方は外務省の次官を務められ、インドの

駐米大使を務めた方です。それから、ラジャ・モーハンさんは『インディアン・エクスプ

レス』という非常に著名な新聞がありますけれども、それを超えて非常に著名なジャーナ

リストです。インドの特に外務省はもとより、大臣も至るところにフリーパスだといわれ

ている方であります。非常に影響力がある。それからセットさん、前の日本にいらっしゃ

った駐日インド大使です。 
 次に、アメリカからはマイケル・グリーンさん、前のＮＳＣ国家安全保障会議のアジア

上級部長。ホワイトハウスから日本通が消えてなくなったといって、日本の新聞が騒いだ

人であります。スティーブン・コーエンさん、この方は今アメリカのブルッキングス研究

所の主任研究員でありますが、アメリカで一番南アジアの学問では長老の方であります。

日本でも浩瀚な本が翻訳されています。 
 それから、中国から趙さん。上海の国際問題研究所で、南アジア研究室の主任をされて
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おります。北京より上海のほうが、非常にリベラルで自由にお話になりますから、楽しみ

にしております。 
 最後に、見えてない方もありますが、お名前だけ申し上げます。秋山さん、前の防衛次

官ですけれども、海洋政策研究財団というところの会長をなさっています。午後いらっし

ゃいます。それから、一番向こうの岡本行夫さん。外務省を早く見切りをつけたというの

か、総理大臣の補佐官を務めておりました。それから財務省の財務官をなさっていて、い

まは慶應大学教授の榊原さん。ミスター円というのでしょうか、非常に著名な方です。そ

れから、田中均さんはまだ来ておられませんが、外務省を最近辞められた前の外務審議官

であります。最後に渡辺修さん、経産省の次官をなさって、いまＪＥＴＲＯの理事長です、

午後参加されます。 
 
 
第１セッション「アジア太平洋地域における変化と課題」 
（谷野） それでは続いて、今から２つのセッションを合わせて 12時半間、よろしくお付
き合いいただきたいと思います。前半は私が司会役をして、後半はナラヤンさんです。 
 第１セッションの議題は「アジア太平洋地域における変化と課題」というふうになって

います。先ほど、塩崎さんからもお話がありましたが、このアジア太平洋地域は、特に経

済面で大変力強い発展を続けております。そういう中で、中国の興隆ぶり、それに続くイ

ンド、いろいろなところで、世界中でこの２つのことは話題になっております。 
 しかし、それとともに、先ほど塩崎からお話かあったように、じゃあエネルギーの問題

はどうするんだ、環境はどうなんだというような話もあります。いずれにせよ、経済発展、

いろいろ課題も少なくないということだと思います。 
 それに加えて、経済面ではアジア太平洋地域って非常に多様な世界で、申し上げるまで

もなく、いろいろな国の発展段階、政治体制、いろいろな違いがあります。特に南アジア、

今日の話題の南アジアはとてつもないお金持ちがいるかと思えば、巨大な貧困人口を抱え

ている。これは中国でも同じことであります。それから北朝鮮の問題に見られるように、

政治面、外交面の安全保障の面で、冷戦時代の緊張がいまだに残っております。民主主義

の成熟度というのも、最近ではタイのことや、フィリピンのことが話題になっております

が、成熟度の違いも少なくない。さらに冷戦が終わって新しい問題、テロの問題、大量破

壊兵器の拡散の問題、あるいはエイズとかＳＡＲＳといった感染症の問題、そういった専

門家がよく言う非伝統的な安全保障上の脅威ということがいわれています。そういう問題

もあります。エネルギーをめぐる国と国との間の競争関係もあります。 
 全体的には、しかしながらこの地域は高い経済成長、そしてそれを支える貿易、投資、

人の交流、そういった相互依存関係は日一日と高まってきていると思います。 
 そういう中で、以上申し上げましたような課題も少なくないわけです。平和、繁栄、安

定、さらなる民主主義を強固なものにする。どういうふうにわれわれがそういったチャレ
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ンジに協力して、いい関係を構築できるのかということが、今日の第１セッションの課題

であります。 
 したがって、第１セッションでは、アジア太平洋地域に起こっている政治、安全保障、

経済面での動き、あるいは課題についてお話しいただき、そうした動きが今後のこの地域

の平和と安定、繁栄にどのような影響をもたらすのか、ということについてご議論いただ

きたいと思います。 
 
 
【テーマ１：国際政治・安全保障面でのアジア太平洋地域の環境変化と課題】 
（谷野） まず最初に、３人のスピーカーがおられますが、第１のスピーカーとして岡本

さんからお話しいただきたいと思います。時間は 10分程度ですが、よろしくお願いします。 
（岡本） ありがとうございます、議長。最初のスピーカーということですので、まずは

議長に対しまして、そして多大な努力によって、実にタイムリーに、この大変興味深い会

議を実現してくださった関係者の皆様に、感謝申し上げたいと思います。 
 谷野大使が、このセッションにおきまして挑発的、あるいはあまり挑発的でないような

ことをおっしゃっているようですが、一番端に座ってますとあまりよく聞こえないので、

私はどっちにしようか、議長の指示がよくわからなかったので、挑発的な話をさせていた

だきます、議長。 
 9.11 の後、少数のテロリストがアメリカをほんの一瞬ではありましたが、膝を屈しさせ
たわけでありますが、われわれは皆、世界がもうコントロールできない状態になっている

のではないかと感じました。そしてその後インドネシア、あるいはフィリピンにおけるテ

ロ行為など、これらは新たな非対称世界戦争を予言するように思われました。いわゆる核

の脅威、それがまたいわゆるごろつき国家といわれているような北朝鮮、イラク、イラン

から示されたということから、世界は破綻するのではないかということが危惧されました。

ですから、５年前は世界は新たな暗黒時代に入るのだと、それを心配することがいわばは

やりでありました。しかしながら、実際にはそのようにはならなかった。アジアではそう

いうことは起こりませんでした。 
 そこで、今日のアジア太平洋地域を展望いたしますと、われわれが何に驚くかというと、

それは安全保障に関わる事件が頻繁に起こったということではなくて、むしろそういった

安全保障上の問題が、ますますアジアでは頻度が少なくなっているということです。われ

われが危惧したけれども、実際にはアジアで起こらなかったことは何があるのか、をここ

で列挙してみましょう。 
 例えば、本格戦争、それからジェノサイド、これも起こりませんでした。また、北朝鮮

による新たな挑発行為もありませんでした。また、北朝鮮の体制が崩壊することもありま

せんでした。そしてフィリピンにおける軍事クーデター、これも起こりませんでした。ス

リランカの停戦が完全に破綻してしまうこともありませんでした。また、共産主義によっ
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て支援されたような、世界革命の一環としての蜂起も起こりませんでした。98 年以降、イ
ンド、パキスタンが行なって以来、新たな核実験もありませんでした。 
 また、ミャンマーは別としまして、人権に関しての重大な事態というのも進展しており

ません。また、エネルギーの供給の流れが遮断される、ということもありませんでした。

テロリストによりまして、インドネシアの秩序が崩壊するということもなかった。また、

韓国が、その決定によって韓国内における米軍基地を閉鎖するということ、あるいは米韓

の安全保障関係に関して、これを格下げするということもありませんでした。また、タイ

に対しての、中国側の軍事的な対応もなかった。また、インドにおける共同体、あるいは

地域における宗教に根ざす殺戮、崩壊といったようなこともなかった。また、パキスタン

とインドの融和のプロセスが破綻することもなかった。 
 また、ムシャラフ大統領やカルザイ大統領は沢山の武装した敵がいるにもかかわらず、

暗殺されるようなこともありませんでした。また昨年、最初の中露合同軍事演習の後、両

国が防衛関係の合意に関して包括的な条約を結ぶということもなかった。また、中国にお

ける蜂起ということもなかった。 
 このような悪夢が起こるのではないか、ということが容易に想像されたのですが、起こ

らなかった。その背景にあったのは、多大な情報関係の努力であり、防衛関係の協力、そ

して対テロへの地域的なコミットメント、そして政府や政党の側における自制心、そして

地域的に外交に対してコミットするという態度でありました。マイケル・グリーン博士、

この点に関しましては、同氏の功績を高く評価するべきであると思います。 
 以上、明るいニュースをいろいろ申し上げてきたのですが、それだけではありません。

挑発的であろうと思いましたので、もしこのままの事態が進んだ場合どうなるか、という

ことなどを考えた時、不吉な構造的な変化が今、アジアにおいて起こりつつあると感じて

います。これがもしかしたら大陸アジア、中国の覇権の周辺に集まってくる大陸アジアと

海洋アジアの対立が起こりつつある徴ではないか。 
 大変残念な１つの例として、インド、日本両国が国連安保理における常任理事国の席を

求めて立候補したのですが、ヨーロッパにおいては 11カ国がドイツの支持のために立ち上
がって、そして共同提案国になったのですが、アジアにおいてはたった３カ国のみが共同

提案国となったのであります。つまり、日本、インドのために立ち上がったのはたった３

カ国、モルジブ、ブータン、そしてアフガニスタンのみでありました。 
 容易に考えられることですが、ブータンとモルジブは自分たちの隣国であるインドのた

めに立ち上がったわけですから、日本のために立ち上がってくれたのはアフガニスタンの

みです。何か、日本がこの地域でやっていることで基本的に間違ったことがあったんでし

ょうか。 
 直接の原因としては、中国が反日キャンペーンの攻勢をこの地域において強めている、

ということがあります。日本が、安保理の常任理事国にならないように反日キャンペーン

を繰り広げている。それでもなお、どうしてアジアの国々は中国の圧力に屈してしまった
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のか、日本からの友好的な呼びかけに応えてくれなかったのか。これに関して真剣に考え

てみたいと思います。 
 もし日中関係が悪化するとすれば、それが進めば、困ったことですが、アジアが中日の

争いの戦場になってしまうのではないかと危惧いたします。ゼロサムゲームを米ソが冷戦

時代において繰り広げてきたように、中日両国が積極的にアジア諸国に呼びかけ、自分た

ちの側につくように求める、これはこの地域におけるプラスサムにつながるような、そう

いった関係にはならないということが危惧されます。 
 日印の関係に戻って申し上げますと、先ほど塩崎副大臣がおっしゃったことにそれほど

付言することはありません。日印両国には、お互いに協力する大きな可能性が将来におい

て開けていると思います。この点に関して条件を加えるとすれば、日本としてはインドに

対して、中国の覇権的な影響を抑止するために日印関係を眺めるという誘惑に負けてはな

りません。 
 つまり、日中間に何が起こっているかということにかかわらず、インドとの関係を構築

するべく努力しなければなりません。強力なインド、最大の民主国家としてのインドがし

っかりと確立されるということ、それ自体が、この地域の安定に貢献する。それこそが日

本にとっての大きな国益なのだ、ということを考えるべきであります。ほかのパネリスト

の皆さんが、その点に関してどうお考えなのか、お聞きしたいと思います。以上です。 
（谷野） どうもありがとうございました。特に趙さんには後でコメントをいただきたい

と思います。 
 第２番目はラリット・マンシンさん、元の外務次官で元の駐米大使であります。昨日も

お話ししてたんですけれども、最近ブッシュさんがインドに来られて、その前にインドの

首相がワシントンに行かれて、核の平和利用について 100 ％の協力を米国はインドに対し
てする、という合意がありました。 
 それに対して、私は驚いたんですけれども、日本のすべての新聞が社説を書きました。

批判というか、心配ですね。核保有国になったインドが、今度はアメリカと原子力の平和

利用で関係が出てくると、私どもが大切に思っているＮＰＴ体制を弱体化していくんじゃ

ないか、というのがすべての新聞の論調でありました。そんなお話も伺いたいし、それに

対するお話も伺いたい。外務次官でご苦労になったインドとパキスタンの関係、最近非常

にいい方向にいっておるようですけれども、そんなこともお話しいただきたいと思います。 
（マンシン） 議長、ありがとうございます。今日パネリストの中に入れていただいて、

本当にありがとうございます。 
最初に申し上げておきたいことがあります。アジアは、インドの外交政策に対して大変

強い関心を見せています。独立のために戦っていたインドは、アジアのために戦った。イ

ンドが独立した頃は、多くの国がまだ植民地化されていました。ネルー首相はそのような

考えで、インドが独立することによってアジアの連帯が高まると考えたのです。 
 1947年インドが独立する時に、アジア関係の会議が開かれまして、ネルー首相が出席し
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ました。このことについて申し上げておきたいと思います。これは 47年の３月、インドが
独立する前だったのですが、私たちは今、新しい時代に入ろうとしている、歴史的に新し

い時代に入ろうとしている。長い間の雌伏の時を経て、インドは非常に重要さを高めてき

た。外交においてもそうだ。 
 まるでいま聞いている話のようですが、ネルーはその時に、アジアの連帯はそれまで行

なわれていなかった、しかし自分が生きている間にも起こらなかった。冷戦の間にも、連

帯がアジアで行なわれることはなかったと思います。インドやインドのリーダーが希望し

ていたことは、行なわれませんでした。40 年がたって初めてインドの首脳が、アジアをま
た見るようになりました。 
 これはルック・イースト・ポリシー、1991年に出されたインドの外交政策指針でありま
すが、これは２つに分けて説明することができると思います。一つは、制度的なリンクを

地域の国々と持つということ。第２は強い２国間のリンクを重要な国と持つということで

あります。 
 さて、制度的なリンクについて申し上げますと、ＡＳＥＡＮです。ルック・イースト・

ポリシーが 1991 年導入された後、92 年、インドはダイアログパートナーとしてＡＳＥＡ
Ｎに呼ばれました。1993年にフルダイアログパートナーとして受け入れられ、1996年にイ
ンドはＡＳＥＡＮ地域フォーラム、エアライフのメンバーとなったのです。 
 そして 2002年に、インドはサミットの、ＡＳＥＡＮのサミットのパートナーとなりまし
た。ＡＳＥＡＮ＋１という形で参加するようになったのです。 
 その一方で、インドはほかの地域組織にも関心を寄せてまいりました。インドは、オブ

ザーバーの地位を上海協力機構に対しても持つことになりました。上海協力機構（ＳＣＯ）

では、地域の開発について、中国、ロシア、そして中央アジア諸国と意見を交わすことが

できるようになったのです。 
 しかも、最も重要なものが最近起こりました。それは 12月に、インドが初めて東アジア
のサミットに参加をすることができたことです。首相が、その時に発言したように、イン

ドがそこに参加しているということこそが機会である、大事なチャンスであると考えたの

です。私たちは、アジアの中にいますけれども、まだまだ新しく出てきた子どものような

ものであります。私たちとしては、何とかこの地域の問題は何かを考えて、そのために、

われわれのベストを尽くして貢献をしたいと考えております。 
 バイラテラルな感じでは、ＡＳＥＡＮ諸国と緊密な関係を持っております。また、東ア

ジアにおいても中国、日本、韓国との関係は改善をしております。 
 それでは、インドがこの地域に何の貢献ができるでしょうか。インドは、地域に対して

非常に多くの資産を出すことができます。これが地域の繁栄と安全保障に貢献することに

なります。ＧＤＰ８％の伸びでありまして、今世紀の半ばには第３の経済大国になります。

インドは、大きな政治的に強力な役割を果たすこともできます。 
 私は、そこでアメリカのＣＩＡのリポートを報告したいと思います。いつもインドに対
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してフレンドリーではなかったのですが、最近出された報告書では、次のようなことを言

っています。 
 インドは、この地域において大きな変革を生み出すことができる。平和と戦争、カオス

と秩序の間の変革を生み出すことができる、ということを言っています。ＣＩＡが、この

ようにポジティブにインドを書いたのは初めてです。 
 また、インドは非常にユニークな技能とサービス、特に情報技術のサービスを提供する

ことができます。それだけではありません。インドは今、大国にない「質」を持ちだすこ

とができます。私たちは領土的な野心を持っていません。また、侵略的な意図も持ってお

りません。また、内政干渉の気持ちもまったく持っておりません。また、インドには秘密

がないんです。こっそりやっているようなことは、何もありません。ということで、ここ

に呼んでいただいて大変うれしく思っております。 
 私は、ここで新しいインドのイメージを皆さんに分かっていただきたいんです。十分、

インドは理解されていないと思います。新しいインドが、今、過去の影から生み出されて

きます。例えば、国内のカオス、貧困、経済の不安定をもつインドではないんです。新し

いインド、政治的に安定し、経済的にも繁栄し、環境技術も進んでいるインドです。イン

ドは、責任のある大国となりたいと考えております。 
 そういうわけで、この地域において皆様方と共にあり、皆様方と協力をしていきたいと

思っております。 
 さて、私はここで冷戦後インドと諸国間にどういう関係が生まれてきたかについて、お

話をいたしましたが、今度は日本との関係について、主催国日本との関係について申し上

げたいと思います。 
 これまで、大変によい関係がありましたけれども、それほど緊密な関係ではありません

でした。日本は、経済の発展と西洋との関係を大事にしておりました。日本は先進国であ

り、日本はＯＥＣＤの加盟国でもあります。ですから、日本はそれほどインドに対して関

心を持っていなかった。しかも、貧しい途上国であると日本国は考えていました。デリー

の日本の大使館が言っていますけれども、心理的な垣根がインドと日本の間にある。しか

し、この垣根が小さくなってきていることはいいことだね、と言っておりました。 
 象徴的に言いますと、この変化が始まったのは森総理がいらしたからです。その時、私

はデリーで外務大臣をしておりました。そして先ほど、昨夜、外務大臣がおっしゃいまし

たように、森首相の訪印ですべての関係が変わったのです。森総理が小泉首相に対して、

インドの訪問を昨年するようにと説得して、その時に日本とインドの関係が大いに変わっ

たと思っております。 
 小泉首相のインド訪問によって、１つの突破口が生み出されました。それを私たちは求

めていたのです。包括的な関係をインドと日本が持つ、パートナーシップとしての対話を

持つということであります。シン首相と小泉首相が、アジア経済コミュニティということ

で合意をしたのです。東アジア共同体ですね。これは不安定な弧ではなく、２人の首相に
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よりますと、アジアは有意と繁栄の弧として見られるべきである、ということであります。 
 確かに、これからもハイレベルでの対話を日印間で行なうことになっております。また、

長期の政治的、戦略的、経済的な利益は収斂していくだろうと思います。しっかりとした

安全保障に対する対話もあるでしょう。 
 しかし、もっと大事で重要なことがあります。お互いの違いを知るということです。例

えば、核不拡散についての違いを知るということ、98 年のインドの核実験で日本は大変不
快感を持っておりましたけれども、この核の不拡散についての対話を、インド・日本で始

めるということは大変素晴らしいことだと思います。 
 またほかの問題、大きな巨人である中国、中国と日本、インドは理解を持っております。

非常に多くの人口を持ち、急成長している中国は、アジア太平洋地域のみならず、世界の

安全保障と安定のために、中国は大きな役割を持っております。 
 歴史を見ますと、あまり素晴らしいものではありません。1962年に、中国がインドに侵
入いたしました。そして、これがインドの心に中国に対する苦い思い出を残すことになっ

ているわけです。それで 25年間、中国とインドの関係はフリーズしておりました。 
 しかし、トウ小平氏、からラジブ・ガンディー首相、この２人がこの突破口を開きまし

た。88 年に中国を訪問することによって、氷を溶かして、それ以来インドと中国の関係は
よくなっています。中国の核実験が、われわれの関係を少し冷やしましたけれども、その

冷たい関係は短いものでありまして、今、インド・中国の関係はよくなってきています。 
 また、中国からも素晴らしいハイレベルの方がインドを訪問いたしました。温家宝首相

が、昨年４月にインドを訪問したということであります。また、多くの協定に合意をいた

しましたが、これはただただシンボリックな協定ではなくて、目に見える形での新しい関

係を表明したものであります。 
 また、いま中国とインドの関係が大きくなってきておりますことは、貿易、経済のパー

トナーシップにも反映しております。統計を見てもすぐわかるかと思います。2000年の２
国間の貿易額は 30億ドル以下でしたが、2004年には 140億ドルになっています。そして、
200 億ドルになったのが 2005 年であるといわれています。ターゲットは、300 億ドルを
2010年までに達成しようということであります。これが両国間の貿易量であります。 
 もしこの数字が正しいとすれば、中国はインドにとって第２の貿易相手国となるでしょ

う。第１はアメリカです。中国がもしかしたら、アメリカを抜くんじゃないか、というよ

うな予測もいわれています。 
 さて、素晴らしい変化が中国の側にもあります。われわれにとってセンシティブな問題、

ジャム－カシミール問題に関しても、中国はパキスタンを支援しておりましたけれども、

今や中国の指導層は、もっとバランスのとれた態度をとるようになったと思います。もは

や中国の指導層は、パキスタンだけを支持することはなくなっています。中国はインドと

パキスタン、両国においてカシミール問題について討議をしなさい、とエンカレッジして

くれております。われわれも、そうしたいと思っております。 
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 また、それだけではありません。短い軍事的な関わりがカーゲルでありましたけれども、

しかし中国はパキスタンを支えるのではなく、パキスタンに対して停戦ラインを守るよう

にといっております。また、江沢民がパキスタンに 96年に行った時に、カシミール問題を
もっとポジティブな形で関係を構築するようにしなさい、というふうにアドバイスをした

そうです。 
 もっとも、中国に関する問題は、まだ少し 100 ％安心できるものではないこともありま
す。それは中国側もそうだと思います。ダライ・ラマの存在、そして彼に追随する者がイ

ンドにいることに懸念を示しています。また、中国はいつもインドに対して、台湾の問題

についても言ってきます。インドは繰り返して、私たちは中国は１つなりと、１中国政策

に変わりはないということを言っています。 
 インドから見ますと、中国がパキスタンとミサイルや、核の協力をしていることに対し

て、われわれは懸念しています。中国の国内問題を抱えている国、例えばネパール、バン

グラデシュ、スリランカとの関係、これもわれわれにとって継続的な懸念事項となってい

ます。また、中国の政策、軍事及び半軍事的な施設をインドの周囲、ミャンマー、バング

ラデシュ、スリランカ、パキスタンに建設していること、そしてストリング・オブ・パー

ルを作っていることも、われわれにとっては懸念があります。私たちとしては、この問題

について、中国の政策の透明性を求めたいと思っております。 
 しかし、この地域で最もドラマティックな動きは、われわれとアメリカ合衆国との関係

です。50 年の間、敵意があったインドとアメリカの関係は、今や戦略的なパートナーの位
置づけを持つようになりました。98 年にインドが核実験を行ないました。それによってわ
れわれの２国間関係はほとんど駄目になりました。その関係が変わったのが 2000 年です。
クリントン大統領がインドを訪問いたしました。22 年目の初めてのアメリカ大統領の訪問
でありました。しかし、実質的な変化が起こったのは、つい最近のことです。2005年、シ
ン大統領がワシントンを訪問しました。そして先週、ブッシュ大統領がインドを訪問して

おります。この新しい両国間の和解は、核の協力にあります。それは、先ほど谷野大使の

ほうから話してくださいという要請がありましたので、このことについて話さなければな

らないと思います。 
 このインドとアメリカの核の平和利用協定に関する合意は、２つの局面を持っています。

１つは、インドのエネルギーの安全保障に関係することであります。インドは年率８％で

成長していますので、エネルギーに対する需要には膨大なものがあります。ところが、国

内にそれだけの資源がありません。需給の格差があります。私たちは、石油を国内需要の

70％までを輸入していますが、これをさらに高めなければならないかもしれません。石炭
も燃していますが、これはもしかしたら環境問題を起こすかもしれない。私たちは、核に、

原子力に頼らなければならないのです。私たちにはリライアブルな形で、しかもコストの

安いエネルギー源が必要であります。 
 アメリカとしては、もしインドが石炭を燃やし、もっと多くの石油を輸入することにな
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れば、環境問題はともかく、グローバルな石油価格の上昇圧力となるので、これは世界の

ためによくないと考えたのでしょう。そういうわけで、核の平和利用協定にアメリカは同

意をしたのだと思います。これが大事なことです。 
 ２つ目の大事なことは、この核の問題が起こって以後は、核保有国として、インドは黙

視的な形で認められてきたわけでありますが、過去 30年間の間、インドに対してあった禁
輸、技術的な禁輸、また軍民両用技術の禁輸を、初めてアメリカはやめることになったわ

けです。 
 その結果、いろいろな問題が出されました。これが世界のためにいいのだろうか、それ

とも悪いのだろうか。また、批判もありました。それは、核不拡散レジュームに関する問

題です。 
 しかし、私たちは核保有国であるという状態から、もう後戻りすることはできません。

ですから、アメリカがやろうとしているのは、核不拡散のレジュームにおいてループを締

めていこうということです。インドは確かに不拡散の歴史を持っている。だから、インド

は、そのレジュームに入っているほうが安定するだろう。 
 明確に、ブッシュ大統領は言っています。パキスタンに行った時に、この問題はムシャ

ラフ大統領が取り上げたのですが、パキスタンがインドと同じ条件を持つことはできない。

インドとパキスタンは違う国だし、要件も違うと。多分、インドは不拡散の歴史を持って

いるが、パキスタンには拡散の歴史がある。最も大きな核のヤミ市場に、パキスタンが流

出させたという歴史があるからでしょう。 
 インドは、これからも核兵器を作るだけの無限の能力を持っているでしょうか。いいえ、

そんなことはありません。核の最小の抑止を私たちは信じております。２つ、22 の原子炉
がありますが、軍事プログラムとしては 65％の能力が、国際的なセーフガードの下に置か
れています。 
 もう時間をちょっと超過したかもしれません。 
議長、最後に申し上げておきます。この地域、すでに非常に混んでいますけれども、この

４カ国が果たす役割は大変に大きいと思います。平和において、また競争はするけれども、

戦わない。お互いのバイタルな懸念については、お互いに非常にセンシティブであること

が必要だと思います。ほかの国のおっしゃることも、この問題についてぜひ耳を傾けたい

と思っています。 
（谷野） インドは変わりつつある。その中で、特に中国とアメリカとの関係が目覚まし

く発展している、というお話だったと思いますが、それでは最後にグリーンさんから、こ

のアジアがワシントンから見たらどういうふうに見えるのか。もちろん、俺たちはアジア

太平洋の国だから、この間の東アジアのサミットに呼ばれなかったのは誠にけしからん話

だ、というお話もあるかもしれませんけれども、どうぞ。 
（グリーン） まず、一言申し上げたいと思いますが、最後にマンシン大使がおっしゃっ

たことに触れたいと思います。 
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 まず、私自身、これも日本にとっても関係があります。こうしたデリーでの、インドと

アメリカとの協定を日本も支持していただきたいと思います。特に、アメリカと日本との

関係にも関わってきますので、それについて午後お話しいたします。 
 アジアをワシントンからどう見るか、見ているか。私は自由人であります。５年間ホワ

イトハウスで勤務いたしましたが、今はジョージタウン大学の教師を務めておりまして、

そして研究所のほうの仕事もしておりますので、個人として発言することができるように

なりました。しかし、かなり正確な形でワシントンの主流の考え方、議会などの見方も伝

えることができると思います。 
 いま、岡本行夫さんがおっしゃったように、アジアに関していろいろみんなが心配して

いたことが、実現しなかったというのは、そのとおりです。その背景には、アメリカがこ

の地域に関与してきた、軍事力も展開してきたからです。そして、少なくとも経済成長が

アジアにあったということも要因です。インドが８％、パキスタンが 7.5 ％、中国が 10％
というふうに急成長しております。 
 もう１つ、考慮しておきたいことは、第２次世界大戦の原因は、ほとんどの歴史家によ

りますとグローバルな貿易制度が崩壊したからであります。経済成長が止まったからです。

つまり、テクトニックな地殻変動の要因は、経済の問題でありました。 
 今や経済成長、そして統合、協力といったものを背景にして、こうした課題に対応でき

るわけですから、協力のパターンの仕組みができたと思います。やはり根幹にある平和と

調和のもとが整っている。特に、経済成長があることで、こうした緊張のタネが減ってい

るということであります。 
 さて、ワシントンで非常に心を砕いているのが、イラクと中東問題であります。別にこ

れは、ワシントンポストとかニューヨークタイムズを見なくてもわかると思います。大統

領選挙、中間選挙などにおいても、やはり外交によって決まってくるのではないかという

意味で、中東状況が非常に重大な要因となります。 
 アジアに関しても、心を砕いている人が沢山います。５つの主要な地域、分野があるか

と思います。第１点、これはインドと中国の重要性が増しているということであります。

第２点としましては、将来のアメリカのこの地域における同盟関係が大事であります。そ

れはこの地域における、アメリカの存在感にとって重要な意味を持ちます。第３点としま

しては、これは北朝鮮と核拡散の問題であります。そして第４点、これは地域の仕組み、

多国間の枠組みの台頭であります。５つと申しました。中国、インドというのは別のテー

マでありますが、それについても触れたいと思います。 
 まず、最初に中国の台頭ということです。中国の台頭、という言い方を嫌がる方もいら

っしゃると思います。しかし、これは公正な言葉ではないでしょうか。 
 まず、ワシントン以外の見方としまして、アメリカの中国政策は封じ込めだという人が

います。少なくとも、それに関して関与対封じ込めという議論があります。中国側でも、

それに関してもいろいろな意見があるでしょう。 
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 ホワイトハウスでも、いつも私は思っていたんです。アメリカの外交政策として、いつ

もそこはどうかなと思ったことがあります。中国に対しては、議会とか、マスコミでも多

数の見方があります。私はそれに対して、まずアメリカが中国封じ込め政策をとっている

とのは、どうもそうじゃないのじゃないか、と説明しようとしております。ホワイトハウ

スの方々に説明します。 
 まず、中国の第７位の、最大の貿易相手国はどこかということです。インド、イタリア

という声もあるでしょう。しかし、中国の最大の取引相手は、これはウォルマートなんで

す。アメリカの企業こそが、中国の第７の取引相手です。中国とウォルマートの取引量は、

インド１国よりもウォルマート１社のほうが多いんです。これが封じ込めにならないとい

う一つの背景です。 
 アメリカにおきまして、いろいろ関与対封じ込めを議論してますが、まさにはっきりと

した経済的な中国との依存関係があるわけです。近々中国は、アメリカの財務省債券の保

有国として、日本を上回るといわれております。そして相互に貿易と経済上の関係があり

ます。 
 アメリカと中国のありかたとしては、中国の選択肢を作っていきたいということです。

そして、それを奨励をしたい。そして、優しく中国に圧力をかける。これはボブ・ザーリ

ックが言っておりますが、アメリカは中国のステークホルダーになっていく、国際関係に

おける利害国になる、ということであります。 
 つまり、経済の便益をこの国際制度から享受するだけではなくて、積極的にその制度依

存、維持のためにも貢献していただく、ということであります。例えば、この４月に胡錦

濤がワシントンに行きますけれども、特に知財保護の問題がありますし、人民元の価値の

問題があります。それらをどうするか。 
 中国の友人たちも言います。例えば、なぜ中国がビルマやネパールとか、あるいはスー

ダンと仲良くしているか、ベネズエラ、キューバやイランとも仲良くしているか。このテ

ーマに関しては、軍事の透明性も挙げられるテーマだと予想されます。 
 全体といたしまして、これは大統領のとるアポロジーだと思いますけれども、まず米中

関係を高いレベルに上げて改善を図ろうとするのではないでしょうか。そして、このステ

ークホルダーという考えを進めていく。その枠組みとして、アメリカに資するような形に、

中国と協力しながら、選択肢を提供する。中国のインパクトがアメリカにおいてもプラス

になるようにしていく。そして、それが平和的な開発といった、胡錦濤がいっていること

にもあった形で進めていきたい、ということであります。 
 それから、インドですけれども、これももう１つの成長国であります。特に、安全保障

ということでは、2001年にも打ち出されましたけれども、アメリカの目標の１つは、主要
大国との関係改善を図るということです。最初に申し上げたいのは、この点です。 
 先ほど、マンシン大使がおっしゃった数字があります。中国、インドの貿易は伸びてい

ると。これはまさに、アメリカの安全保障の理にもかなっております。インドとアメリカ
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との関係および中国との関係ですが、インドの選択肢、民主主義国としての選択肢は中国

の選択肢にも影響します。どこに投資したらいいかということを、世界中が見るからです。

それは、とても重要な影響が出てくると思います。つまり、中国のステージというのも必

ずあるでしょう。しかし、アメリカとインドとの関係、パートナーシップはそれを上回る

わけであります。今日の午後、それの詳細をお話しいたしましょう。 
 それから、シン首相がワシントンに７月にいらっしゃった時におっしゃっていました、

インドとアメリカとの関係というのは、今後ベストになっていくだろう。40 年間も、機会
が無視されてきましたが、今や大きな弾み、モメンタムがあります。 
 アメリカは、またその同盟関係に注目する必要があります。日米同盟は、今までで一番

いい状態ではないでしょうか。心配している人もいるようですが、小泉首相、そしてブッ

シュ政権以後はどうなるのか。その後、どうなるのかという危惧をする人もいるようです。

同盟関係はどうなるかという疑いがありますが、この２人の個人的な指導者の関係はとて

もよかった。日米関係の強化につながったと思います。野球を一緒にしたり、エルビス・

プレスリーを一緒に歌ったりと、これは普通の首脳の関係ではなくて、非常に温かくて、

非常に前向きでいい関係を築かれた。これは、そのとおりであります。 
 日米関係には、個人としてのトップの関係を上回まるものがあると思いますが、共通の

価値観も非常に高まっています。そして日米間で共通の課題という認識があります。北朝

鮮の核問題などに関しても、中国の将来とか、テロリストの問題とか、地域の枠組みの問

題に関しての共通認識があります。 
 アメリカと韓国との関係のほうを、むしろワシントンは心配しています。率直にいいま

して、どうも意見が違う。北朝鮮に関しては、ソウルとワシントンの見解は異なります。

この同盟関係をどう管理するか、それが非常に心配となってきました。 
 いい面もあります。盧武鉉大統領の下で、韓国はイラクにも派兵しました。これは米韓

関係でも前例のないことです。韓国側も朝鮮半島で、米軍の再編をしております。しかし、

われわれまだ完全に日本とは、米軍基地の再編は完了しておりません。それから韓国との

間の自由貿易協定に関して、これはとても重要な進歩があります。 
 マーク・トウェインという、アメリカのヒューモリストがいました。彼が、ワグナーの

音楽について言ったことがあります。これは韓国とアメリカの関係にも言えますが、音が

ひどいほど実際は悪くはない、というわけであります。まさにそのとおりでしょう。 
 オーストラリアとのパートナーシップも、重要であります。それでも、また時には波が

ありましょう。例えば、オーストラリアに関して３日間、ライスさんが行くことになりま

した。これは彼女が、前にキャンセルしてしまったので、オーストラリア側がどうも気分

を悪くしました。このオーストラリアにも、アメリカは注目する必要があります。 
 東南アジアに関しましても、アメリカの２国間関係の話というのは、とてもいい状況で

あります。戦略的な枠組み協定も、シンガポールと結んでおりまして、政治、安全保障の

協力が強化されています。それから、軍事協力に関してもインドネシアとの障害をなくし
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ました。貿易、就業の自由に関しても、ベトナムとの関係も改善しました。首相が昨年、

アメリカに来ましたし、そして歴史的には、大統領が今年訪問するということも可能にな

ります。ＡＰＥＣの時にベトナムに行くでしょう。 
 東南アジア全体のトレンドといたしまして、まさにいい状態といえると思います。例え

ば、テロリズムとイデオロギーの関係が１つです。それから、民主主義の統治というもう

１つの共通項があります。法治による統治、そして民主主義の方向が、インドネシアとか

ほかのところでも高まっています。 
 さて、核不拡散の問題があります。特に北朝鮮で問題があります。昨年の９月、６カ国

協議で合意いたしまして、その核プログラムを解体をして、平和のメカニズムを進めて、

より広い形での北東アジアの協力を進めよう、ということになったわけであります。個人

の見解ですが、北朝鮮は戦略的な決定はしていなかったと思います。核兵器を捨てようと

は思っていません。しかし戦略的な決定をして、プロセスには関与し続けよう、６者協議

には参加し続けよう、と思っているようです。 
 しかし、状況はますます難しい。北朝鮮に関して、このようなプロパガンダをやるのは

大変でしょう。北朝鮮の核兵器を捨てさせよう、廃棄させようというのは、これはなかな

か大変です。われわれは準備、ガードを固める必要があります。厳しい外交交渉の準備を

する必要があります。それによって、新しい指向が生まれる、新しい交渉が生まれるかも

しれない。北東アジアの仕組みについて、あるいは平和のために、そして和解のために、

新しい平和のメカニズムを作っていくべきではないでしょうか。 
 日本にも影響があります。それは日中ロの協力、そして、日本と韓国との関係強化にも

つながるでありましょう。そういったものが、９月の協定の中に盛り込まれていたと思い

ます。しかし、やはり、真の可能性にすがる必要があります。北朝鮮が、核兵器を廃棄す

るという正式な決定はしていないと思います。この懸念は、今後も高まるでしょう。そし

てこの地域の不確実要因として、北朝鮮は残り続けるでしょう。 
 さて、地域のアーキテクチャーについてであります。いわゆる複数の多国間のさまざま

な制度とか、会議とか、いろいろな協定ができております。私が、このＮＳＣの仕事を 2001
年の４月に始めた時ですけれども、ライスさんが安全保障委員会の当時委員長でありまし

て、彼女はスタンフォード大学型のセミナーを毎金曜日の夜にやったものであります。そ

して、日本の首相府と似ているでしょうけれども、金曜日の夜は 11時まで家に帰れません。
とても楽しいというか、すごいミーティングだったんですが、２時間、アジアに関して話

したことがありました。 
 ライスさんは、その時に地域の制度づくりに関して、アジアに関心を持っておられまし

た。その制度の仕組みが、ヨーロッパと比べてアジアには欠けていたからであります。そ

こでブッシュ大統領は、非常にＡＰＥＣに関心を持って、それを推し進めることにつなが

りました。貿易の自由化だけではなくて、特に安全保障、テロ対策に関しても注目するよ

うになりました。その結果、ワシントンの考え方として、いかに北朝鮮の核兵器を使って、
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現代の制度づくりに資することができないか。そして、６者協議なども生まれたわけです。 
 2004 年 12 月でありますが、ワシントン側では、いかに迅速に津波に対策するか、とい
うことも考えました。これは、協力パターンづくりのきっかけともなりました。津波対策

として地域の中核グループを作って、インドに関して津波援助を設けました。日本やオー

ストラリアも関わりました。まず能力づくりをして、全般的にいい形で、この津波対策を

実行する。これは随時の問題として、事務局も常設でありませんでしたが、この臨時対応

はうまくできたと思います。 
 もう１つ考える問題は、これはエネルギー問題や環境などの問題であります。まず、そ

の場を作る、機能する実務的なものを作ろうということです。例えば、クリーンエネルギ

ーの問題。エネルギーのアジア太平洋のフォーラムで、アジアの中で韓国、日本、オース

トラリア、アメリカ、中国、インドなどが入って１月にも会合をやりました。ワシントン

では、こうした地域のアーキテクチャーづくりに関心を持っております。 
 東アジアサミットですけれども、これに関しては、ちょっと谷野さんがアメリカが呼ば

れなくて怒っているんじゃないか、とおっしゃっていたんですけれども、東アジアサミッ

トは、アメリカにとってジレンマであります。ある意味で、当然、ちょっと不穏に思うわ

けです。何かこの地域のＥＡＳなどが、われわれを排除して進むのはいかがなものか。 
 ＥＡＳが何をするのか、ということには期待もあります。ホワイトハウスのスターとし

て、大統領を飛行機に乗せて、ＡＰＥＣの後で、もう１回アジアにまた行かせるのは大変

です。もう１回行かせて、いろいろなスピーチを聞かせる。17 人がまたしゃべるというの
では、大変なスケジュールで、日程を組むのは大変です。 
 アメリカ側としては、これは進捗を見ながら、参加する意義があるかどうかを見届けて

くるでありましょう。ＥＡＳに参加する条件、それはアメリカがうまくマッチングできる

ということが大事であります。この地域の中では、アメリカは地理的にアジアから遠いか

ら、と言っている人もいます。 
 ワシントンは、北京やデリーよりもっと遠いというわけではありません。特に条件、パ

ートナーシップ、ＡＳＥＡＮとのパートナーシップとか、例えばこのようないろいろな条

約などに関しても、遠い関係ではありません。ですから、今後状況を見守りたいと思いま

す。実際に、この課題に対応できるかどうか。アメリカ人は非常に忍耐強くはありません

ので、何か物事の解決を早くしたがるわけです。ＥＡＳの今後に関しても、そういう目で

見ていくでありましょう。 
 結論に入ります。こうしたすべての分野、そしていろいろな課題はありますけれども、

やはり日本とインドは、まさに絶対不可欠な重要な存在です。そして、アメリカにとって

重要なパートナーであります。日本は、まさにわれわれの地域の関与の要であります。イ

ンドはパートナーである。そしてパートナーシップは、とても大きな潜在的な可能性があ

って、今後それか高まるでしょう。 
 今回の会議に招聘されて、本当にうれしく思います。今日の午後もお話しいたします。
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これは、アメリカの理にもかなっています。アメリカの戦略的、そして経済的な利害とい

うのは、インドと日本がパートナーシップを進化させることにあるからであります。 
（谷野） いろいろ中国の問題から始まって、幅広い話をいただきましてありがとうござ

いました。お隣の共同議長のナラヤンさんからお許しを得ましたので、このセッション、

11時 40分までさせていただきたいと思います。ですから、あと 15分ございます。 
 まず、壇上のパネリストの方から、今のお話について反論なり、コメントなり質問なり、

特に趙さん、どうですか。さっきの岡本さんからのチャレンジに。 
（趙） 簡単にお答えしたいと思います。岡本さんの素晴らしいスピーチを伺うことがで

きましたが、１つ説明したいところがあります。３つなんですが、まず中国はアジアにお

いて覇権的な力を持っておりません。２つ目として、中国は覇権を求めておりません。３

つ目としては、中国はどのような候補であれ、アジアにおいて覇権を求めるような国があ

れば、それに反対いたします。 
 こういった文脈の中で、中国の外交政策を理解することができると思います。Ｇ４が、

この安保理改革に関して、共同提案国にならなかったということは、いろいろな理由があ

ると思いますが、１つにはコンセンサスが国際的な社会の中になかった、ということでは

ないかと思います。いかなる試みであれ、個々の国が、私にいわせれば、そういった試み

をしようとも、あまり説得力がなかったということです。 
 中国が求めているのは、友好的な協力関係を、あらゆる近隣諸国との間で求めるという

ことです。中国はアジアの一国であり、中国の国益というのは、アジアにかかっていると

考えております。中国外交政策の目標は、協力の枠組みをすべてのアジアのパートナーと

の間で作っていくということであり、その中に日本、インドも含まれています。 
 中印ということであれば、中国は今やますますインドに注目しています。その地位と力

が台頭しているということに注目し、今、中印関係を改善しようと努めているところであ

ります。大使がおっしゃいましたように、インド側において中国の政策、中国の行動に対

して不満を持っているということですが、それは反対側、即ち中国の側においても同じよ

うに抱えている問題でありまして、要はお互いに理解しなければいけない。そしてお互い

の透明性を高め、それぞれの政策を理解するということが重要ではないかと思います。以

上です。 
（谷野） 先ほど、グリーンさんからステークホルダーという、いま中国を語る時に一種

のはやり言葉であり、中国においても中国がステークホルダーたれというのは、非常に前

向きに受け取られたようですが、重要なのはその前に形容詞があるんですね。これがとき

どき忘れられる。responsible ということが書いてあります。責任あるステークホルダーに
なってほしい。そこで、さっきの中国の国柄の国防を含めて、透明性の欠如等がその

responsible のそこにかかってくる。そういうふうに理解すべきものだ、というふうに思い
ます。 
 それから、安保理はもう戦後 60年です。国際社会もずいぶん変わった。国連のメンバー
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もものすごく増えた。相変わらず変わっていないのは、５大国で安保理の中核を牛耳って

いることです。それは、やはりおかしいと思います。アジアを代表するのは、そこでは中

国だけです。開発途上国を代表しているのも中国だけ。これは戦後 60年の国際関係の、先
ほど来お話があった大きな変化を、まったく反映していない。何も日本は大国を打って、

そこに入ろうというわけではない。期待されている役割を、そこで果たしたいということ

だけでありまして、私はこの件について非常に強い意見を持っています。この問題につい

て、いわゆる歴史の問題とこの問題をもろに結びつけた、中国外交のやり方ということに

ついては、私ははっきり言って大変稚拙だったし、日本の国民感情を大きく傷つけたとい

っていいと思います。 
 せっかくですから、フロアからどなたかいらっしゃいますか。それでは壇上の方、どな

たでもありましたらおっしゃってください。 
 マンシンさん、インド・パキスタンの最近の関係を、ちょっとお話しいただけますか。 
（マンシン） ご承知のとおり、パキスタンはインドの外交政策において重要な役割を果

たしております。パキスタンというのは、また１つの近隣諸国であって、この 50 年の間、
両国の間に違いは存在しておりますが、ほかの国と同様、インド・パキスタンの関係も変

わってきたということです。 
 初めて、パキスタンとインドとの間で協調する、近隣諸国として協調していくというこ

との展望が開けてきました。基本的には、こういった関係の中で問題を解決しようと思え

ば、両国の検討、両国の協力を通じて行なうべきであって、第三者あるいは外部の国がパ

キスタンとインドを無理に協調させるというのではなく、両国が協調して両者の間で行な

うべきであるという考え方は、パキスタン側も受け入れているようです。 
和平のプロセスも進んでおり、これはコンポジットダイアログという形で呼ばれており

ますが、複合的な対話ということで、外務省、首相、大統領、そういったようなレベルに

おきまして、いろいろな対話が進んでいます。 
 とてもいいニュースとしては、多くの国々におけるこういった信頼醸成の措置というの

が、最近進んできました。インド・パキスタンの間でも同様でありまして、例えば、バス

あるいは列車の運行、さらにフェリーの運行もカラチとボンベイの間で行なうということ

になりまして、いろいろな新しいアイデアが出てきました。これは歓迎すべきことだと考

えております。 
 この新しい関係を象徴するものとして、地震によってパキスタンがかなりの被害を受け

て、またカシミール地方も大きな被害を受けたわけですが、この時インドは救援に駆けつ

けました。そして、この 50年間の政治的な交渉でも実現できないことが、一晩で実現でき
たのです。つまり、両国の間におきまして、自己支配線の５カ所において通行が開けたと

いうことであります。 
 もちろん、いろいろな問題があるということは否定しません。難しい問題もあります。

しかし、展望は今までになかったほど明るくなったと思います。以上です。 
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（谷野） どなたか。それではなければ、時間をちょっと２～３分超過しましたので、ナ

ラヤンさんに後をお願いしたいと思います。 
 
 
【テーマ２：国際経済面でのアジア太平洋地域の環境変化と課題】 
（ナラヤン）今回参加できまして、大変光栄に、またうれしく思っております。 
 このパネルにおいては、国際経済面での環境の変化と課題ということを、アジア太平洋

地域について議論していくわけですが、この 10年、アジア、そして国際経済関係について
展望してみますと、恐らく２～３の大変重要な側面が浮かび上がってくると思います。 
 そのうちの１つが、まず日本関係で、今日終止符を告げた即ち日銀が量的緩和策を終え

るとおっしゃいました。つまり、デフレが終焉したということで、日本の経済成長が本当

に始まったのだということを言っております。成長の 10年にはいったということです。 
 97年、98年、東南アジアにおける危機がありました。東南アジアのさまざまな国々がい
ろいろな形で、この危機に対応しようとしましたが、2005年、2006年を見てみますと、こ
ういった東南アジアの国々も５％、６％といった経済成長を遂げています。カンボジア、

ラオスのような小さな国でも、2006年５％の成長を見込んでいます。2007年も同様です。
ベトナムもまた７～８％成長しております。シンガポールは５～６％の成長が、これから

10年続くといっています。 
 南アジアを見てみますと、パキスタンの成長率は７～８％、貧困の比率も下がっていま

す。バングラデシュは５～６％、政治的な問題があるにもかかわらず、基本的な問題が残

っているにもかかわらず、それでもそれだけの成長率も遂げています。インドの場合です

が、よく知られているとおり、７～８％の成長率というのは、これからも持続すると思わ

れます。 
 アジアにおけるストーリーということを考えますと、こういった成長率というのが、こ

れからの 10 年ほどは続くであろう。こういった変化が、特にこの 10 年の間で目立ったと
いうこと。この成長によって力と機会と能力が与えられ、それによって対外関係を拡大す

ることができるようになってきました。 
 外交関係、対外的な戦略。外交というのは、どうしてもその要件として要が必要となり

ます。外交、商業、経済、開発、それが相互の利益になり、かつお互いに切磋琢磨できる

ような場が必要であります。資源とか市場や富をめぐって、お互いに競争するようになる、

そういった機会がようやく生まれてきたということです。 
特にアジアにおいて、アジアと世界のほかの地域を比べますと、例えば、アジアでは 8700

万バレルの石油が毎日採掘されている。さらにインド、中国、両方に関しましても、マラ

ッカ海峡など通って南シナ海を通りまして、100 万バレルが特にこの両国につながってい
る。そしてコンテナ船の航行などを見ても、南シナ海、そしてアジア地域はどんどん拡大

しています。 
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 この地域が、このように台頭してきたということは、歴史的でもありますが、また同時

に特にこの８年、10 年の間に発展してきたものであります。今こそわれわれとしては過去
を振り返って、今こういうふうになってきた現状の中で、この機会をいかにわれわれすべ

てにとって利益となるような形で活用するにはどうしたらよいか。こう考えなければなら

ないということを背景として、このパネルにおいて、いろいろな問題を検討したいと思い

ます。 
 国際経済面での課題ということを考えても、この地域においては必ずしも、例えばＥＵ

のような形というのではないかもしれないけれども、有機的な形で地域内及び地域間での

貿易が拡大成長しているという中においては、それが重要ではないか。対米ということで

いえば、特にアメリカというのは、最重要かつ最大の貿易相手国でもあります。というこ

とから、その関係を維持しつつ、かつ地域間における特徴ある貿易と交流を進めていくこ

とが課題ではないか。 
 それでは、まず最初のスピーカーにお願いしたいと思います。榊原先生、お願いいたし

ます。慶應大学の教授でいらっしゃいますが、それではプレゼンテーションをお願いいた

します。 
（榊原） 議長、ありがとうございます。国際会議でのよき長は、インドとパキスタンの

スピーカーにあまり長くしゃべらせるな、日本人にはしゃべらせろ、ということがいわれ

ております。私は、少なくともバルガヴァさんと同じくらいは、お話をしたいと思います。 
 アジアについて、またアジア経済について、またアジア経済の台頭、もう少し明確にい

えば再台頭。再台頭ということをお話しますと、この問題を適切な歴史的な観点に置くこ

とが必要かと思われます。 
 アンデル・グンデル・フラントというアメリカの歴史家が、the Orient rear 2000という
本を出しました。この本の中で、彼は 19世紀までは世界経済の中心はアジアであった。そ
してこの 150 年間の間、ヨーロッパ及びヨーロッパから派生したところが世界経済を支配
してきたといっております。 
 アンガス・マディソンという有名な歴史統計家によりますと、1820年まで、ということ
は 19世紀の初めまで、世界最大の経済は中国であった。中国のＧＤＰは、世界経済の 28％
であって、第２位がインドで世界のＧＤＰの 16％であった。 
 ところが、19 世紀の中くらいから中国もインドも、だんだんとその地位を下げてきまし
た。それは植民地化が、アジア諸国に対して行なわれたからであります。第２次世界大戦

を持って植民地化は終わり、1950年代頃から、アジア経済の成長が再活性化したというこ
とがいえます。 
 今、アジア、なかんずく中国及びインド、この両国が世界経済の中心に躍り出ておりま

す。これが新しいトレンドとして始まっております。世界経済の機関車がシフトした、と

いうことです。西洋からアジアに移ったということです。 
 こういう観点から見て、最近の中国及びインドの歴史を見てみたいと思います。中国が
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経済を開放したのは 1978年で、トウ小平がそれを行ないました。また、インドは相当中国
より遅れました、30年間、遅れたと思います。91年に規制緩和を始めました。マンモハン・
シン、当時の財務大臣が大きな危機の後、リーダーシップを発揮して、それを行なったの

であります。 
 また、やがてシフトが行なわれております。全人代で中国は、いま行なわれていますけ

れども、バランスのとれたバランスと安定のほうに重要性をシフトすると。これから５年

間の目標成長率は低くしても 7.5 ％にする、ということであります。これが 80 年代、90
年代、中国はこうではありませんでした。沿岸地域が成長を遂げただけでしたけれども、

今はバランスのとれた安定性、バランスと安定性こそが、中国にとって重要になってきて

いるわけです。 
 ところが、その一方でインドの経済は６～７％、この 10 年間成長してきておりまして、
2004 年度に 7.5 ％、2005 年度には推定で 8.1 ％であったと発表されました。インド政府
は現在、８～９％の成長率をこれから５年から 10年間に上げていきたい、と考えているよ
うであります。インドは、どうも新しい段階に入ったように思われます。相対的にしっか

りとした成長、６～７％から８～９％までと成長率の目標を高めるということであります。

これはちょうど、中国の 10年前と同じ状態だと思います。 
 ＢＲＩＣｓの報告において、ゴールドマン・サックスは、中国とインドの相対的な成長

率は逆転するかもしれない。2010 年から 2015 年の間に逆転するかもしれない、といって
おりましたので、これは今、少し早めに実現しているのかもしれません。あと５年から 10
年の間に、インドと中国の成長率が逆転するでしょう。インドの成長率は 8～9％と、中国
の成長率７～８％よりも高くなるだろうと思われます。 
 インドを、これからの５年、10 年間で俯瞰して見ますと、ことに経済の分野で見てみま
すと、われわれにとって大変興味深いのは、どうやってインドが東アジア経済地域に入っ

てくるか、ということです。東アジアの経済圏は、急速に統合しつつあります。これは市

場によって行なわれたものであって、制度的、法的なものではありません。中国も日本の

経済も、ドラマティックな形で統合されてきています。中国は今、最大の日本の貿易相手

国となっています。日本の対中輸出も、初めて第２次世界大戦後、対米輸出を上回ったの

です。ですから、この地域は協力によって動かされている、民間部門によって動かされて、

急速に統合が進んでいます。この統合は、さらに加速化しています。 
 問題は、どうやってインドが、この統合された東アジア経済に入っていくかということ

です。対中国のインド輸出は非常に増えていますけれども、ベースがもともと小さい。い

ままでのインドの大きな貿易相手国は、西洋諸国であります。それを、どうやってインド

が統合されていくか、このアジアの経済地域に統合されていくか、ということは大きな問

題であり、われわれにとって興味深い問題であります。これからぜひ注目をいきたい問題

であります。 
 さて、インド経済をこの 10年間俯瞰してみましょう。ＩＴ産業が、非常に大きな機関車
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であったことがわかります。インド経済の台頭はこの 90年代、ＩＴ産業によっていたので
す。インドは世界のＩＴのハブになっています。中国が製造業のハブになったと同じよう

なものです。また、ＩＴ産業と同じように、バイオテクノロジー、医学のハブなどがイン

ドの経済を強化してきています。 
 シン首相の下での政府は、今、強調していることがあります。それは製造業とインフラ

部門であります。インド政策が、これから５年 10年以内に成功するかどうかは、このイン
フラ整備がどれだけできるかによると思います。インフラが実際に整備できるかどうか。

非常に貧しいインフラストラクチャーこそが、インド経済の弱点として、この 10年間くら
い認識されております。そういうことで、今、インド政府自身が民間部門もインフラの整

備を強化しております。 
 もう１つ、私が関心を寄せておりますのが、インフラ整備のために、民間部門の資金を

使おうとしているところであります。また、それだけではなく、対外投資をインフラスト

ラクチャー投資のために誘致しようとしております。これこそがカギでありましょう。 
 ＦＤＩ、対インド投資によって、インフラが整備されるようになるでしょう。中国の現

在のインフラを、インドのインフラと比較してみますと、インドは非常に遅れています。

しかし、インドが遅れているのは、投資に対するあまりにも多くのルールがあるからです。 
 大きな投資が国内及び外国から、特に国内資本をもって行なうことになれば、インドは

９％、10％、簡単に経済成長できます。それが中国で起こったことなんですよ。大きな駆
動力として中国を動かしたのは、資本投資とインフラ投資でありました。これが起こるか

どうか。インドの経済に起こるかどうか。これからの４年５年の間に起こるかどうかとい

うことが鍵です。 
 そして今、政府が農業セクター、インフラ、それから製造業を強化していますが、これ

は正しい選択であると思います。これまでのところ、このプロセスは相当円滑に動いてい

ると思います。 
 ただ、ここで１つ強調しておきたいことがあります。それは日印関係であります。日本

のインドに対する投資は、西洋の投資と比べて遅れています。西洋の投資だけではない、

韓国からの投資と比べても、日本は遅れています。韓国はリスクをとって、相当成功裏に

自動車産業であるとか、電気電子産業、そのほかに投資をしています。サムソン、ＬＧ、

現代などはあらゆるところで出ています。でも、ソニーとかトヨタがインドで見ることが

できますか。それほど見ることはできませんね。 
 でも、日本の民間部門も、もう関心を寄せてきています。インドに投資をしようとして

考えています。ですから、いかにこれを促進していくかということこそ、大変大事だと思

います。これは、インドにとっても重要なことでありましょう。もしインドの建設会社、

またいわゆるゼネコンが、相当の金をインドのインフラ建設のために出すとすれば、それ

はいいことだと思いますし、日本の投資によって、インドが西洋諸国との投資のバランス

をとることもできると思います。 
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 アメリカからヨーロッパから、相当な金がＩＴセクターのインドには入っています。そ

のほかのセクターにも入っています。しかしバランスをとるということ、外国からの投資

のバランスをとるということは、大変にインドにとっても役に立つことではないでしょう

か。 
 将来を展望いたします時に、インド経済の、またアジア経済全体を見ます時に、日本と

インドの経済的な関係、もちろん政治的な関係も重要ですが、経済関係は最も大きなカギ

となるだろうと思います。 
ご存じと思いますが、突然のブームがインド経済に対して起こっております。インドの

ミューチャルファンドなどが、もうクレージーな形で売られています。２～３日の間に売

れてしまっています。ミューチャルファンドで日本の市場に導入されたものが、あっとい

う間にもう蒸発してしまうような形で消化されています。そして、インドの株式市場のほ

うに、多くの金が入るようになっています。これはこれからも続くであろうと思いますが、

それは適切な形で管理をしてやらなければなりません。 
 また、日本の投資家のインドに対する熱意は、ポートフォリオにたいするインベストメ

ントから、物理的な投資にシフトすることが必要です。物理的な投資というのは、これか

ら大変インドにとって重要になっていくでしょう。いずれにせよ、私はこの東アジア経済

の統合が、さらに拡大されるであろうと思います。急速な形で、東南アジア諸国を巻き込

む形でインドも入っていくだろうと思います。 
 私は東アジアサミットを、それほど批判しておりません。グリーンさんは批判しておら

れたようですけれども、私はアジアの統合、これは現実としてもう進んでいるんです。し

かも急速に進んでいる、ということから考えると、インドがそのところに入ってくるのは

当然なことです。これは地理的なインドの場所があるからであるが故に、もしかしたら補

完性があるからでありましょう。 
 アジア地域の諸国に、補完性があるからでしょう。インドは、中国よりもずっと進んで

います。日本よりも進んでいるかもしれません。ＩＴ、バイオテク、医療サービスにおい

てはインドのほうが進んでいます。中国、日本、そのほか東アジアの諸国が進んでいるの

は、製造業だと思います。 
 そうであることによってお互いが補完できる。補完関係をよく使って、両者にとってウ

ィン・ウィンの関係を生み出すことができると思います。 
 以上です。 
（ナラヤン） いくつかコメントをさせていただきます。成長とバランスをとる安定性と

いうことは、とても重要だと思います。現在の状況は、2004年に選択されたものですが、
この成長というテーマを追求し、貧しい地域を引き上げるという形で具体化しました。 
 政府は、そういった形を選びました。多くの経済の仕組み、経済投資、インフラ整備、

投資といったようなこと、これは非常に小さな市町村、農村地域にも分配されます。そこ

で１つの戦略として、多くの人たちが認識しておられない大きな戦略があります。それは
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農業を再復興させる、強化するということなんです。非常に興味深いと思います。 
 インドは唯一、人々を農業で維持するということに力を入れております。そして付加価

値を農業で高めよう。そして大きな市場を、農業のために食品加工などで作っていこうと

しているんです。農業を強化したい。つまり、中国と違いまして、グローバル貿易という

ことを考えますと、インドは決してパーセントとして、中国ほどのレベルには達しないと

思います。 
 ２億～３億人くらいの中産階級が、都市部に住んで消費をしている。そして都市化は 30％、
45％、50％とすごいレベルで、この 10年 20年拡大してきております。その結果、都市部
における消費需要が高まってくる。これが巨大な需要として存在する。つまり、さまざま

な農産品の付加価値に対する需要が存在しているわけです。それは国内消費できるもので

す。つまり言いたいことは、需要が深い、内需が非常に深化されているということがイン

ドの特徴であります。このような成長をうまく賄えるわけです。 
 輸出も、もちろん 15～20％伸びている。これは今後も期待されますけれども、同時に内
需、国内消費がもっと高いレベルで増えていくだろう、というのが国内事情であります。

そういった、新しい動きがあるということであります。 
 今後 10年くらい、この辺りに目をむけて、よく見て、この試みが成功するかどうかを見
ていきたいと思いますし、政府はここを強調していくと思います。 
 もう１つお願いがあります。スボード・バルガヴァＶＳＮＬ会長をご紹介しますが、元

インド工業連盟会長であります。まさに、このような国際的な集い、数多くの場でいろい

ろお話しくださっている会長をご紹介いたします。 
（バルガヴァ） 議長、ありがとうございます。私のほうも最初、アメリカの著者の言葉

を引用したいと思います。 
 『メガトレンド』という本がありました。アジアについて書かれた、1995年の本でござ
います。アジアの国というのは、グループからネットワークづくりをしていくだろう。そ

して、アジア経済は市場駆動になる、マーケットドリブンになる、そして消費者によって

駆動される経済となるだろうと、予告しています。 
 今日、どうなったでしょうか。国際経済の現状を見てまいりますと、非常にはっきりと

このような重要なアジア太平洋地域のステージが出てまいりました。複数のプラスのステ

ージがある、機会がある。国際経済の成長の高い見通しがありますが、同時に複数の、い

くつか挑戦、問題もあります。 
 第１点．これは不平等という問題です。いわゆるトリガーラン効果というものがあって、

貧しい人人の生活がよくなるだろうと期待されました。しかし、それはあまりにも遅々た

る進歩であります。人によっては貧富の格差は国内、中国やインドにおける国内、におい

てますます増えたといっています。同時に失敗なのは、グローバル社会において国、地域

で格差がどんどん増えているところがあるわけで、それが続いています。まさに、これこ

そが国際経済を阻止する要因であります。 
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 第２の問題点。需要の制約、停滞であります。過去の先進国、北米とかヨーロッパで需

要が低下する、それがストレスを生み出しておりましょう。 
 第３の懸念。これは第２の問題からの波及事項です。過去に自由化を進めたものたちが、

自らの保護主義に変わるだろうという危惧です。起こっています。国のレベルでも、ある

いはほかでも、そういった保護主義国家が出てくるのじゃないか。 
 第４に地域のグループづくり。ＥＵとか、そういったものが要塞化するのではないかと

いう危惧であります。これは、ある時期に予想されたこともあります。機会と見られたこ

ともありますが、いま新しい経済が進行している中で変わるのであろうか。 
 第５点の懸念事項。強力な経済国、大国が、いわゆるＮＴＢといわれる非関税障壁のあ

らゆるものを生み出してくるのではないか、ということであります。 
 第６番目の懸念、課題。これは財政的な、健全性が危惧されるということであります。

グローバルな影響が出てくる中で、経済運営ができるのか。あるいは偶然かもしれません

けれども、うまく対応ができなくなることを心配します。 
 ７つ目の最大の課題。これは人々、国民の問題です。人々はつながるようになりました。

電話とか航空機によって、あるいは電気通信、旅行などによってつながってきた。人と人

の動きといったものが出てきましたが、しかしそれはあまり自由化されていません。ビザ

の規制もある、査証の規制もあるわけです。資本とかものは動く、お金やものは動く、し

かし人は動けないわけであります。そうすると、なかなか相互の対応が難しくなるのじゃ

ないでしょうか。 
 このような問題はあると申しました。しかし、発展途上経済であるインド、中国、その

他の国々は、この中で担うべき重要な役割があります。国際経済の成長維持のためにも重

要です。みずからの成長のみならず、やはり世界中の成長に重要な役割を担っていくであ

りましょう。 
 それから、国内のそれぞれの内需、成長、それからグローバルな機会といったもの。そ

れもわれわれが今、認識すべき問題でありましょう。 
 さて、アジア太平洋地域の経済、これは非常に多様です。いろいろ日本のことも伺いま

した。世界第２の経済大国はデフレを経たわけですが、昨日は新しく変化いたしまして、

自らの再生を祝いまして、復興を遂げております。 
 中国の経済も、長年成長を続けています。そして１次産品、そのほかの全世界の需要を

高めました。しかし、心配もあります。つまり、マクロ経済レベルでの中国の懸念です。

ＡＳＥＡＮ経済、これも実際、全体として見ますと、いわゆる成長の柱となっています。 
 そういった意味で、インドの定義をうまくしてみますと、世界で最大の最も急成長を遂

げている自由市場の民主主義国家だといえるでしょう。最近のインドの成長は７～８％を

遂げましたが、これは実際に１つのオーストラリアが、まさに世界に生まれているような

ものであります。フランスの経済並みの成長が、毎年金額でいうとあるわけです。人も、

ですからお金の面でも、インドの成長はそれだけ大きいということであります。成長は持
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続可能であります。まさに、そこの根幹にある問題です。 
 先ほど指摘されたように、こうした成長が今後も続くのか。成長は持続可能だと私は思

います。より大きな市場ができ、そして雇用が創出されるということで、ある循環のよう

なものでありましょう。国内的にも需要が、内需が高まるわけですから。 
 第２の重要な特徴して、グローバルの観点から申しますと、対費用効果の高いアウトソ

ースができます。サービスとか製品に関して、グローバルな消費者に関して外注などが進

むことで、より安価で製品等が提供できる。そして多くの需要を維持できます。そうしな

ければ、その機会は失われてしまったかもしれないものが、アウトソーシングによって可

能になったわけです。 
 最後にインドの観点。中国を見ますと、能力育成、人材育成が起こっています。インフ

ラ整備もされているし、社会インフラも整備されています。これが世界の需要を高めてい

ます。 
 それから制度の整備、そして規制の強化等でありますが、例えばインドにおきましても、

そういったようなものが整備されれば、需要の維持に貢献できるでしょう。 
 さて、この地域について話を戻しましょう。インドの地理的、歴史的な絆といったもの

がある故に、インドの貿易はアジアの多くと行なわれてきました。東、南、南東アジア、

そして西アジアなどであります。伝統的な絆があって、アジアの兄弟国とのつながりがあ

りました。共通の経験もあります。植民地化された歴史もありますし、その他いろいろな

絆があります。 
 初めてこの 91年、インドが意図的な前進をし、ルック・イースト政策を打ち出しました。
その結果どうなったか。劇的な変化がありました。インド・中国の関係も変わってきまし

た。今日も指摘されたとおりであります。 
 今日、貿易量は 800億ドルくらいの輸出ですから、そう大したことはない。その内、15％
くらいが中国との貿易であります。しかし、２国間の貿易で中国と香港も含むと合計約 250 
億ドル相当になります。さらに、現在のインドの対中国との貿易の比率の高まりからする

と、今後も市場駆動型の政策を進める中で、こうした対中貿易などの数字も増えるでしょ

う。現在でも、インドの輸出の約４割、輸入の 36％はアジアの地域にあると、域内での貿
易であります。 
 さて、中国に関すると１つの核です。しかしＳＡＦＴＡのところの可能性は、まだ完全

に実現しておりません。しかし成長しております。1990年、ＳＡＦＴＡの域内貿易は 1.4 ％
でした。92年に 3.2 ％に伸びました。ですから持続可能な成長が、域内でも進んでいると
いうことがあります。 
 さて、インド政府は非常に新しく力を入れるようになった、地域協力の分野がございま

す。特に、経済のグローバル化なども進めています。最近、イニシアチブとしてフリーア

イなどがあります。パートナーシップ、経済連携はアジア諸国と求めておりました。シン

ガポールともそうです。また、経済連携協定に関して、その他包括的な協定に関しまして
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も、また自由貿易協定に関してもそうですが、ＡＳＥＡＮ等が近々調印が期待されます。

日本、韓国、中国との調印も今、検討中であります。西アジアに関しても、インドはさま

ざまなペルシャ湾湾岸諸国と協力を進めております。 
 さて、インドの企業、経済界はどうなっているのか。ビジョン、これは地域を超えて見

ております。企業の戦略は、まさに間違いなく焦点を置いているのは、一定の主要な比率

はグローバル市場から利益を上げようとしております。将来、持続可能な成長を考えると

ころでは、これは 30～40％の売り上げはインド国外から得よう、ということを見通してい
ます。複数の分野があります。先ほど指摘があったように、自動車とか医薬品とか、バイ

オテクノロジーなどが、そういった有望分野であります。 
 そして対費用効果の高い、質の高い製造業がインドにあり、これはますます強化されて

います。例えば、グローバル市場で、それらの展開が考えられます。スクーターとか、世

界で最大のものがインドで作られています。フォードとかのものも作られておりますし、

製造業は強化されております。これは国内市場でもそうですが、企業も規模も質の点でも、

世界一級の競争力のあるところでありますＩＴとか電気通信などのサービス、インドはま

さにグローバルな産業の 65％を、オフショアＩＴで占めているくらいです。そしてＢＰＯ
産業の 46％は、インドにあるというわけであります。 
 それから直接投資、ＦＤＩのこともずいぶん話がされてきました。インド政府は 400 億
米ドルを、これから４年間、農村地域におきましての経済開発に使おうとしておりますが、

これは大歓迎されております。イニシアティブで企業は歓迎しています。この農業、農村

の成長こそが将来の成長の駆動力になるわけで、工業製品も売れるようになるわけであり

ます。 
 また、政府のほうでは、農村地域に投資をする、農業を強化するというわけで、インド

産業界はそれを期待しています。政府とのパートナーシップを組んで、インフラ整備を図

りたいと思います。 
 インフラは、確かにまだ未整備です。しかし多くのことが起こっています。どうぞ、イ

ンドに来て見てください。9000kmくらいの６車線のハイウェーが、高速道路などができて
おります。また、ボンベイとかデリーとか、いろいろなところで世界一級のショッピング

センター、そして住宅地域も世界一級のものが揃っています。8000万人の人たちは携帯電
話を持っています。そして 250 万台も毎月携帯電話が増えている。先月ですけれども、500 
万台もの新しい携帯電話が１カ月で接続されたんです。１カ月です。これほどの成長率、

インドにおけるコネクティビティは、国内、そして国際的な成長を駆動していることは確

かな現象です。 
 さて、同時にインドの多国籍企業の台頭ということも挙げられます。合併や買収などが、

全世界で新しい戦略として行なわれて、110 億ドルくらいが投資されています。インド産
業というのは、そういったことを見ているわけです。つまり、質とコストということが不

可欠である。しかし、それだけでは十分でない。将来の成長の条件には、それだけで十分
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ではないと認識しております。研究開発にも力を入れている。そして、インドはまた自ら

のブランドづくりをしております。単に、ほかの国の工場になるだけではない。インド自

らのブランドを世界で売る、ということであります。これこそ、持続可能な開発戦略の一

環であります。 
 さて、次にインドと日本との経済関係の話をしたいと思います。貿易、２国間、たった

50 億ドルにすぎません。そして、これは言うまでもなく、ポテンシャルをまったく生かし
ておりません。まだ、外国の技術の窓として、ウィンドウが 80年代には開けていませんで
した。日本から来たのは、スズキ、ホンダとか三菱、トヨタなどが来ました。最初に来た

ところの優位性はあったはずですが、その優位性は生かされませんでした。なぜ駄目だっ

たんでしょうか。 
 何か問題がインドにあったのかわかりませんが、デフレが日本であったせいかもしれま

せん。そこに政治の同盟、協力が大事です。心理的な障壁があることは、先ほど政治のス

テージでありましたが、もうその部分は今なくなりました。しかし、経済的には、まだ心

理的な障壁が完全になくなっていないという気がします。それは、インド側の失敗もあり

ます。インド側が、十分にコミュニケーションしなかったこともありました。インドはい

ろいろ変革もしました。この数年間、いろいろ変わりました。 
 そして多くの日本のビジネスマンと、この２日間お会いいたしまして、私が得た印象は、

いま彼らのもっている情報は８～10 年前のものしかないということでした。そこでそうい
った意味で、私がぜひ申し上げたいのは、新しいイニシアティブが打ち出され、これはと

ても興味を引かれるということです。ＪＥＴＲＯもあります。首相が昨年４月に、小泉さ

んがお越しになった時、両国の両首相が日本とインドは改めてお互いに知り合おうという

ことでした。日本はパートナー国として、そしてインドもそうです。 
 例えば、鉄の鉄鋼のフェアが 2007年に開かれる、というのもその一環であります。ＪＥ
ＴＲＯとパートナーシップを組んでおります。そしてエクスポをやるということになりま

す。これはデリーで、2007年の２月に予定しております。そのほか、数多くのイニシアテ
ィブが計画されておりまして、日本政府と日本の大使館などともいろいろ話をしておりま

す。日本語を３万 5000人に教えようということも、新しいイニシアティブで出ていました
が、理解のためにこれは不可欠です。インドの工業界としては、これは大歓迎いたします。 
 それから、そのほか２国間の例えば貿易、経済の交流、パートナーシップ協定とかいろ

いろありますし、代表団の交流もあるでしょう。 
 しかし今、そういった、ただ代表団を派遣するだけ以上のことが必要です。機会はある

のです。今、時期が熟しました。そうした機会を、今こそつかむべきであります。 
（ナラヤン） バルガヴァさん。この４人、５人、インド及びインド、日本に焦点を当て

ているようですが、次のスピーカーは趙先生です。中国が、この関係をどう見ているのか。

経済的な構成として、この地域でどういったものを中国が求めているのか。この地域と世

界のほかの地域と、どのようなご見解をお持ちなのかを伺いたいと思います。 
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（趙） 私は、中国とインドの関係、政治的な関係に特に注目して検討してまいりました。

中印関係についていろいろ申し上げたいのですが、今日はそういったことを話せという要

請ではなくて、むしろアジア太平洋地域を俯瞰するということでありますので、アジア太

平洋地域における環境変化と課題について、お話しすることとなっております。 
 私は、中印関係について注目しているということから、どうしても中印関係、あるいは

中国から見たインドというところに傾きがちなことになるかと思います。そしてその中で

どういった傾向が見られるか、ということをお話ししていきます。 
アジア太平洋地域というと頭に浮かんでくるのは、そもそもインドがアジア太平洋諸国

なのか、という疑問です。 
 もちろん、インドはアジア太平洋の一員だということを喜んで言う人もおります。イン

ドというのは、第１回東アジアサミットにも参加したではないか、ということを言う人が

います。でも、私としては、どうもその辺が確信が持てない。 
 というのも、中国、日本がＳＡＡＲＣのサミットに参加する場合に、その時にこの中日

両国は南アジアの一国といえるのかどうか、ということも出てくるわけであります。地理

的なアイデンティティ、ということを考える必要があります。アジア太平洋地域というの

は、やはり主眼となるのはアジアであって、そこには極東アジアや東南アジアが入ってき

て、プラス太平洋の反対側、カナダ、アメリカ、さらにはメキシコといったところが入っ

てくるでしょう。ちょうど、ＡＰＥＣ的なものになってくるかと思います。 
 しかし、こういったコンセプトというのは、もう有効ではありません。ＡＳＥＡＮその

ものが拡大してきて、例えばベトナムやミャンマーも加盟しました。また、インドにおい

てはルック・イースト政策をとっており、その結果として、経済の統合化の歩調が最近明

らかに加速しております。その結果として、今までのアジア太平洋に対する見方も変わっ

てきました。 
 こういったプロセスが着々と進む中において、インドのイニシアティブによって代表さ

れる南アジアというのが、今やますますアジア太平洋の一体化、その中に自らも入りたい

ということになったわけであります。つまり、インドとしてはインド洋を越え、そしてイ

ンド亜大陸を越えて、もっとアジア太平洋の一員になりたいという希望を持つに至り、そ

の結果として、インドはある意味で、その地理的なアイデンティティということでいえば、

とてもユニークな存在となりました。 
 つまり、インドという国は、即ちその軸をインド洋、そして太平洋、双方に置くことに

なる。両方の一員になるというような、そういった地位というのはほかのアジア諸国には

見られません。これが、大変重要な展開であるといえるかと思います。また、新たな傾向

でもあります。 
 そうするとアジアのほかの大国、例えば中国、日本、韓国といったようなところは、い

かにインドの地位とポジションを、このアジア太平洋地域において評価するかということ

が問題となってきました。つまり、もうインドを太平洋の一国として受け入れる段階にな
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ったのか。地理的に見たら、インドは太平洋の一国ではありません。 
 こういった傾向が、いま出てきたということで、これについてお話ししてみたいと思い

ます。政策上というよりも、むしろ学者としての見解を申し上げることになるかと思いま

す。 
 ２つ目としては、中国と日本、両方がＳＡＡＲＣにおいて、これは南アジア地域協力連

合ですが、その中でオブザーバーとなりました。昨年、大きな変化がありました。第 13回
ＳＡＡＲＣサミットにおきまして、中日両国がこの組織のオブザーバーとして認められた

わけであります。 
 ということは、アジア太平洋のこういった経済大国が、南アジアにも参加するというこ

とを示唆しています。貿易や経済交流での緊密な関係ということでいえば、そういった意

味では、中国のほうがちょっと日本より先んじているようです。 
 例えば、中国とインドの貿易は、インド・日本のそれを大きく凌駕しております。一方

でインドは、今や日本からのＯＤＡの第１位の受益国となっています。にもかかわらず、

中国と日本は、南アジア市場に大きな可能性を見出しました。特にインドに対して注目し

ています。 
 政治的な不信は、関係諸国間において、アジア、そしてアジア太平洋地域において、存

在はしておりますが、思うに１つの事実として、インドがこの両国、つまり中国、日本を

対等な形で受け入れているということは、私個人としてはポジティブな意味を持っている

と思います。 
 これは私の私見でありますが、われわれとしてはすべての政治的な不信に関わる問題が

解決されて、初めて経済協力を始めるというのでは、遅きに失すると思います。現在の展

開は、むしろ逆でありまして、最近の状況を見れば、経済的な推進力というのは、まず最

初に進むべきである。そしてそういったことが進めば、結局は最終的に政治的な不信も解

決できるのです。これは、とても興味深い例であるといえます。もうすでに、中印関係に

おいては、そういった先例があります。 
 そういった、中印貿易が急速に進んでいるということから、私自身もインドに何度もま

いりました。私自身、インドのいろいろな都市を訪問いたしますと、中国をインドにおい

て脅威として見るという見方が、急速に衰退しているようです。 
 また、いろいろなインドのビジネスマンと話をしても、やはり中国を脅威ではなく機会、

ビジネスチャンスとしてとらえているようです。つまり、ビジネスを拡大するほうがよほ

ど良好であって、中印両国が政治的な不信、例えばダライ・ラマ、その他の問題で政治的

な不信関係がずっと残っているのは意味がない。人的交流、その他いろいろな交流が両国

の間で起こっている。その結果として、政治的な不信の可能性、あるいはその不信のタネ

が大きく取り除かれました。これはアジア太平洋地域の統合化にも当てはまることであり、

中日印、３国の関係に関していえることではないかと思います。 
 最後に触れたい傾向として、インドのアジア太平洋地域における位置づけであります。
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インドが、第１回東アジアサミットに参加したということは、即ちインドはより積極的に

この太平洋地域において、その姿勢を強化しているということであります。ルック・イー

スト政策を開始して以来、インドはこの地域のほとんどすべての国と経済的な関係を広め

てまいりました。 
 まず最初に、プライオリティが置かれているのは、歴史的及び現実的な理由からＡＳＥ

ＡＮであります。インドの友人がどう思われるかわかりませんが、少なくとも私の判断で

は、インドのルック・イースト政策におけるイニシアティブというのは、まずは最初にＡ

ＳＥＡＮ諸国を対象として、そういった従来からの文化的な絆、関係を強化しようという

ものであります。でもインドはＡＳＥＡＮに留まらず、さらにそれを越えて、さらに中国、

日本、さらには韓国といったようなところに入ってくるわけです。 
 インドの文化はユニークであり、また東南アジアに対して伝統的な影響を持っておりま

すので、このルック・イースト政策というのは、主としてＡＳＥＡＮ諸国においては、こ

ういった伝統を復帰させたのだというような形で見られています。まったく新しいことを

始めたということではなく。したがって、こうした東南アジアにおけるインドのイニシア

ティブというのは、概ね歓迎されています。 
 しかし、インドがさらにこの地域への関与を強めるということは、ほかのアジア太平洋

地域の３大国、即ち日本、韓国、中国にも大きな関連性を持ってきます。この３カ国は、

すべてより強力な経済的な関係をＡＳＥＡＮ諸国と持っているといえるでしょう。インド、

ＡＳＥＡＮとの関係よりも、ずっと密接であります。 
 インドが、そのルック・イースト政策を拡大しようとする中において、この中国、韓国、

日本との間での関係というのが、やはり課題になってくるでしょう。インド＋ＡＳＥＡＮ

というのは、いってみれば 10＋１の新たなフォーミュラになるわけですが、これが重要で
す。 
 つまり、これが基礎となって、インドがさらにこの地域に組み込まれることになります。

インドにとっての問題は、そうなるといかにこの地域において、まず重要な貿易相手国に

なるかということです。中国、日本、韓国と、そしてＡＳＥＡＮ諸国との関係を見た時、

まずは貿易相手国としての地位を確固たるものにする。いかに、そういった可能性を現実

のものにするかということです。 
 誰もが認めるとおり、インドというのは大変な可能性を持っています。貿易、経済協力、

交流をＡＳＥＡＮ諸国あるいは、その他のアジア諸国の中で行なおうと思えば、大きな可

能性はあります。ただ単に閉鎖された経済ということではなく、その可能性を現実のもの

にしていくということが、インドの指導者にとっての課題でありましょう。 
 一方、中国の観点から申し上げますと、基本的にインドが東アジアに参加するというこ

とは、まず政治的な問題ではありません。インドの首相、マンモハン・シン首相がサミッ

トにおいて言いました。インドの東アジアにおける役割というのは、どういうものかとい

えば、即ち中国の勢力に対してバランスをとるものである、拮抗するものであるというこ
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とです。ただ、これは経済的な意味であります。政治的な意味というよりも、経済的な意

味で中国に対するバランスになるということです。 
 というのも、中国としてはインドのアプローチというのは、このアジア地域においては

その主眼は経済的な統合化であって、政治的な意味での中国のカウンターバランスになる

ということではありません。政治的な意味でのカウンターバランスになるということは、

インドの利益にもならないし、また確実に堅実に歩み寄ってきた中印関係に対しても合う

ものではありません。 
 ということから、中国としては、インドがアジア太平洋地域の一員となることを歓迎す

るものです。そしてそこで期待しているのは、中国とインドがこの地域において補完的な

役割を果たすということです。それぞれ異なった分野において、優位性を持っているから

です。 
 最後の分析として申し上げたいのは、インドというのは決して脅威としては見なされた

ことはありません。しかし、10＋ⅹといったようなフォーミュラで、アジア太平洋の中に
インドを含めるということが本当に意味を持つとすれば、そのためにはインドが強力なこ

の地域における貿易相手国になるということが必要です。以上です。 
（ナラヤン） 先生、ありがとうございました。これまでのスピーカーとは、ちょっと違

った観点からお話をいただいたと思います。 
 では、どうでしょうか。パネリスト間同士のコメントをいただき、共同議長のお許しを

得て、あと５分、10分くらいは延ばすことを許していただけるんじゃないかと思いますが。
（榊原） 榊原です。趙先生のおっしゃった地理的なアイデンティティについて、お話を

したいと思います。私からいわせますと、アジア太平洋という考え方自体が人工的だと思

うんです。これは、ＡＰＥＣを作った時に作られた言葉ではないでしょうか。オーストラ

リアと日本が作ったものに対して、アメリカが後ほど参加したＡＰＥＣから発生したもの

だと思いますが、東アジア、南アジア諸国、東南アジアが一緒になるのは当然のことなん

です。 
 14世紀、17世紀までを見てください。インドは貿易の中心地でありました。ヨーロッパ
とインドの仲介をし、そしてゴアに中国の船が沢山いました。だからインドは、中国とも

イタリーとも、いろいろなところと貿易をしていたわけです。ですから、この歴史を見ま

して、歴史的観点から見ても、大変興味深いことがわかります。 
 インドの南部は、非常に強い貿易国であった。海洋国であった。中国の南部も海洋地域

であった。日本は、もちろん中国帝国の周辺のところにあって、インド、東南アジア、中

国とも交流があったわけです。 
 長い歴史を振り返ってみますと、インド、中国、日本、韓国は、自然な形でのコンビネ

ーションを形成するものです。日本の文化、歴史を見ても同じことがいえるわけです。中

国、韓国を通じて、仏教が日本に入っているのです。日本の仏教を見てみますと、ヒンズ

ーの痕跡を見ることができます。日本の寺院の中にも、ヒンズーの影響があります。です
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から、文化的にも地理的にも貿易的にもつながりがインドと長いんです。 
 インドがもしかしたら、アジア太平洋の地域主義の中に入らないというようなことをお

っしゃったけど、私から見るとそうではないと思います。そういうこと自体が、アーティ

フィシャルだと思うんです。 
（グリーン） 地理的な定義は、大変興味深く伺っております。私は学者でありますので、

政府がアジアをどう分けたかということを考えて、国務省でも南アジアと東アジアは違っ

ていますし、それから国防相の中でもパキスタンは中近東に分けています。東アジアと南

アジアを一緒だったのが第１期ですが、第２期の時はそれはまた分かれました。そういう

ことで、国務省の中でも、政府の中でも、いつも意見によって変わってきています。 
 ５年前、この地域について東アジアのアイデンティティということを聞いたのですけれ

ども、アメリカとの共通点が多いということがわかりました。そして、アジアということ

に対しては、非常にまとまりがあるということがわかったわけです。もしかしたら、それ

も国のアイデンティティと関わってくるのではないかと思います。 
 東アジアサミットも、その１つのよい例でありましょう。この地域のセキュリティ、安

全保障に関して考えますと、特にＡＳＥＡＮの貿易、日本との貿易を考えてみましても、

特にＡＳＥＡＮとの貿易は誇張されています。アメリカに、最終商品が出されているだけ

なんです。ハワイも、やはりこの地域に近いですし、サンフランシスコも近い。アメリカ

も、だから太平洋の国だと思います。 
 東アジアサミットというのは、多くの地域がフォーラムがもらいたい、アメリカなしで

やりたいと。アメリカ、ＡＰＥＣも貿易の自由化を求めるとか、いろいろなことをアメリ

カは強調いたしますから、心理的にもやはりフォーラムが欲しいと。アメリカなしのフォ

ーラムが欲しい、ということだったと思いますが、しかしある意味では、日本とかベトナ

ムには、このフォーラムにアメリカでなく中国とか、インドが入るということになるとど

うなるんだろうか、というようなことがあったと思います。 
 インドは、アメリカと共通の価値観がある、オーストラリアにもあるということです。

ですから、インドもＡＰＥＣも入るべきだということですが、ワシントン、北京でもやは

り、ちょっとそれだけＡＰＥＣが大きくなりすぎるということで、米中、日本の政府も問

題を抱えるかもしれません。ですので、こういうことはいつもシフトしているわけです。 
 いろいろな政治的な動きがされるにつれて、国はオープンな、そして包括的な政治的、

貿易的地域が欲しいのだと。そして、その後で緊密な形で調整を行なわなければならない。

日米、インド・日本、それから中国・日本といろいろなアジェンダ、いろいろな問題は何

かということを考えていかなければなりません。これらのアレンジメントは、国のアイデ

ンティティと、われわれが実際に何をやるかということを考えながら、されるのではない

かと思います。 
（ナラヤン） 昨日、大使からもインクルージョン、エクスクルージョンということを言

われましたけれども。 
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（谷野） 別のお話なんですが、インドについて、いま榊原さんのお話で、ちょっと思い

ついたんですが、日本に神様、梵天様、帝釈天、ありますでしょう。あれはみんなインド

から来たんだそうです。昔は、だからインドとの絆が非常に強かった。 
 皆様方でも、お年を召した方はご存じ、「三国一の花嫁」といいますでしょう。「うちの

息子の嫁は三国一の花嫁、気立てがよくて、美人で」、美人であるか、それはどうでもいい

んだけれども、中国ですよね。日本、唐、３番目は天竺なんだそうです。奈良の大仏様の

オープニングセレモニーにはインドの坊様が見えたという話。 
 何を言いたいかというと、戦前は日本も貿易関係は、ものすごくインドと大きかったん

ですね。戦後、戦争直後もそうでした。われわれの世界観の中の真ん中にインドがあった

し、経済的な取引も非常に多かったということであります。 
 これもさっきの榊原さんの話でちょっと補足しますと、インドが追いつくとおっしゃい

ましたね、いずれ中国に。中国は、これから日本と同じように、急速に高齢化の社会にい

きます。ひとりっ子ですから。そうすると、成長率も少し鈍ってくるということが心配さ

れていますが、インドの人口構成を見ますと、見事な富士山型なんです。ですから、産業

を支える若い人たちが、どんどんどんどん次から出てくる。だから、ゴールドマン・サッ

クスが言うように、2030年、2040年、もうその先はアメリカと中国とインドだ。そこに何
とインドがいるというのは、見事な人口構成。日本はこういう年寄りをどうやって養って

いくか。これは中国も急速に、その世界に行くと思います。 
 インフラの話もよくいわれることで、私はこの間小泉さんが行かれて、先方からあの日

はインドの貨物輸送を全部日本でやってくれないかということで、いま外務省に聞きます

と、着々と準備が、まずは調査の段階でしょうけれども、１兆円を超えるプロジェクトに

なるようですけれども、これは大いにやったらいいと思うんですね。カルカッタとニュー

デリー、ニューデリーと今ムンバイといいますけれども、ボンベイですね。やはりインフ

ラは、これからの非常に大きなポイントだと思います。 
 私はインドにいまして、今も同じようなことを感ずるんですが、これは先ほど趙さんか

らお話が出ましたけれども、これを見てましても、日本がインドから買っているもの、相

変わらずダイヤモンド、海産物、大豆の油かす、そんなものが非常に多いんですね。それ

から水産物ね。 
 何を言いたいかというと、私はさっきちょっとお話があったと思いますが、自動車はつ

とに製造業としてあれですけれども、もっともっと外資を呼び込んで、中国はちょっとや

りすぎだと思うんですが、さはさりながら、日本も含めて外資を呼び込んで、そのために

はインフラが必要ですけれども、製造業をもっともっと強くする。中国は、今や世界で３

番目の貿易大国です。残念なことにインド、この面での存在、国際貿易での存在がまだま

だ少ない。やはり、製造業が弱いということがあると思います。 
 他方、ものすごく強い、伸びているのはインドのソフトのプログラミング。これはもう

鰻上りに伸びています。ところが、日本はアメリカは、これずいぶん利用しているんです
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が、日本は言葉の問題もあるのでしょうか。非常にインドのソフトの輸出の中で４～５％、

４％くらいだったかな。アメリカはもう 60％ですからね。ソフトの分野なんていうのは、
もうとても日本は及ばない優れたものを持っているようです。 
 ある総合電機メーカーは、何と毎年 100 人、若いエンジニアをインドに送って教育して
います。彼らは、ものすごく目を輝かせて帰ってくる。本当にいい勉強をした。日本の大

学では、大学の先生いらっしゃるけれども、とてもとても教えてもらえなかった実用のソ

フトをどうやって過不足なく作るか。こういうことを教えてもらった、ということを言っ

ています。ソフトというのは、これから日本はもっとあれしていいと思うんですね。 
 最後に、ですから製造に強い。あえて図式的には、製造業が非常に強い中国、ソフトに

非常に強いインド。これは私、知らなかったんですが、それ２つ合わせると本当に世界を

牛耳れる。チンディアっていうんです、それチンディアという言葉すらできている。 
 それから最後に、ＡＳＥＡＮ＋２という世界があるけれども、これも私、インドで初め

て最近知ったんですけれども、ジェイシックということに行きたい。ジェイシックという

のは何かというと、ＡＳＥＡＮ10 カ国＋３というのは日本と韓国と中国、そこへインドも
入りたい。そうするとジェイシックというのはＪＡＣＩＫ、ジャパンが一番最初に来ると

いうのは、中国はあまり愉快でないでしょうけれども、Japan 、Ａ、ＡＳＥＡＮ、Ｃ、China 、
India 、そして Korea ですね。私は、これは大いに進めたらいいと思うんですね。先ほど
の榊原さんの話を待つまでもなく。そんなふうに思っています。 
（バルガヴァ） 私は、企業のほうから来ておりますので、私の観点をお話をしたいと思

います。地理と歴史について申し上げたいと思います。 
 どこでも、利益があがるところなら出かけていくというのが、私たちです。まだ名前だ

けではなく、その地域の問題は国際的な経済の成長から考えると、適切なものだと思いま

す。 
 もう１つ申し上げたいことは、いろいろな国のバリアが下がってきています。例えば、

関税も下がっています。インドでは５％、それから最大で 12.5％です。ですから、ＡＳＥ
ＡＮと比べても非常に関税が低い。また、インドは明確な野心を持っています。それは大

きなトレーディングパートナとなりたいということですけれども、しかし売買ではなく、

作って売るということです。そして製造業をインドで生み出すことは、実際にやるべきこ

とだと思います。例えば、グローバルに製造されたものを送るということは、15％ですね。
この 10年間、ずいぶん増えてきています。 
 これは、世界がメイド・イン・インディアのブランドを求めていたからではなくて、私

たち日本から学んだんですね。80 年代、私は三菱からも、それからジュースからも、トヨ
タからも学びました。看板とか改善とか、ジェットとかいろいろなものを学びまして、わ

れわれ自身を変えたんです。われわれ自身を変えて、私たちは質の高い製品を作ることが

できました。 
 メイド・イン・インディアのブランドを大変に誇りに思っています。そして、私たちは
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大きなトレーディングパートナーとなって、輸入関税を低くしたいと思います。２国間で

も、またマルチの形でも、貿易を上げていきたいと思います。 
 谷野氏が先ほど言いました年齢のことですけれども、インドにとってはとてもよいこと

だと思います。10 億人の人たちの 65％が 35 歳以下なんですね。45％以上が 25 歳以下で
す。そして、また彼らが消費者となり、強くなり、私たちの成長をこれから支えてくれる

と思います。 
（ナラヤン） どうぞ。 
（松井） 客員教授の松井ですけれども、午前中、６人、７人、８人のスピーカーからお

聞きしまして、国際的な観点からの経済問題、安全保障ということをお聞きしたんですけ

れども、その観点から、私はロシアについて質問したいんですけれども、ロシアも依然と

して、やはり国際的な安全保障、経済問題で非常な重要な役割をしておりますし、あるい

はアメリカ以上に、アジア太平洋地域国家ではないかと思っているんですが。 
 それから、膨大な国境を持っている中国もございますし、あるいはガス、石油、それか

ら核開発問題でも依然として影響力を持てる国だと思います。このロシアを、どのように

アジア太平洋地域の課題と展望を語る時に、アメリカあるいは中国は見ておられるか、と

いうのをお聞きしたいと思います。よろしくお願いします。 
（趙） じゃあ、私のほうから答えましょう。別に中国の観点ではありません。中国を代

表してという発言はできませんので、ロシアについて申しますと、これこそまったく中国

にとって最も重要な隣国です。この２～３年間、特に戦略的なパートナーシップが中国・

ロシア間で結ばれて、いろいろな形で進んできました。両国とも合意をしまして、非常に

両国にとって必要なことは確固たるその基盤を作って、２国間関係を強化することだとい

う、将来の展望であります。 
 実際、1990年代、２国間関係というものは、いくつか後退してしまいました。また、試
練の厳しい時期もあったと思います。両国の指導層の見方においても、非常に大変な時期

がありました。しかし、新しい世紀になって、２国間はいま新しい世紀において、両国の

トップは十分、その両国間の関係協力強化の必要性を認識したために、それがベースとな

りまして、昨年両国は相互で妥協しようということになりました。つまり、国境協定合意

が取りつけられたわけであります。そして、その国境線の最後の部分に関して、最終的に

国境紛争の解決につながっていったわけであります。 
 そして経済の分野でも、中露は非常に補完的です。ロシアは、主要なエネルギー生産国

で、中国はますますエネルギー需要が高まっている国であります。ですから、両国はそこ

でいくつかの協定を、２国間協定に合意いたしまして、それをもとにパイプラインを建設

したりということになります。 
 日本の要素も入っておりますが、そしてまたいろいろな噂もあって、日本と中国が競争

してロシアに優遇してほしい、というようなことがよく報道されます。しかし、私の個人

の見解では、今年この分野こそ、関係者皆がもっと協力をする分野ではないか。競争じゃ
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なくて、協力すべき分野ではないかと思います。 
 インドの石油大臣が北京に１月にお越しになり、中国側の担当者と話をいたしました。

インドと中国の協力の可能性について、国際石油市場での協力の話が出ました。過去には

中印両国はそれぞれの入札をして、一定の種類の権利を買うとか、あるいは油田などに関

しても、あるいはアフリカ、南米などにおいても競争してきました。 
 その結果どうなったか。これは価格が増大してしまいました。そういった理由があるの

で、両国はそれを元にしていきたいわけでありまして、そしてお互いにコミュニケーショ

ンのチャネルを強化して、よりよい話をしていきたいと願っております。 
 さて、需要国側の便益も、それは大きいと思います。日中という状況でも、同じ状況が

あると思います。パイプライン問題については、それは中国、日本のどちらかだけという

ことではなく、それですとゼロサムゲームになりますから、そうじゃなくて、ロシアがレ

フリーになっていって、どちらの国がよくしてくれれば、そっちにパイプラインをあげる

とか、そういう話じゃないことにしたほうがいいと思います。これは経済の分野ですが、

やはりそういう違った見方をすべきです。 
 さて、ほかの分野で中露関係ですけれども、いま歴史の転換期にあると思います。いま

首脳も相互に訪問し合って、定期的な交流をしています。相互理解もずいぶん進みまして、

いくつかの条項、または事例において、グローバルな意味でも協力関係が出てまいりまし

た。両国は共通の利害もあります。２国間の貿易は、中国とロシアの間でこれから飛躍的

に将来伸びていくと思います。 
（グリーン） クリントン政権のほうで、戦略的な決定が下され、ロシアをアジアに引き

込もうと、できるだけ引き込んでいこう、ということになりました。つまり、ロシアに一

部グローバルな形で、冷戦終焉後に関与させるということ。そして、ロシアのグローバル

な目的を満たしてもらおうということです。これはエネルギーもそうです。例えば、北朝

鮮においても、ロシアは影響力がありますから。 
 そして、日本政府は、ちょっとそれに関して神経質になった点もあったと思いますが、

近年ブッシュ政権、そして日本政府などは、そのロシアに積極的なアジア太平洋における

関与させることの意味を、理解したと思います。2001、2002 年、2003 年の間であります
が、そういったことがあったと思います。 
 日米、両方にとりまして、失望するような時代もありました。ロシアが、必ずしも６者

協議において期待される役割をなしてこなかったからです。日本は失望されたのでしょう。

ロシアは機会をつかまなかったし、より強力な日本との関係が生かされなかった。あるい

は、日本は北方領土の問題に関しましては、切り離そうとしたんですけれども、もっとエ

ネルギー問題に協力しようとしてたんですが、ロシアはそれを受け入れなかった。そして

アメリカも失望しております。プーチン大統領が、市民の自由、民主主義などに関して打

撃を与えたということです。 
 今、少し冷静化しました。ロシアと中国が軍事演習を行ないました。ちょっと、これは
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問題があったそうですが、非常に巨大な爆撃機を使って対テロ用の演習、そしてそのよう

なことをやったにもかかわらず、必ずしもうまくいかない演習を共同でやったようですが、

しかしよきことは、中国とロシアの関係もよくなっているということはいいと思います。

世界の大国の関係が、お互いよくなることはいいことであります。 
 新しい冷戦型の同盟は出てこないでしょう。しかし、ロシア側の動きかどうもぎこちな

い。そして、また失望するようなこともあった。アメリカの多く、また日本の多くの人が

失望したことがある。しかし、これは一時的な問題だと思います。 
 ロシアは、潜在的に非常に重要な役割を担われています。北朝鮮問題もそうです。エネ

ルギー、協力においてもそうです。ロシアは、まさに枢軸的な重要な役割を担えると思い

ます。多国間協力の担うべき中心的な役割でありまして、そして地域の繁栄と平和を維持

するためにも重要な役割を担えると思います。 
 午後は、さらにこうした話を深める時間があるかと思いますので、また午後、私話す機

会をいただきたいと思います。いずれにしろ、改めてパネリストにもお礼申し上げます。

皆様方、本当に素晴らしいご意見をいただいたことを感謝申し上げます。 
 では、事務局のほうで、次の進め方を伺えますでしょうか。 
（事務局） 休憩を挟みまして、午後のセッションは２時からの開始となります。先ほど

申し上げましたけれども、こちらで昼食をおとりになる場合には、講堂の中でおとりいた

だくことは可能ですけれども、ロビーでの飲食は禁止されておりますので、よろしくお願

いいたします。 
（昼食） 
 
 
特別プレゼンテーション 
（谷野） それではお食事が済んだところで、午後のセッションを始めたいと思います。

午前中申し上げましたように、午後のセッションに移ります前に、ワシントンから参加し

ておられるマイケル・グリーンさんに 10 分から 15 分、ワシントンから見たアジアという
のか、最近のお考えになっていることをお話しいただきたいと思います。 
 先ほど来、お話が出ているから繰り返しませんが、ブッシュ大統領がインドに行かれて、

お話が出てますように、アメリカとインドの関係に、大変大きな進展があった。そのコン

テキストで午前中、お話があった原子力の平和利用、この面での米印合意というのもあり

ました。いずれにしても、経済あるいは安全保障の面で、インドとアメリカとの関係の進

展には大変目覚ましいものがあるわけでありまして、そういう関係がやはり、これからの

アジア太平洋地域にいろいろな影響を持ってくるものだと思います。 
 そういうことで、ワシントンからいらっしゃったグリーンさんにお話を伺うことにした

い。いま申し上げたトピックに留まらず、中国のことでもいいし、15分くらいですか。 
 それで特に、今日いらっしゃっているフロアの方といろいろ意見交換をしたいと言って
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おりますので、せひ活発なご議論をしていただきたいと思います。質問でも、もちろん結

構です。それではよろしくお願いします。 
（グリーン） 今日の午後のセッションの促進役としてお話をいたします。 
 私は、これから日本とインドの関係をアメリカがどう見るかということについて、お話

をしたいと思います。私は、ホワイトハウスのシニアディレクターとして、相当時間をホ

ワイトハウスでかけました。その時、私は日米のアライアンスを強化するためにも、また

インドとの新しい戦略的な関係を作るためにも行ないました。ブッシュ政権の２つの大事

なことをしたと思います。 
 サット・ドネという私の友人が、エッセイを書く努力をいたしました。数年前のことで

す。インドと日本について書くつもりでした。そして国際関係の理論によりますと、イン

ドと日本は非常に自然なパートナーだと思っていました。両方ともに、中国の台頭に構造

的な変化が必要だと思いますし、またハードとソフト、経済の面での補完性も持っている。

また、両方とも世界で大きな役割を果たしたいとしている。 
 しかし、いろいろ調査を行なうと、日本の歴史とインドの歴史を調べたところ、最終的

に彼はなぜ日本とインドの関係が、それほど大きなものにならなかったかということに考

えまして、これは文化的なことがあるのではないかということで、『スシとサモサ』という

タイトルを付けたそうです。これは、日本の寿司もサモサもまったく違う味がする。文化

の違いを表明するためのタイトルになったと思います。もはやそうではないかもしれませ

んけれども、しかしスパイスを入れることによって、新しいお料理を作ることができます。

それによって、お互いが補完関係を持つことができるのかもしれません。 
 私は戦略的なインドとの協力、これは非常にアメリカにとっても重要なものだと思いま

す。インドに対しては、アメリカは大変にポジティブな考えを持っています。日本にとっ

てもインドとの戦略的なパートナーシップはいま成長し、これも明らかになってきており

ます。 
 インドと日本が、より多いパートナーシップを立てることは、アメリカの国益にかなう

ことであります。私は仲人のような形をとりたい。お見合いをして、仲人のような立場を

アメリカはとりたいと思っています。なぜ、これがアメリカの観点から大事か、というこ

とについて申し上げたいと思います。 
 インドはもうずいぶん長い間、ポジティブな経済成長をしていました。人口構造も日本

とは違います。中国とも違います。今朝も言われました。榊原さんがおっしゃったと思い

ますが、中国とインドは逆転するであろう、これから 10年、15年の間に成長率が逆転する
かもしれない。しかし、人口構造があるが故に、インドはこれからも 10年以上は成長を続
けるであろう。これはよい機会でもありますし、また日本の利益にも関係することが行な

ってくるでしょう。原油価格から、国際的な安全保障から、国連システムに至るまでであ

ります。 
 もう１つ、日本の友人に申し上げたいことは、日本の将来とインドの将来はわりとはっ
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きりとしていると思います。中国のことはよくわかりません。朝鮮半島についてもそうで

すけれども、しかし 25年後には多宗教、そして多民族の民主主義になり、法の支配があり、
そして価値観もちゃんとしているだろう。日本の価値観とインドの価値観は、同じもので

ありましょう。そして、日本とインドは収斂していくであろうと思います。 
 アメリカから見ますと、インドの１つの例としては、ブッシュ大統領が言っていること

が示していると思います。短期ではテロに戦い、安全保障のため戦うけれども、長期的に

は理想のために戦う。特に、民主主義と理想のためであります。インドは世界第２のイス

ラム教の社会がありますけれども、アルカイダはいません。自分の将来について投票する

ことができるからです。民主国家だからです。インドはアメリカから見ますと、あるべき

姿だと思います。そして日本にとっても、これはとても重要なことだと思います。 
 15 年前だと思いますけれども、アメリカと日本が共通の価値観でもって提携を結ぶとい
ったらおかしいでしょう。1988年は、経済的にソ連よりもずっと脅威であると考えていま
した、日本の価値観があって、価値観が収斂するなんていうことは考えていませんでした。

しかし、日米の協力を考えてみますと、その役割を見ましても、この役割は民主主義とい

う価値、法の支配という価値観に基づいたものであり、これらの価値観によって国際社会

で日本は価値観を持つようになっています。 
 ＢＢＣが世論調査を行なったわけですけれども、５万人の人たちが 33カ国でどの国が積
極的な役割を果たすかと聞かれました。日本が最も高い得点を得たそうです。31 カ国の人
たちが、日本が積極的に役割を果たすといっていました。その役割は財政的な貢献から、

人、アイデアに基づいたものであるということです。 
 日本にとって、私はインドとのパートナーシップは、日本の世界の役割を立証するもの

だと思います。共通の民主主義という、また法の支配という、またガバナンスという基盤

を持っているからです。これも、アメリカの利益にもかなうことだと思います。 
 これを示してみますと、いろいろな正しい選択をする国が協力をすることは必要です。

ガバナンスとか、法の支配などを信じる国が一緒になるということは、大変ポジティブな

ことであると思います。それを、やはりぜひ発展させていきたいと考えております。 
 インドと日本は、公共財を国際システムに提供しております。そのやっぱりよい例が、

津波に対する対応です。インド洋大津波に対する対応です。ホワイトハウスでは、どうや

って早く対応したらよいかということを話していたわけですが、その時に日本、もちろん

自然の同盟国であり、またオーストラリアも能力を持って、またインド、この３カ国と協

力をしようということを考えたわけです。これらの国の協力をすることは、自然なもので

あり、そして能力に基づいています。効果的な海軍があって、この難しいバンダアチェで

あるとか、それからインド洋に派遣することができる。 
 また、民主主義があるが故に国際的な責任を果たし、公共財を提供することができるわ

けです。民主国の人たちのほうが、なぜこのためにお金を払わなきゃならないか、こうい

う国際状態に対して対応するのはなぜか、ということを説明しやすいわけです。中国や国
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連は後で入ってきました。これはよいことだと思います。しかし、インドが日本と最初か

ら、この救援活動に入ったということはとても大事なことです。 
 地理的な構造ですけれども、東アジアサミット、アメリカは入っていません。今朝も申

し上げましたけれども、いつかアメリカも入るでしょう。しかし、このような国際的な地

域的なグルーピングがあるということは必要です。 
 いろいろな課題を持っています。まったくアジェンダがなくて会議があるところもあり

ます。東アジアサミットは、どういうアジェンダなんですか。やがて持つことになるかも

しれません。 
 沢山の、このようなグループが出てきています。アメリカは、全部に入るわけにいきま

せん。上海協力機構も、アメリカは入っていません。インドと日本との間では、またすべ

てのものがデリーも東京も、それからアメリカからも、積極的な対話と戦略的な計画を持

って、これらの国際的なフォーラムで、どういうアジェンダを持つかを考えることは必要

だと思います。 
 アメリカから見ますと、日本とインドの協力を持つことによって、法の支配、ガバナン

スをアジェンダに入れることができるでしょう。東アジアサミット、その他多国間のフォ

ーラムでこれを入れることができるでしょう。日本とインド、ましてアメリカの観点から

いうと、アメリカはいませんけれども、こういう課題が取り上げられることによって、ア

メリカはカンファタブルになることができるでしょう。 
 アメリカが明示的な形で、安全保障理事会の理事国として支援しているのは、唯一日本

だけです。アメリカの大統領は、何度もそう言っています。次に来るのがインドです。国

務長官、大統領が言っていることですけれども、明示的な形ではインドに対してイエスと

言っていません。しかし、ヒントやうなずくような形でインドを是認しています。インド

は、これからもアメリカと戦略的なパートナーシップを持っていけば、アメリカが、イン

ドが安全保障理事会の理事国として入ることに対する支援があるでしょう。 
 国際的な組織だけではなく、国連という大きな組織の中でも、アメリカは積極的な関与

と関心を持つことが必要だと思います。これらはすべて、日本とインドの関係に大事です。

中国の台頭に対して、あまり脅威を感じてはいけない。これはアメリカの利益にも、日本

の利益にもかなわないことです。 
 すぐ日本とインドの関係のことを話しますと、中国に関係している人が推し進めること

が多かったわけですけれども、日印関係を動かないものにするためには、中国に押される

ということがあってはいけないと思います。日印関係が中国に及ぼす役割は、ポジティブ

なものでなければなりません。中国が正しい道を選んで、ガバナンスと法の支配とをやる

ことが必要ですが、封じ込めはいけません。封じ込め、という選択肢をとってはいけない

と思います。 
 東京で企業の人たちがよく言いますが、中国に対して投資をしています。ＧＤＰの半分

は中国に関係していると言いますけれども、しかしアメリカでもよく聞かれることですけ
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れども、中国＋１ということです。中国だけではいけないんだと。投資先としては、中国

＋１が必要だということです。インドと日本は、民主的な形をこの投資に与えることがで

きるでしょう。民間部門の投資、経済的な関係も大変重要です。日印関係を動かないもの

にするためにはです。 
 日印関係で、もう１つ私が申し上げたいことは、制度的な基盤です。経済協力の制度的

な基盤があまりにも狭すぎる。ＪＥＴＲＯもＭＥＴＩも、それから外務省も役割を持って

いますけれども、これをもっと幅広くしていくことが必要だと思います。今、非常に多く

の関心が２国間にある。 
 したがって、これを使って、より幅の広い制度的なパートナーシップを作ることが必要

だと思います。経済的に多岐多様な組織を入れていくことが必要です。商工会議所だけで

は無理です。多くの人たちが、日本の側でも頑張って、基盤を広げていくことが必要でし

ょう。また、自然なリンクが日本の技術、ハードウェアにはありますし、インドはソフト

ウェアに強いということで、インドが必要としているのはインフラの開発、日本の方は建

設会社が沢山あるわけです。 
 個人的に、私は日本の会社が、本当に大きな役割をインドの経済に果たしたかどうかわ

かりません。特に農業部門で、国内の需要を満たすことができるかどうかわかりません。

これが必ずしも、日本の企業部門で最も強いわけではありません。しかし、農業以外では

沢山のポテンシャルを、日本の企業は持っていると思います。 
 次に、核の問題に移りたいと思います。マンシン大使が大変雄弁にそのロジックを果た

されましたので、私は大変素晴らしいことをなさったとお祝いしたいと思います。列車が

出発した時に、彼はちょうどワシントンにいらっしゃいました。 
 アメリカのロジックは、明確だと思います。日本のロジックも考えていいと思います。

日本にとっては、厳しい意思決定になるでしょう。非核伝統が日本では非常に強い。です

から、これはインドとアメリカの合意でありますけれども、しかしインドは成長する。そ

してマンシンさんがおっしゃったように、インドは数十年間の間経済成長を支えるための

エネルギーが必要です。油か、それとも石炭か、環境にも価格にも問題もありますので、

原子力がいいと思います。 
 また、インドは核の不拡散のチームに入っています。核の不拡散条約というのは、必要

な条約ではありますけれども、それだけでは十分ではない。いろいろな国で、不拡散のた

めに戦っている国をチームに入れることが必要です。ですから、これをＮＰｔといって、

小文字のｔにして、条約ではないんだけれども、不拡散のために働いている国を入れるこ

とが必要です。 
 インドは、不拡散体制には入らないでしょう。条約には入らないでしょう。北朝鮮とい

う大きな脅威がある。イランも脅威がある。そういうことで、しかし小さな不拡散のチー

ムには入ることができるでしょう。 
 ＩＡＥＡですけれども、今より多くのお金と日本の原子力施設のために出されています。
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日本の政府、日本の会社はこのプロセスのエキスパートです。平和利用の原子力をＩＡＥ

Ａの査察下に置いています。ここでインドと日本は、非常に大きな役割を果たすことがで

きると思います。今、軍需と平和利用とインドは分けていかなければならないわけですか

ら、どうやって査察を受け、どういうふうにうまくいくかということを、日本がインドに

説明することができると思います。それによって、信頼性を高めることができるでしょう。 
 もう１つ、日本とインドが対話に、特に拡散防止協定に入ってもらいたいと思います。

今、デリーでは国際的にこれが合法的かという疑問があるようですけれども、日本のほう

では強い法的な国として、拡散防止協定に入っております。そういうわけで、ＰＳＩ、拡

散防止協定に入ることは、とても必要だと思います。インドが不拡散チームに入るわけで

すから、ＰＳＩについて、拡散防止システムについて、日本がインドに説明をすることが

できるでしょう。そして、これが２カ国の重要なテーマとして挙げることができるでしょ

う。 
 これは、アメリカの政策ではありませんが、イランについてです。ほとんどのイランに

対する努力は、欧州がやっています。特にイギリス、フランス、ドイツの３カ国がやって

います。イランの拡散の問題に対応するためには、日本が入るべきです。そして、インド

も入るべきです。この分野についても、信頼性をインドと国際的な拡散に対する努力に対

して高めるわけですし、それから日本がその役割を果たすという大きなチャンスだと思い

ます。そしてヨーロッパだけではない、インドも日本もイランの問題に入るのだというこ

とはとても必要です。 
 今度はパキスタンです。インドは、先ほど申し上げましたように、非常に確実な将来を

持っています。人口動態的にも、経済成長は強いでしょう。しかし私から言いますと、イ

ンドの将来の変数として、最も不安定要素はパキスタンの存在です。パキスタンそのもの

が不安定なんです。ですから、パキスタンに注目することは、とても大事なことだと思い

ます。 
 私は、ハイデラバードの近くに昨年の９月にまいりまして、そこの学校に行きました。

ペシャワールから１時間くらい運転していったところですけれども、貧しいところです。

そして、そこに車で行ったんですけれども、日本の旗が沢山立っていた。アメリカの旗も

立っていた。「日本ありがとう、アメリカありがとう」と書いてありました。50の学校が日
米が建てたんですね、初めての 50の学校です。それから、40のマドラッサーもありました。 
 子どもたちはそこに、男の子はマドラッサーに行かせています。そして宗教教育も受け

ています。その中には、過激派になるものもあります。両親が、子どもたちを過激派にな

るために送るわけではない。クリーンな水も、それから屋根もないから学校に子どもたち

を送らせて、そこで衣食住を確保しようとするわけです。でも、50 の近代的な学校がここ
にあって、コンピュータも電気もあって、教科書もあるんです。私、自分の目で見ました。

こういうことはすごいことだと思いました。 
 日本にとって、このようなよい関係を持つことは、とても大事です。そしてでき得る限



 47

りのことをやって、開発援助をすることが必要です。そうすれば、パキスタンの将来も非

常によいものになるでしょう。それが、この地域にとってベストなことだと考えておりま

す。 
 終わりにあたりまして、最初に申し上げましたことに戻りましょう。日本とインドがよ

い関係を持つことは、戦略的なパートナーシップを持つことは、アメリカにとってよいこ

とです。積極的にいって、とてもよいポジティブな結果が出ると思います。 
 アメリカとインドの関係は、でき得る限りのところまではいっていません。なぜかとい

いますと、ワシントンにとっても安全保障理事会の例の問題から抜け出すことは難しいの

です。また、インドは非同盟諸国運動に入っておりますので、投票のやり方も違いますし、

また国際組織における投票の力も違う。 
 ところが、日本とインドのパートナーシップ、対話は、これからもよい結果、成果を持

つ。しかも、グローバルな外交政策に対して持つでしょう。インドの伝統的な外交政策だ

けではなくて、国際システムのステークホルダーの役割を助けることができると思います。

インドも日本の外交政策に対して、よい影響を及ぼすでしょう。日本に対してグローバル

なベースで、価値観と規範に従った形でパートナーシップを持つことが必要です。これは、

日本の外交政策にとってとても大事なことです。 
 日本とインドは、アメリカに対しても影響を及ぼす。しかも、ポジティブな影響であり

ます。世界において、アメリカが本当に言うことに対して耳を傾けるのはイギリス、また

はオーストラリアです。しかし、この４年間、日本の発言力はとても高まってきました。

アメリカは日本に対して、アジア、北朝鮮の問題については耳を傾けるようになっていま

す。このことについて、小泉さんがおっしゃることに対しても、非常にしっかりと耳を傾

けて、ブッシュ大統領は意思決定を行なっています。アメリカの外交政策、アメリカの考

え方に影響を及ぼすこともできるのです。 
 インドと日本のパートナーシップは、アメリカの外交政策を助けて、アメリカが正しい

選択と正しい役割を、積極的な役割を東アジア、アジア、全世界で行なうことを助けるこ

とになるでしょう。ありがとうございました。 
（谷野） それでは、もう時間が来てますけれども、せっかくの機会ですから、お２人く

らいから。会場のほうから：ご質問を受けましょう。どうぞ、一番前の方。お名前と学生

さんかな。それともご職業、お名前とお仕事をおっしゃってください。 
（ナガオ） 学習院大学の大学院におきまして、博士後期課程で安全保障、国際政治につ

いて研究しておりますナガオサトルと申します。 
 質問は３点ございまして、お時間短い中、しかも学生であるということで、かなり無責

任な質問をさせていただくかと思うんですが、お時間の許す限り、短くでもかまいません

のて、よろしくお願いします。 
 まず１点目は、特にテロとの戦いということで、9.11 以降いろいろな各国間の協力が深
まっているとは思いますが、これに関しまして特にインドという国は、南アジアという地
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域自体が世界的にテロが多い地域でありまして、そのためにテロに対する戦略であるとか

戦術であるとか、対テロに関して非常に進んでいると聞いたことがございます。 
 まず、これらに関しまして、特に日本とインドの間の協力、それからアメリカも巻き込

んだ多国間の協力というものがどれくらい進展しているのか。また、これからであるとい

う部分が、どういうところにあるのかということを、まず１点目、知りたいと思います。 
 それから続けてちょっとあと２点、先にいってしまおうかと思うんですが、２点目はち

ょっと関連いたしますが、冷戦時代のアジア太平洋地域の同盟の枠組みというのは、２国

間の同盟に依存してきた。つまり、日本とアメリカの関係、それからアメリカと韓国の関

係、それからパキスタンとアメリカの関係、それぞれがそれぞれで１つの同盟関係を作っ

ていたけれども、例えば韓国と日本の関係、日本とパキスタンの関係といったようなその

つながりについては、それほど深くなってきたとは思えない部分があるかと思うんですが、

冷戦後において、特に１問目のテロとの関係もありまして、日本とインドの関係、日本と

イギリスや日本とオーストラリアの関係、これらの地域でそれぞれで同盟関係、また軍事

的な交流の関係が、むしろ深まっていく傾向があるのか。あるとすれば、それがどのよう

な状態になっていくのか。新しい同盟関係のようなものが構築されていく可能性があるの

か、ということについてお聞きしたいと思います。 
 それから３点目、ちょっと非常に長くなるんですが、申し訳ありませんが、もう１点お

願いいたします。実はこれはダイレクトに、アメリカとインドの関係だけを含まないエネ

ルギー開発に関する問題なんですが、一応今日のトピックの中で安全保障関係も全部含ま

れているということで、これからの講義の中でお答えいただければと思うのですが、エネ

ルギー開発を例えば行なう時に、ロシアが戦略としてとっていたことということで、サハ

リン沖に例えば天然ガスを開発しますと、インドと共同して行なうというふうなことを聞

いております。 
 それをすると、どういうことになるかといいますと、ロシアにとっては、やはり中国は

大事な国であるけれども、一方でやはり油断もしてはいけない国でもある。そういう点で、

非常に仲良くやっていくべきであるということで、インドを巻き込むことによって、ある

種の牽制をしててきた。外交的に牽制をしてきたんだというふうに聞いております。 
 例えば、東シナ海の天然ガス開発において、日本とインドが共同で行なう、または世界

的なエネルギー確保において、日本とインドが共同で行なうということが、もし仮に将来

起こるという可能性はあるのでしょうか、ないのでしょうか等ですね。それから、なぜな

いのかということについて、なぜあるのかということについても、できれば何か私の浅は

かな知識に少し知識をいただければと思っております。 
 以上で、質問のほうを終わらせていただきます。よろしくお願いします。 
（谷野） こうしましょう。今の話はいずれもグリーンさんがお答えになる話ではない。

日本とインドの話ですから、それは午後のセッションで適宜、関係の田中さんも来てます

から、お答えすることに。そういうことでいいですか。 
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 ただ１点だけ、テロの問題についてのインドとアメリカの協力、それがどの程度進んで

いるか。それだけお答えください。 
（グリーン） １つ申し上げたいこと、そしてこの両国の戦略的提携で 9.11 後の関係で考
えますと、当時ブッシュ州知事だったころにスピーチをされたことがあります。インドを

米国の外交政策の中心にしたい、と言ったことがあるんです。 
 つまり、戦略的な方向づけは別に９月 11日以前からあったわけであります。しかし、あ
の同時多発テロの時に、アメリカとインドの戦略文化を培うことにつながりました。つま

り、被害者、犠牲者の中に、そういった市民が入っていました。ですから、戦略的な文化

の絆は強いということであります。この分野こそ、まさに協力ができる、またあった分野

だといえましょう。 
 それからもう１つは、ますますワシントンとデリーの協力が深まった背景には、特に外

交における関係強化の中では南アジアの国々、例えばネパールのような国がいま国家とし

て破綻しかかっているんです。 
 国家が破綻するとどうなるか。その場は、テロリストがアフガニスタンのように侵入し

ます。そしてアメリカから見ますと、いろいろ議論はあります。特に９月 11日前にはあっ
て、アメリカの外交はどうするかですが、あの後に、こうした破綻国に関してはもうオプ

ションはない、関与すべきということになりました。南アジアで統治の問題、民主主義の

問題があって、ネパールがその１つの例で、いま最も問題があるといえましょう。 
 インドにとりまして、この脅威という、そして近隣国の破綻ということは、その波及、

悪影響が出てくる。テロ問題などが直接的に出てきます。ですから、それによって共通の

世界観が生まれた。インドとアメリカとの協力の必要性が出てきました。狭い意味での対

テロ対策だけではなくて、こうした国境を近隣諸国で安定性がある、問題のある国に関し

ての点でも共通項が出てきました。 
（谷野） アメリカに関してのご質問。 
（原） 三菱商事のインドの責任者を 2004年までしておりまして、現在日印協会の仕事の
お手伝いをしております原と申します。今日ご参加のアメリカ、インド、日本、そして中

国、この４つの世界の重要な国、この国が直面している大きな問題というのはエネルギー

問題だというふうに思っております。 
 当然、世界最大の石油の輸入国であるアメリカ、そして日本、そして中国、それからこ

れから恐らく中国に次いで大きな輸入国になるインド、この４つの国の抱えている大きな

課題は、これを解決する手段というのは非常に限られたものしかない。その中で、限られ

た選択の中で、現実的な選択がやはり原子力の平和利用、原子力発電だというふうに理解

しております。今度、ブッシュ大統領がインドを訪問されて、その糸口を作られたという

ことで、非常に私は大変な進歩だと思いますが、やはりご存じのとおり、日本と中国は例

えば今、南シナ海のガス田の開発でもめている。しかし、そういう問題は、インドがこれ

から経済成長とともにエネルギーの輸入が増えるということになれば、世界中で起こる問
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題だ。アメリカでも輸入がさらに拡大する。 
 こういう中で、やはり私はアメリカが本当の意味でのグローバルな立場でイニシアティ

ブをとって、中国、そしてインド、そしてエネルギー、物理的な需要はいいんですが、炭

酸ガス、京都議定書の問題等々で対応を迫られている日本、この世界の国に対して、やは

り原子力発電の平和利用、原子力発電という切り口でやはりリーダーシップをもって、こ

れから皆さんと協議を進めていくということが、私は非常に大切じゃないか。これはアメ

リカなのか、場合によっては United Nation になるかわかりませんが、そういう意味での
リーダーシップをアメリカがさらに発揮される。それから、日本もしっかりと原子力に対

して面と向かって対応していくということが必要じゃないかと思うんですが、アメリカの

お立場というのは、どういうふうに考えたらよろしいですか。 
（グリーン） １月にアメリカと日本が韓国、オーストラリア、インド、中国も含めて、

オーストラリアで会合を開きまして、クリーンエネルギーについての議論を行ないました。

このような、多角的な協力対話をエネルギー開発について行なうということが、とても重

要です。 
 インドも中国も将来を展望するに当たって、エネルギーがどこから来るかということに

関しては、心配があると思います。特に中国の友人などにおいては、長期的な投機という

ことを考えて、何とかエネルギーを確保しようとしています。いわゆる尖閣諸島におきま

して、日中の交渉が行なわれていて、その中でかなり立場を強硬にしていましたが、しか

し 21世紀におけるエネルギー市場というのは、もう今までのような形では機能しないと思
います。多角的な形での投資を行なうことが必要になってくるでしょう。 
 そういった形で財政リスクとか、技術的なリスクを軽減する必要がありますし、だから

こそ、そういったオーストラリアで開かれたような会合が、もっと頻繁に開かれてしかる

べきだと思います。 
 というのも、結局は多角的な形での投資、多国間の投資を通じてシベリアのヤクチャ油

田あるいは尖閣諸島、そういったところの開発を行なうということが経済性もあるでしょ

うし、そしてより早く実現するでしょうし、緊張も緩和されることになると思います。 
 おっしゃるとおり、リーダーシップということであれば、アメリカなどがこういった議

論を始めようということで、１月にそういった会合を呼びかけたわけですが、これからも

っと頻繁にこれが行なわれてくるでしょう。ＡＰＥＣ、東アジアサミットのようなところ

でも、そういった議論が行なわれてくるでしょう。経済の現実性というのは、いわゆるナ

ショナリズムとは離れているものであって、その結果、発展途上国においてもこういった

経済発展のために天然資源を求める、という形になっていると思います。 
（谷野） 午後のセッションの、司会進行役のナラヤンさんにマイクロホンをお渡ししま

すが、その前に午前中、もうご紹介いたしましたけれども、午後見えていますので、改め

てお名前だけを申し上げます。 
 向こうから秋山さん、海洋政策研究財団の会長でいらっしゃいます。それから、その次
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が田中均さん、前の役職は外務省の外務審議官でいらっしゃいました。それから一番こち

らが渡辺修さん、経産省の出身ですが、ＪＥＴＲＯの理事長でいらっしゃいます。それで

は。 
 
 
第２セッション「日印協力関係のさらなる深化を求めて」 
 
テーマ１：経済面での協力関係の強化                      
（ナラヤン） こちらにベリーさんがいらっしゃいます。今朝、ご紹介したとおりでござ

います。それから趙さんなどもいらっしゃると思いますが、まず午後の会議の面白い点、

特にグリーンさんがとてもいいスタートをしてくださいました。私どもは、今より大きな

枠組みから、より具体化した話に入っていく、具体論に入っていくわけであります。この

各論がさらに深まることを、午後期待しております。枠組みと背景は、今朝伺ったばかり

であります。そして具体論に入っていく中で期待をしておりますが。 
 では、もう本題に入りたいと思います。渡辺さんにお願いしたいと思います。 
（渡辺） ご紹介いただきました、ＪＥＴＲＯの渡辺でございます。それでは私のほうか

ら、簡単に現状、日本とインドの経済関係、さらには、今後の具体的な私どもの見通して

いるいくつかの動き、これをご説明申し上げたいと思います。 
 今、グリーンさんのお話にもありましたように、急速にここでインドに対する日本の関

心が高まっております。ＪＥＴＲＯの年間の投資及び貿易に対する問い合わせは４万件を

超えますけれども、2002 年にはインドは 20 番目くらいの関心でありました。ところが、
昨年はベスト 10入りをいたしました。したがって、急速に関心が増えている、強まってい
ると、こういうことだと思います。 
 それから、現在の日本のインドに投資をしている企業数でございますが、330 社くらい
ございます。しかし、そのうちの約 100 社、３分の１に相当しますが、これはこの２年半
に投資をした企業ということでございまして、これも急速にふえているということでしょ

う。その実態は、80％が自動車と石油化学関連の投資であります。また、総投資の 80％く
らいがグレーターニューデリーとバンガロールとムンバイに集中している、という特色が

あります。そして 330 社の 90％が大企業である。こういうものが現状であります。 
 私どもの、しかしながら調査、インドのこの 330 社を対象に毎年実態調査をしておりま
すけれども、2005年に行ないました調査によりますと、2005年はプロフィッタブルである、
収益を上げていると回答した方が 48％になります。したがって、ほぼ３分の１がこの２年
半に投資したということを考えますと、全体で半分くらいが収益を上げているというのは

いい数字ではないかと思います。 
 さらに向こう１～２年で工場を拡大すると、こういう回答をしたのが 90％になっており
ます。したがって、投資している企業は拡大を意図していると、こういうことだと思いま
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す。 
 この数字は、実は私どもが他の国で行なっている数字よりも大変高くなっておりまして、

2005年がプロフィッタブルであると、こういった見通しをしているのはＡＳＥＡＮ全体で
すと 28％くらいの投資企業がそう言ってますから、それよりもはるかに高くなっています
し、今後拡大するというのが 90.5ですけれども、中国が８割くらいでございますから、中
国に投資している企業よりもはるかに拡大意欲が強いと、こういうことだと思います。 
 ただ、全体の数字を申し上げますと、日本の対外投資を 100 といたしました時に、非常
に大雑把にいいますと、2003～2004年の最近の数字でいいますと、フローベースですけれ
ども、中国のシェアが８～９％になっています。それから、ほぼＡＳＥＡＮも同じくらい

の数字になっています。ところが、インドに対しては 0.3 ％という数字でございますから、
現在の状況というのは大変小さい数字になっていると、こういうことだと思います。 
 今のがフローですけれども、逆に 1951年から 2004年までの累積投資で見ますと、歴史
的にはＡＳＥＡＮへの日本の投資が非常に多うございますから、9.3 ％のシェアになってい
ます。それに対して、中国が急速にいま拡大していますが、累積では 3.4 ％であります。
インドは累積でも 0.3 ％と、こういう数字になっております。したがいまして、現状では、
先ほどグリーンさんのお話にありましたけれども、日印関係というのはまだまだ出発点、

非常に小さい関係と。しかし、この１～２年急速に伸びていると、こういうことでありま

す。 
 そんな状況の中で、昨年来小泉総理のインド訪問、その他の関係もありまして、急速な

両国の経済関係の関心の高まりを背景にいたしまして、特にインドサイドから日本の中小

企業関係の投資育成に対する強い働きかけがございます。基本的には、サービス産業はイ

ンドは非常に発展しているんですけれども、製造業分野がまだまだ弱い。そういうことで、

大規模な製造業投資をしてほしいんだけれども、そのためには裾野産業、つまりローカル

コンテンツを上げるための中小企業がないと、なかなか大企業は投資をしない。そのため

には、インドの中小企業を強くしたい。こういう強い関心があると、こういうことだと思

います。 
 今年の２月でございますけれども、ＪＥＴＲＯは中小企業を主体といたしました投資ビ

ジネスアライアンスミッション、これは経済産業省と合同で 73名から成る投資ミッション
を派遣いたしまして、約１週間余りでございますけれども、ニューデリー、バンガロール、

チェンナイ、コルカタというところにずっと回りまして、各種の投資のお話をしてまいり

ました。今日お見えのインド通の秋山さんには、ミッションの最高顧問として参加してい

ただきました。 
 一言でいいますと、ほとんど中小企業でございまして、インドに対する関心も、あるい

はビジネス経験も比較的ない人たちでございましたけれども、全員をシン首相が官邸にお

招きになりましてＱ＆Ａも含めて 45分間お話を、セッションを設けていただきまして、大
変みんな感激しておりましたし、その扱い自身がいかにインドが日本に対する投資に関心
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を持っているかと、こういうことだと思いました。 
 併せて４カ所で 330 件くらいの商談をいたしましたけれども、そのうちの３割くらいが
現在も継続をし、比較的有望な商談だということで、投資ミッションのメンバーは大変喜

んでおりました。帰ってきまして、わがＪＥＴＲＯで地方事務所を通じて、いま全員コン

タクトをしているんですけれども、そのうちの３分の１くらいの企業が改めてもう１回イ

ンドを訪問し、各種の詰めをし、ビジネスの詰めをしていきたいと言っております。その

73名のミッションの中の 14社は、ＡＳＥＡＮから来た企業でしたけれども、この企業も、
そのうちの２社くらいが投資展開を考えたい、こういうことでございました。感触は非常

に手堅い、強いものを感じたというのが、現在の状況でございます。 
 これからの日印関係の手順でございますが、５月、６月にカマルナート商工大臣がお見

えになりまして、こちらでビジネスマンも連れてまいりまして、日印関係の投資環境、そ

の他についての打ち合わせセミナーも開こうということで、われわれも盛大にそれを開く

ことになっておりますし、さらにその後、現在日本とインドではジョイントスタディグル

ープという官民共同の研究会をやっておりまして、４回くらい開いた上で、７月にそれの

リポートを出すことになっております。恐らくそこで、日本側、インド側のそれぞれの政

策、こういうふうな政策変更をすることによって、今後日印関係の緊密化が深まると、こ

ういうリポートが出るのだろうと思います。 
恐らくそれを元にして、日本とインドはＥＰＡのネゴシエーションに入ると、こういう

ことになるのではないかと思います。これは私の個人的な予測でございます。 
 まだ、不確定だとは思いますが、去年の小泉総理の訪問の返礼ということで、恐らくシ

ン首相がお見えになることが、どこか６月とか７月、そういうことがあれば、その機会に

ＥＰＡのキックオフが始まる。こういうことになるのではないかと思います。 
 さらにその後、来年の２月にはインドで大規模な展示会、トレードフェアが行われるこ

とになっております。これも日本国がそれのパートナーカントリーということになってま

すので、日本の産業界を上げて、ＪＥＴＲＯも中心にこれに参加していきたい。こういう

ことを積み上げながら、両国の関係の緊密化に入っていきたいと、こういうふうに思いま

す。 
 ただ、一言で申し上げますと、いま申し上げた投資実態の数字でございますし、さらに

インフラ、今日の話にも出ておりました、午前中の話にも出ておりましたけれども、イン

フラ、さらには貯蓄率、それから外資の入ってくるスピード及びボリューム、その３点い

ずれにおいても、現在中国とインドとは大きな差がございます。そもそも中国は、1978年
から改革開放が始まりましたけれども、インドは 91 年からでございまして、その間、10
年ないしは 13年の開きがあります。この差というのは加速度がついていますから、スピー
ドという点において、私はインドは中国よりもはるかに発展のスピードは遅い状況が続く

であろうと、こう思います。 
 先ほど申し上げましたような、新しい改革開放に対する、しかも今まで内向きであった



 54

政策が思い切ったシン首相の体制によって外資もウェルカムであって、思い切った経済成

長をして貧困を撲滅しようという、新しい政策にチャレンジしておりますから、かつまた

民主主義国家であり、若い人が沢山いるということを考えますと、2020年、2030年と、そ
ういう時点で中国と肩を並べるような、あるいはそれを凌ぐような成長になっていくので

はないかと、私はそのように見ております。 
 インドとＡＳＥＡＮとの間では、すでにＥＰＡ、Free Trade Agreementの交渉が行なわ
れておりますけれども、一連の中で、2011 年くらいにはＡＳＥＡＮとインドの自由貿易協
定が完成することになるだろうと思います。現在、ＡＳＥＡＮと中国、ＡＳＥＡＮと日本、

ＡＳＥＡＮと韓国、それぞれ交渉が行なわれておりまして、３つのＡＳＥＡＮ＋１の自由

貿易協定が、恐らく 2012年くらいまでに完成するだろうと思います。そうすると、インド
とＡＳＥＡＮも 2011年くらいに完成していると、こういうことになります。 
 日本と中国、日本と韓国、韓国と中国、これは恐らくこれからいろいろな動きが出てく

ると思いますが、私は中国がＷＴＯに加盟する時にいくつかの約束をいたしております。

それがほぼ約束事が、全部仕上がるのが2007年くらいに全部コミットメントが終わります。
例えば、自動車の関税は 25％にするとか、あるいは小売りは全部自由化するとか、そうい
う約束事がございます。これを完成するまでは、私、第１ステージと思っているんですけ

れども、それが終われば第２ステージに入ります。恐らく 2008年くらいには、ＷＴＯの交
渉いかんによりますけれども、中国のさらなる自由化を求める声が内外に大きくなってい

ると思います。 
 したがって、私は中国と日本との間で恐らく 2008年以降、自由貿易協定のさらなる自由
化をしようという、そういう話し合いに入っていくのではないかと。個人的にはそんなタ

イミングを見ておりまして、そうしますと、ＡＳＥＡＮ＋３、ＡＳＥＡＮ＋１の３つのＡ

ＳＥＡＮ＋１が 2012年くらいまでに完成します。その後、日中韓が、特にその中で一番大
きいのは日本と中国ですけれども、それが 2008 年くらいから交渉して、10 年間は頭に置
きますから、仕上がりが 2020年くらいになると思いますけれども、私は 2020年には東ア
ジア全体のＡＳＥＡＮ＋３、全部ひっくるめた東アジア自由貿易協定ができているのでは

ないか、完成しているのではないかと、こう思います。 
 その中で、ＡＳＥＡＮとインドは 2011年にＦＴＡが完成しておりますから、広い意味で
今の 2020年の東アジア自由貿易協定の中に、ＡＳＥＡＮがしっかりと組み込まれるという
時期が 2020年までには訪れるか、あるいはそれが少し遅れるかもわかりませんが、私はそ
ういう姿になってくるのではないかと、こんなふうな長期的な展望をいたしております。

ちょっと長くなりましたが、これで終わらせていただきます。 
（ナラヤン） 非常に包括的な、両国関係を言ってくださいました。そしてポジティブな

将来を書いてくださいました。昼食の時に話したんですけれども、個人の投資家はインド

市場に投資をしたいと。ミューチャルファンドとか、全部で 80億ドルがインドにこの１年
間で投資されたといっています。こういう個人の投資家は大変インドに関心を持っていま



 55

すが、しかし企業はインドに出るためには相当時間がかかる。このことをぜひ考えて、対

処していく必要があるかもしれません。 
 それでは、スマン・ベリーさんにお願いしたいと思います。国立応用経済研究所所長で

す。ＮＣＡＥＲです。10分くらいで何とかやっていただけますか。 
（ベリー） 議長ありがとうございます。まず、組織をしてくださった主催者に対し、ま

た東京へ来ることができる機会を与えてくださって、ありがとうございます。世界で大好

きな都市の１つです。 
 私自身とその組織についてお話をします。私はエコノミストです。私が働いているとこ

ろは国立応用経済研究所であり、独立した研究所であります。でも、政府のための研究を

沢山行なっておりますし、そのほかの団体のための研究も行なっております。 
 私が日本に対する関心、知識を持っていることになった理由は２つあります。デリーの

日本の大使館が私たちに対して、インドと日本の関係についての研究を委嘱されました。

そして、私はインド・日本ジョイントスタディグループ、先ほど渡辺さんがおっしゃった

ＪＳＧのノンフォーマルグループなんです。ＪＳＧの、日印共同研究会のメンバーとなっ

ております。 
 今日、２つのことについてお話をいたします。印日関係、２国間関係とインド、中国、

日本、アメリカと４カ国についての話であります。今日の討議を聞いてみますと、本当に

２部構成の発表が２つ、私の頭に入ってまいりました。２国間の関係と地域の関係という

ことですが、これは非常に緊密に関連がありますので、皆さんに混乱を起こさないように

順番に話をしていきたいと思いますが、より大きな地域的な問題を２国間の関係に反映さ

せるかもしれません。 
 まず私が話したいのは、日本とインド、それから中国、アメリカということ、４カ国で

ございますが、この４カ国の間で６つの経済連携協定があるわけです。経済だけでですよ。

インド・日本、インド・中国、インド・アメリカ合衆国、中国・日本、中国・アメリカ、

そして日本とアメリカというようなものであります。驚くべき数なんですけれども、それ

ぞれこの６つがうまくいっているわけですね。 
 例外は、インドと日本です。ですから、私自身から見ても、またジョイントスタディグ

ループとしても、先ほどの寿司、サモサのクエスチョンマークのようなものだと思います。

なぜなんでしょう。なぜうまくいかないのでしょう。 
 先ほどの、見合い結婚かもしれませんけれども、あまりにも沢山の人たちが入って、日

本はいろいろな国とデートをしながら、なぜインドと日本がうまくいかないのでしょうか

という質問が出てまいります。 
 われわれの研究の仕事を見ましても、また日印共同研究の中でも、非常にはっきりとし

た説明がないんです。文化という言葉を、先ほどグリーンさんがおっしゃいましたが、文

化が決定因子のような感じもありますが、２つの点があるかと思います。 
 何も具体的に日本とインドの関係と、それから中国とインドの関係の差別化をするよう
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なやり方の違いはないと思うんです。渡辺さんが今おっしゃいましたけれども、どうも関

心は上がっているんですけれども、もしかしたら 50年度の半ばくらいからなかなか拡大し
なかったという状況があります。 
 説明の１つとして考えられるのは、貿易また製造というのが、もともと日本でありなが

らシフトしている。日本の生産がＡＳＥＡＮに行き、中国に行き、そして２国間の貿易の

流れだったのが、もはや２国間ではなくなったということになると思います。 
 したがって、合理的な質問として考えられるのは、もしそういう状態であれば、本当に

２国間の関係は大事なのか、大事でないのかということですが、エコノミストとして私は、

それはあまり関係ないんだと。私はアメリカの政治家が、２国間の関係を大変重要にして

います。アメリカと中国の２国間の関係を持つことによって、経済的なロジックが必ずし

もあるとはいえないかもしれません。 
 そういうわけで、合理的な分析の質問としては、このバイラテラルな関係を心配するべ

きかどうかということだと思います。しかし経済と政治的な理由から見て、私の答えはイ

エスです。 
 それでちょっと時間をいただきまして、それぞれの国がグリーン博士がおっしゃったよ

うな関与の深化から何を得ることができるだろうか。もっと幅の広い形での地域のことを

考える前に、２国間で何を得ることができるか、ということについて話したいと思います。

すでに多くの方がおっしゃったので、私が最後のほうで話すのはほかの人が言ったことの

繰り返しみたいで残念なんですけれども、繰り返さざるを得ません。 
 日本にとって、なぜインドが成功しているのだろうか。あの分野で成功しているのは、

アウトソーシングとか、ＩＴで成功しているのはなぜか、という理由を問うことは大事な

ことだと思います。日本が経済活動の進出に入らなければ負けるだろうか。 
 アメリカの企業が、インドの企業の主たるクライアントであります。慈善のためにやっ

ているのではない。やはりインドに投資をすることによって、全体的な競争力だとか、そ

れから価値構造において、インドと働くことがいいことなんだということ、そしてインド

と協力することによってコスト効果もいいし、またコストを削減することもできる、そし

て競争力もある、と考えているのだと思います。2000年頃にアメリカは投資を始め、いま
質も高くなったと考えているそうです。アウトソースによって、質も高まったということ

を確認しています。 
 日本の機械を買って、また日本の技術を導入して、それによって製造業における競争力

を高める、ということが考えられますが、日本の企業は、まだインドが提供できるものを

利用していません。インドの比較優位性を使わなければ、日本は乗り遅れてしまって負け

てしまうかもしれません。これは１つの事実であり、これも共同研究グループの中で出て

きたものであります。 
 日本に対して、中国から多くのサービスが提供されています。中国の企業が沢山出して

います。中国と日本の間では、慣行がそれほど大きな問題ではないということですが、し
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かし本当にちゃんとした同じレベルのサービス、質のサービスをインドから受けているか

どうか、これを決めるのは日本の企業だと思います。 
 これも、ちょっとグリーンさんがおっしゃったことに通じることですけれども、２つ目

のこととして申し上げたいことがあります。新しい分野、サービス部門ですけれども、エ

ンターテインメント、ファッション、メディアにおいて、日本とインドはソフトパワーを

持っていると思います。２つを組み合わせることによって、日印を組み合わせると強力に

なると思います。 
 韓国が製造において、例えばポップミュージック、映画などにおいても成功してきてい

ることはわかっています。日本も、相当多くの漫画とかアニメを世界中に出しているでは

ないですか。これも今朝言いましたように、インドでは新しい傾向なのです。だからこそ、

私たちは日印関係では何か足りないんじゃないかと。インド・日本の関係をさらに強化す

るためには、何か足りないんじゃないか、という感じがいたします。 
 それではインドから見て、これはどうなのでしょうか。すでに何度も言われたのですけ

れども、インドのエコノミストは私を含めて、インドがその運命を製造ハブにならずに、

製造品の輸出をしなければ成功しないと思っています。われわれは今、非常に効率が悪い

と、いま大きな変遷の時期なのです。中国はもうそういうのに相当達成しました。 
 中国とインドは開発の経路も違います。また、ヨーロッパともまったく違う。私たちは、

もうヨーロッパのようなエンプティランドを持っておりませんでした。農業の生産性を上

げるためのものを持っていない。中国とインドは人口が多すぎます。そして彼らの生産性

を高めなければなりません。それでないと、特に農業の生産性を上げることが必要であり

ます。そういうわけで、これが 50年間、中国、インドともに開発で大きなチャレンジだっ
たのは、そういう理由でした。 
 そして、中国はＦＤＩを使って輸出モデルで成功してきました。でも、インドはまだそ

れをやっていません。でも、これが最適な形で行なうためには、日本の参加がなければ駄

目だと思っています。 
 先ほども、榊原先生とグリーンさんがおっしゃったように、人口動態が漸次低減してい

くことを示しています。中国からインドへと、労働集約型の製造もインドに移ってくるだ

ろうということを示しています。その製造ブームを生み出すものは、国際投資家、日本、

アメリカ、そして台湾からの投資家であります。彼らは、それだけの力を持っていて、そ

の活動をインドへと適切な時に海外投資の形で製造業を移してくるでしょう。だからこそ、

私たちはバイの関係から、より多くの便益を持ちたいのですけれども、しかし今のところ

は、うまくいっていないのはとても残念なことです。 
  なぜ、これが地域の、グローバル化に問題があるかということなんですが、私たちは

ＥＵの例から学ぶべきだと思います。刺激されるべきだと思います。効率的な形で特化を

する、イノベーションをするということで、しかも財政的には安定した形でやってきまし

た。われわれすべてが、あまりにも簡単に５％、７％、６％、10％、成長ができるんだと
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言うんですけれども、しかし 20世紀の経験から言いますと、必ずしも言うだけではできま
せん。やはり財政的な危機があったり、つまずくことは多く起こるわけです。 
 国がつまずいたりして問題を起こすわけですが、ヨーロッパがこれだけ成長したのは、

すごいと思います。これはドイツが、全体的な枠組みを持って、すべてのヨーロッパ大陸

の開発を行なうような寛容性を持ったということは、すごいことだと思います。40年と 50
年はスペイン、アイルランド、ギリシャ、スペインなどは、まだ途上国だったわけです。

ヨーロッパの途上国だったわけです。 
 ところがインドから見ましても、１つの機構づくりに参加をして、安定性を持って先進

国として台頭していくためには、そのような枠組みが必要なんだ、ということを申し上げ

ておきたいと思います。 
 最後に申し上げたいことですが、雁行形態がアジア地域で大変成功したのは、ＭＦＡデ

ィシプリンということです。Most Favored Nationという形で、最恵国待遇ということで、
差別のない形での取り扱いがあったが故に、雁行形態が成功したのだと思います。やはり、

このような形態をとっておくことは、大事なことだと思います。 
 インドがようやく、どういう重要性をこの地域で持っているかを認識し始めている時な

んてす。だから協力をするということ、例えばＷＴＯで協力をするということは、大変重

要だと思います。これは日本にとっても、インドにとっても、重要なことでありましょう。 
 ですが、もっとローカルなレベルに下りてきますと、緊急を要するわけです。この前で

したか、今、日本がＦＴＡやＥＰＡを早く持ちたいと、韓国などに追い抜かれては困ると

いうふうに考えているように思いますが、しかし東アジア及び東南アジアの開発モデル、

そしてその持続可能性があったのは効率性があったからだと思います。差別のない形で行

なわれた。そして、Most Favored Nationというやり方でやってきたからだと思います。 
 ですから、もう１度このような条件を生み出す。例えば、ＥＵだとか最恵国待遇、ＭＦ

Ｎの条件を作るということが必要だと思います。そして効率的な開発の経路を踏襲するこ

とができるようにするべきであって、非効率な保護的なやり方ではいけないと思います。 
 こういう英語は昔も見たから、もうこれではうまくいかないんだ、ということを認識す

ることが必要でありましょう。 
（ナラヤン） とても洞察深い分析をいただきました。まさに、こうした関係をさらに前

進させる機会、必要性ということが指摘されました。そして、中国の観点をいま伺ういい

機会が来たと思います。経済協力に関して、中国はどう見ているか、ということをお願い

したいと思います。 
（趙） 私が唯一中国人のパネリストでございますので、私、２つの異なるテーマについ

て、私からご紹介しましょう。しかし、私の研究テーマの専門分野じゃないんですが、中

国の観点をご披露したいと思います。いずれにいたしましても、この機会を感謝いたしま

す。 
 今日の午後は、中国がアジア太平洋をどう見ているか。特にこの協力関係について、お
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話をしたいと思います。 
 第１点、課題、チャレンジ。中国が脅威である、という誤解があるということです。中

国は急速に成長しております。しかし、これは開放政策の結果であります。それによって、

すべての世界の関係者に便益と競争をもたらしました。 
 アジア太平洋地域に関しましては、２つの主要な指標かあるかと思います。その１つは

中国のこの地域における貿易は、この総量の中の大きな部分を占めるようになりました。 
 もう１つは、中国は、これからますます貿易紛争の台頭に従って、妥協を示すようにな

るでしょう。しかしながら、これは単にそれをマッチアップする現象ではありません。つ

まり、貿易紛争などが起こる原因、中国と西洋との間ですけれども、その時実際は中国の

貿易はむしろアジア太平洋のほうにもっと行っている、ということを認識する必要があり

ます。しかし中国脅威論といったものは、どうも西洋で生まれるようです。 
 さて、中国は自らの立場の弁護として、これは先進世界がアンフェアであるということ

で批判しています。中国はどうも、アジアの近隣諸国のほうに妥協的な態度をとるという

ふうに、西洋には見えるのでしょう。 
 一方、日本・中国との貿易をブームを築けています。例えば、昨年は 1890億ドルになり
ました。政治関係は悪化しましたけれども、貿易は増大したんです。そこで日本の小泉首

相、そしてそのほかの高官などが経済の点で繰り返しおっしゃっていたように、経済の点

では、中国というのは脅威とみなすべきではないし、そうではないということです。 
 これは、インドの指導者もおっしゃっています。これは、中印貿易の急速な成長でも示

されています。中国はすでに、インドにとって第２の最大貿易相手国となりました。そし

て近々、アメリカを上回ることが期待されます。 
 そして１つのコンセンサスがあるようなんですが、中国というのは国際制度の中のステ

ークホルダーである。これはアメリカの論点ですけれども。そして、またアジア太平洋に

おいて、中国はまさに第１の重要な経済のステークホルダーである、という考え方であり

ますから、これほど重要だという重要性は今後増し続けるでありましょう。もちろん、こ

の修辞論として、ほかのところで中国が脅威であるという言い方は続くかもしれません。 
 さて、第２の課題という問題。これは枠組みとなる制度がどうかという問題です。いく

つかの地域の制度、組織はアジア太平洋地域で生まれてきました。ＡＰＥＣもその１つ、

東アジアサミットもできました。また最近の進展といたしまして、ＳＡＡＲＣもあります。

南アジア地域協力連合も含めていいでしょう。 
 しかし地域の経済は、２国間のＦＴＡ交渉でいま忙しくしています。明らかに国が違え

ば違った優先順位があります。そして並行して、このように進展がある。つまり、ＦＴＡ

を２国間で進めるということと、地域の制度づくりが進むということ、両方が進むという

ことを見ていきますと、アジア太平洋の経済発展において、単一の決定的な役割をなす制

度とかメカニズムがない、ということを示していると思います。 
 この問題というのは、むしろ地域の大国にとっては何かそのような組織、制度が必要か



 60

どうかということであります。地域の経済の枠組みの中で、こんな役割を担う、そのよう

な機構が必要かどうかであります。もちろん、アジアに排他的に集中すべきか、それとも

アジア以外の人ももっと含めるべきかという話も出てきます。さまざまなことが、いろい

ろな慣行が出てきています。しかし、まだその中で、ポジティブな成果を見てはおりませ

ん。 
 東アジアサミットが、１つの明確な例でありますけれども、より多くのメンバーをアジ

ア域外から入れようとしていますし、私は個人的にオーストラリアとかニュージーランド

が本当にそこにアジアの国と見なすべきかということは、私、個人的にはわかりません。

そのような地域の制度に、彼らを含めるべきか否かですが、東アジアサミットの成果を見

ますと、まだおしゃべりの場ということで、実態のある組織ではないような気がいたしま

す。経済協力を、具体的に統合などを進める場にまだなっていないと思います。 
 何度も何度も、この話は出てくるでしょう。アジアは、本当にこのような組織が必要か

どうか。もしそうだとしますと、何かアジアの国々だけを入れるべきなのか。つまり、排

他的になるのか。あるいは、もっと包含的でアジア域外の人もいれるべきかという話も出

てきますが、これは深刻な重大な課題であります。そこで何らかの、政治的な意味合いも

持ってくるからであります。 
 なぜこのような種類の、決定的な単一のアジアの制度が必要かという理由はあります。

つまり、このようなメカニズムなしには、そしてこのような決定的な強力なアジアとして

は機構がないと、非常に難しい。アジア諸国にとりまして、コンセンサスづくりが難しい

状況にあります。つまり、ほかの世界の大国とグローバルな点で話し合うのが難しいから

です。 
 さて第３の課題、これは政治不信の問題であります。この政治不信は、まだ残留してき

ます。このアジア地域で、残っているというわけです。これは歴史的な遺産もある。そし

て地勢学的な理由もあり、政治不信というものが、アジアのこの仕組み、構造の中でずっ

と残ってきました。多くの地域の２国間関係はあります。そして、その中で政治不信とい

うものが経済にも影響しています。 
 この点で中国、日本、インド、そして米国の協力の策を話すに当たり、この問題はより

卓越して影響してきます。今、グリーンさんのほうから話もありましたとおり、インドの

将来はとても重要である。民主主義であるし、発達が、発展が見られて、ある意味で中心

国のような形で今世紀半ばには大国になるだろうと言っておりますが、一方思い出します

に、最近のＱＤＲを見ますと、インドは中国とロシアと同じように、その中でペンタゴン

にリストアップされている国である。つまり、戦略的な岐路にある国、というふうに国防

総省は見なしている。そうすると、インドの将来がグリーンさんがおっしゃったように、

予測可能な国であるとしますと、その意味はどうなるのか。戦略的な岐路というのは、ホ

ワイトハウスはどういう意味でそれをおもっているのか、その辺りがよくわかりません。

そこで、これはどうもぜひグリーンさんに聞いてみたいと思います。 
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 いずれにしろ、政治不信が存在するということ。これは、すべてのアジアの大国が直面

する問題で、どう互いに扱ったらいいか、という対応の問題があります。また、関与すべ

きか、させるべきか、あるいは封じ込めかという議論がありますが、しかし必ずしもこれ

は米中関係だけに限られた議論ではありません。 
 中国は、例えば平和的に台頭することを正当化しますけれども、ここでは話がどうも安

全保障に簡略化される。そして、国際社会における中国の行動という話に移ります。しか

し、真の中国から見る駆動力は、これは経済的な願望であるわけで、それが国内の中国内

需を満たすための駆動力ということです。この点が、なかなか理解されていない。外部の

世界では理解されていないと思います。 
 中国は、いろいろなことをやりまして、急速な発展の疑問を、問題点を削除してきまし

た。そして、経済的な合理的な論点をもとにやってきました。しかし、政治的な不信がこ

の地域にあるということ、これはしかしイデオロギーである、政治制度の問題であるとい

う話になりますと、中国の論点の説得力が失われてきます。 
 中国から見ますと、中国はグローバルな経済成長に貢献したんだと考えています。です

から、まさに世界の安定と協力に促進しているんだと考えるんです。そういった点からい

いますと、中国が期待しているのは経済関係を、世界のすべての大国と改善したいという

ことです。政治関係がいいか悪いかにかかわらず、経済関係をよくしたいんです。 
 中国の考えでは、政治不信の議論ということが、このあまりにも経済関係に影響をもた

らしたり、損なってはならないということです。このアプローチは、実際主要な国々との

経済関係においてはうまくいってきたようです。日本ともアメリカともそうですし、特に

インドとの関係もうまくいきつつあるようです。 
 今度は経済ということです。経済関係について考えますと、このような政治不信の話は

少し横に置いて、経済関係をよくしようということをやっておりますので、これは相互に

利益をもたらすようなアプローチとして、将来も続くことを期待します。 
 さて、最後に中日、インド、日本、アメリカがアジア太平洋において協力を強化するた

めの可能性の対策についてであります。まず、政治志向に関しての透明性が、もっと必要

です。多くのアジア太平洋の国々は、２国間のＦＴＡの交渉などで忙しくしてまいりまし

た。これは地域協力にとっては、それほど悪いことではありませんけれども、透明性の欠

落ということによって疑問が、疑念が関係者間に生まれるでしょう。 
 さらにアメリカは、排他的なアジアのメカニズムとか、あるいは制度といったものは嫌

がります。例えば、アメリカ経済が地域に占める重要性を考えますと、やはり絶対必要な

のはアジアの主要国が、もっとアメリカとの理解をよくすることであります。その後で、

真剣にこうしたテーマを話していくべきでしょう。 
 それから、東アジアサミットのプロセスを見てまいりますと、強力なアジアの組織とい

ったものは、必ずしもアメリカの利害を損なうものではないということであります。しか

し、アメリカが異議を唱えていますと、やはりこのような組織の可能性も損なうことにな
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るでしょう。 
 第２点ですが、妥協が必要だということです。関係者間の妥協が必要です。日米は２先

進経済大国、そしてインドと中国は、２つの最大の途上国経済であります。そうなります

と、この４つの大国がこの地域、あるいはグローバルなレベルでの共通利害があるという

ことは当たり前のことでありまして、経済協力を語るべきであります。 
 中国とインドが台頭している中で、彼らの比較優位といったものはさらに高まるでしょ

う。そして両者間の、グローバル市場における競争も高まる。そして摩擦も増える。そし

てまたアメリカや日本との摩擦も増えるでしょう。２国間レベルでのこのような矛盾が、

さらに障壁につながる。また、グローバルなレベルでは、多国的な機関においての論争も

増えると思います。もうすでに、ＷＴＯでそのような論争が見られます。 
 ４大国は、非常に今日の世界の代表的な存在ですから、やはり何か彼らの間でのメカニ

ズムづくりが必要かもしれません。そして協議をし、妥協する。例えば貿易収支、相互投

資、あるいは知財の保護、あるいは市場アクセスなどについて話す場づくりが必要かもし

れません。 
 最後になりますけれども、いろいろな関係者がもっと努力をして、そして釣り合った状

況を作る必要があります。経済交流に関しまして、貿易とか投資などを４カ国間で考えま

すと、今いろいろな方々がおっしゃいましたように、４カ国の間で見ますと、インドは比

較的弱い立場にまだあります。インドは、今や国内でコンセンサスを作り、もっと経済を

開放しようと決めました。また、この成長の確固たる基盤も獲得しておりますから、いま

中国、日本、アメリカにとって、この投資や貿易の経済関係を強化する可能性は開けたと

思います。 
 実際、中国とインドとの貿易は、すでに２国間の貿易が急速に伸びている。これは毎年

50％以上伸びてきています。昨年、中国の温家宝首相がニューデリーに行った時に、両者
で一連の協定に合意、調印しました。その焦点の１つでありますが、それは貿易関係の改

善、そして投資保護でありました。ここで２国間の貿易が、これから大きく継続して伸び

ることが期待されます。そういった点で、中国はインドを歓迎いたします。 
 もっと、アジア太平洋に参加をということであります。そして中国としては、もっとイ

ンドと、この地域の他国との間の経済協力が増えることを期待いたします。もちろん、中

国とインドの経済は、競争的な性格はありますけれども、中国としては強力で繁栄したイ

ンドがあれば、この地域の安定化に資するし、そうすれば中国やほかの国に対しまして、

さらなる開発の機会を与えると考えるからです。 
 今、日本はインドにさらに注目するようになりました。これは中国から見てもいいニュ

ースであります。実際、すべての先進国はインドの着実な、そして急速な成長といったも

の、そのインドの潜在的可能性に注目しているからです。 
 この状況によって、地域統合のペースを早めることにつながるし、アジアの全体の経済

地位を上げることにもつながるでしょう。そしてよりバランスのとれた、主要国間のグロ
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ーバルなコンテキストでの発展が望めるでしょう。 
 一方、インド＋中国が台頭するということで、途上国と先進国間の関係がさらに複雑化

するでありましょう。それによりまして、４大国間の協議、交渉のための新しいメカニズ

ムづくりの重要性が、さらに高まると思います。ご清聴ありがとうございました。 
（ナラヤン） 政治と経済が複雑に絡まっているという中で、その中で日本とアメリカが

最大経済国である。そして一方、中国、インドというのがいま台頭している発展途上国で

あるということで、そういったことがあるからこそ、お互いに協力し成長していく必要が

あるのですが、そういう考えがある一方で、一方２国間ベースでの合意、協定を各国が追

求しておりますが、そういった２国ベースでの協定を沢山結んでいきますと、100 カ国と
の間でそういった協定が乱立するということになります。 
 ＮＡＦＴＡとか、あるいはＥＵとかいった貿易圏、やがてはアジアの貿易圏というもの

も出てくる。そういう中においては、そのブロック、経済圏ごとに特に最も成長が急であ

るようなところにおいて、どういった扱いをしていくか。 
 貿易が急速に進んでいるようなところにおいて、例えばグリーンさんがおっしゃいまし

ように、ＡＳＥＡＮの各国間を流れ、やがて最終的には中国へ行き、そしてまた再循環と

いう流れを考えるということになれば、２国ベースよりも地域ベースでの合意のほうが妥

当ではないかということをおっしゃいました。そうなると、貿易のロジックがこれから進

んでいくものになるのであろう。あるいは、経済の論理ということが先に進むべきであろ

うということでした。 
 政治とか貿易というよりも、経済という議論ということでしたが、あまり時間はないの

ですが、パネリストの間で何か追加的なコメントはあるでしょうか。もうすでにおっしゃ

ったことに関連して、何か発言したいとか、どなたかいらっしゃいますか。どうぞ、コー

エンさん。 
（コーエン） 素晴らしい説明をいただきました。インド経済の発展ということに関して、

すべてそのとおりだと思いました。インド経済というのが、物理的に変わっているという

だけではなく、インドの姿勢もまた成長とか国際投資、そしてパートナーシップに関して

も変わってきたと思います。 
 忘れてはならないのは、インドは中国同様貧しい人たちが大変に大勢いるということで

す。貧困層の人口が多い。そうなりますと、この成長によって彼らはメリットを享受でき

るけれども、全員というわけではない。中流階級ほど、そのメリットを享受できない人が

沢山いるということを忘れてはなりません。民主主義国家であるということは、インドの

政治家というのは、多くの有権者の票を考えなければなりません。 
 確かに、いま伺ったことは全部そのとおりだと思いました。インドの経済成長率に関連

して、民主主義税というようなものが出てくるのかもしれない。つまり、政治家や官僚と

いうのが世論に対して、その再選を求めて世論に敏感になるというようなこと。そうなる

と、政治によってその非効率性ということはできないけれども、この 10年間においてさま
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ざまな障壁が崩れさってきた中において、必ずやインドにおける変化の速度はますます加

速化していくだろうと考えられます。しかし、それとともに、どういうことになってくる

のかということを考えなければなりません。90 年以来の変化、ということを忘れてはなり
ません。 
（ベリー） ベリーです。２つ申し上げたいことがあるんですが、お互い関連していると

思います。 
 １つは、インフラがインドにおいて整備されていないということ、そして改革が遅かっ

たということ。それから不均等、不平等が存在しているということ。これは午前中にも出

てきましたし、午後にも一部出てきたことですが、まず具体的な証拠というものはないと

いうことを申し上げたいと思います。つまり、インドの成長の過程、プロセスが所得配分

を悪化させている、というような証拠はないと思います。 
 マキャベリ的な考えとして、成長がなかなか自分のところに到達しないということで、

だんだん忍耐、辛抱が切れてくる。そうなると不平等に対しての反応、反対というものが

出てくるということ。 
 それから２つ目として、インフラの欠如ということですが、確かにそれは今日そういう

状況にあるということは否めません。ただ忘れてはならないのは、多くのインフラ投資と

いうのが中国において行なわれた。これは比較的最近のことです。今や中国は１人当たり

の国民所得はインドの倍です。また、貯蓄率もずっと高い。ちょっと高すぎるくらいです。

ですから、午前中指摘された点、どなたか忘れてましたが、多分谷野大使がおっしゃった

のではないかと思いますが、重要な点だと思います。 
 インドとしては、もっと官民のパートナーシップのモデル、単なるパートナーシップに

留まりませんが、ともかくインフラ関連についての官民の協力ということに対してはとて

も関心がある。これは大変大きな勇気のあることだと思います。 
 というのも、果たしてそれが、どのくらい簡単にできるかどうかはわからない中におい

て、ある意味でそういったコミットメント、民間主導型のモデルということなのだと思い

ます。 
 サラ・カナン、これはヤシャン・ハンとともにハーバードビジネススクールにいる人で

本を書いた人ですが、マッキンゼー・コーダルに関しまして、インド、中国、この 10年を
振り返ってみると、全体として次のようにいえるのではないかと言っています。 
 中国は、大成功を収めた。つまり、経済の介入をうまくやった。しかし、介入的なアプ

ローチだった。インドは、どうやろうかとしているかというと、恐らくこれは大変な高い

目標なのかもしれませんが、むしろ国が経済の管理ということからは、できるだけ手を引

くという考え方でした。そうすると、短期的には利益の配当というのは小さいかもしれな

いけれども、長期的に見たら楽観できるのではないかということです。 
 もう１つだけ、言いたいことがあるんですが、79年対 91年という形で改革のスタートを
比較するのはフェアでありません。中国に関するＯＥＣＤのリポートを見ますと、91 年に
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中国は、それほど 91年のインドと経済状態は変わっていなかったということがいわれてい
ます。むしろ天安門事件以降、97 年以降の状況など、大変蛮勇を奮って趙先生がおっしゃ
いましたように、いろいろな措置をとった。そしてＷＴＯに加盟した。貿易の自由化に踏

み切った。これは、かなり純粋な形で行なおうとした。これは日本と中国、双方からイン

ドとしても学ぶべきことではないかと思います。つまり、日本の 60 年代、中国の 90 年代
からインドは大いに学び得ると思います。 
（ナラヤン） パネリストの間で、これ以上意見がないようでしたら、聴衆の皆様、いか

がでしょうか。何かご質問、コメント、ありませんか。どなたか発言をしたいという方は

いらっしゃいませんか。どうぞ。 
（質問） 渡辺さんに伺いたいと思います。私は早稲田大学の客員研究員です。インド、

中国の関係などに関して、博士号の研究を行なっているんですが、インド、日本の政治経

済の関係に関心があるということから、私のリサーチという観点からもとても関心の高い

セミナーでした。 
 渡辺さんがさっきおっしゃっていたことで、インドと日本の経済協力ということについ

ておっしゃいましたが、どういった分野での経済協力がさらに成功するでしょうか。長年

にわたって、農業関連の補助金などを見てみますと、これに関しては両国においては違っ

たアプローチをとってきたという中において、この農業補助金の問題を両国はどうやって

解決できるのでしょうか。 
（渡辺） まず、インドと日本との関係でありますけれども、論点の１つは、私はこれか

らのスタディグループの答申に基づいたＥＰＡの交渉の中で、具体的な協力の項目が話し

合われていくんじゃないかと、こう思っています。それで大きくいうと、私はインドのや

っぱりＩＴ関係の雇用というのは、わずか４％台くらいですから、基本的には製造業がこ

れから伸びていかなければいけないだろう。そのためには、私はやっぱり中小企業が強く

なっていかなきゃいけないので、そこの分野に対する私はインド政府の中小企業施策と、

それから日本の投資による、あるいは技術移転による裾野産業の強化と、こういうものが

ベースになって初めてインドに大きなセットメーカーというのでしょうか。投資が入って

製造業が成長していく。こういう図式にならなきゃいかんのだろうと思います。これが１

つ。 
 もう１つは、貧困撲滅及び農村の開放経済改革という意味で、今ルーラルポリシーが非

常にシン首相の下で行なわれていますけれども、これは大変重要なことであって、その過

程で農村の工業化、ハンディクラフトとか、アグリビジネスとか、食品加工とか、そうい

う分野が、これからしっかりと手当てされなきゃいけないと思うし、それはインド政府の

施策そのものの重点が、そこに移らなきゃいけないと思うんですけれども。それと併せて、

われわれはその技術指導のために、そういうレベルアップのために、例えばわれわれがタ

イで行なったような１村１品運動、彼らのハンディクラフトのレベルアップのために、こ

れは独り立ちしましたけれども、そういう協力といったようなものも、日本の産業界が十



 66

分できる余地があるんじゃないかなと。 
 つまり、製造業を高めるための中小企業、裾野産業の支援、それから農業部門、農村部

門の貧困撲滅と近代化、その分野での支援と、こういう２つが大きなポイントになるので

はないかと、私はそんなふうに思っています。 
（ナラヤン） 農業補助金の問題は、しかしこれからも続くのではないでしょうか。貿易

交渉の中でも、しばらくはこの問題は残ると思いますが。 
（コミゾ） －－省のコミゾと申します。原子力のはやしをやっておりますが、今日の質

問はいま話題になっている、これからのインドの製造業という観点から、農村における、

また中小企業の開発が大事であるということについて、中国の趙先生に伺いたいんですけ

れども、中国の場合には、まさに農村における重工業が非常に当初から発達したというこ

とで、一方で環境問題を考えた時に、現在恐らく大企業その他は相当手をつけていますけ

れども、これからの非常に重要な環境問題は、まさに農村における重工業の環境問題の対

策が非常に大きな問題だと思いますが、そういう経験を踏まえて、インドの中小企業の開

発の中で環境問題、サステイナビリティを達成する意味でアドバイスがあればお聞かせ願

いたいと思います。 
（趙） 私、そういった問題の専門家ではないんですけれども、知っている限りお答えい

たしますと、おっしゃるとおりです。この 20 年 30 年、都市部から農村部へと重工業の重
点が移った結果、確かに公害が起こりました。重工業が都市部にあったとしても公害問題

はあるわけで、どこで発生しているかというのは違いであるわけですが、それが中国にと

っての重大な課題でありました。 
 どうやって、この環境汚染の問題全般に取り組むか。それはただ単に農村で発生してい

るからだということではない。農村だから重要じゃない、都市部のほうが重要だというよ

うなことでは意味がありません。 
 やはり政府の責任として、取り組んでいかなければいけない問題であるわけですが、中

国政府としては、この環境問題にますます注目しております。そして、ますます国際協力

をそういった面で得ようとしております。 
 日中両国におきましては、この点に関して意思の疎通を緊密にしています。また日本か

らＯＤＡがまだ中国に提供されておりますが、そのかなりの部分が環境保護のために使わ

れています。それでも中国は、まだ発展途上国であるということで、まだまだ道のりは遠

いと考えております。 
 こういった過ちをすべて是正するには、まだ時間がかかるでしょう。そしてこういった

誤った状態というのは、これからも続くし、国全体としては大きな問題であり続けると思

いますが、国民もメディアも十分この環境汚染という重大な問題については認識していま

す。 
 ですから、この１～２年の間に胡錦濤主席の下で、新しいスローガンが出てきました。

これは科学的な発展のほうが、ずっと重要だというようなものです。単にＧＤＰを拡大す
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るのではない。そして人と社会の調和のほうが、ずっと重要だというスローガンです。こ

ういった新しい政策、そしてイデオロギーの変化が与党側、政府の側においてあるという

こと、さらには一方で、より厳格な措置によって環境保護を図ろうとしているというのは、

これはすべての企業にとっての重大な問題だからです。 
 今、中国においては、民間企業が急速に台頭しています。そして今や、国の経済でも大

きな役割を果たすに至っています。そうなりますと、関連する規制は環境保護ということ

に関しては、実施もかなり難しくなっているのです。民間企業がシェアを増やしているか

らです。しかも中小企業が多いからです。 
 そういう意味で、この環境保護、汚染の問題というのは、ただ単に重工業に留まらず、

こういった中小企業、そしてそこらじゅうで活動を展開しているすべての企業の問題だと

考えています。以上です。 
（ベリー） 次のようなことを、申し上げておきたいと思います。確かに環境問題に対す

る懸念が１人当たりの所得が低くて、だんだんそれが上がっていくにつれて、問題が出て

くると思います。ビクトリア朝でも、今の日本の場合、そして日本の場合のほうはもっと

高かったんじゃないんですか、今日の日本よりも。ですから、簡単な答えは出てこないと

思います。やっぱり、トレードオフがあるとはいわれていますね。 
 環境と成長の間に、トレードオフがあるといわれていますけれども、もう１つの点は、

最終的にはインドがたびたび言っておりますように、公的な政策の中でも言っております

ように、環境問題に対しても、きちんと手当てをしなければならないと。富の創出だけで

はなくて、環境の旗を価格政策を決めるために誤った使い方をしてはいけない。しかし、

強制的な執行よりも価格形成策のほうがいと思います。 
 世界全体が今、環境に対して意識を持つようになり、技術を高めて、この問題に対応し

てこようとしております。したがって、中国、インド、両方とも、まず開放政策を持つ。

そして、また技術に対してアクセスを持つということで、とてもありがたいと思います。

環境と成長と両方とも両立することができるように、先ほどの中国の核の平和利用と同じ

ような形で対応していくことができればいいと思っています。 
（ナラヤン） そろそろ時間がなくなりましたので、パネリストの先生方に心からお礼申

し上げます。大変によい発表をしてくださり、そして意見を出してくださってありがとう

ございました。環境と安全保障の問題、これは今日のディスカッションでまだまだ討議を

していただきたいと思います。まだ十分な討議が行なわれておりません。しかし１日のセ

ミナーでは、すべての問題を全部取り上げることはほとんど不可能でございましょう。 
 それでは、このパネルの私の司会を終えまして、谷野大使のほうにマイクをお渡しいた

します。今日のテーマ２「政治・安全保障面での協力関係の強化」に入っていただきたい

と思います。 
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【テーマ２：政治・安全保障面での協力関係の強化】 
（谷野） 20 分遅れでスタートでありますが、これが最後のセッションですから、もう少
しお付き合いいただきたいと思います。 
 今、お話があったように、前半が経済面での協力関係をどうするか。これからのお話は、

政治・安全保障面での協力の強化ということです。４人の方にお話を伺いますが、さっき

の学生さんのナガオさん、１つはあなたのご質問は、テロの問題での日印関係、協力関係

でしたね。それからもう１つは、東シナ海の海底の資源について、インドも参画した協力

の展開ができないか。それから２番目は、日米同盟はいいけれども、ほかの例えば日印同

盟ということは考えられないか。これは同盟をどう考えるかということで、そういうこと

でしたね。 
 じゃあ、そんなことも頭に入れながら、特に秋山さんは海賊退治に非常に関心があると

思います。後の話は田中さんのほうで拾ってください。 
 それでは、秋山さんからお願いします。 
（秋山） 私からは、時間の関係もありますんで、海賊というよりも海上、海洋安全保障

ということでお話ししたいと思います。 
 今、議論しておりました経済問題ですね。そのバックにあるのは、実はおびただしい海

上物流であります。2003年で世界の海上貨物は 65億トン。したがいまして、現在約 70億
トンに近づいていると思います。国連統計によりますと、そのうちの 40％がアジアです。
運ばれる貨物の種類で見ますと、同じく 40％が石油とＬＮＧです。それだけのものが今、
海上を動いて、そして世界の経済の発展に寄与している。 
 日本は、アジアの北東の一翼にあります。インドはアジアの南西の一翼にあります。説

明を要しないと思いますが、この間のシーレーンあるいは Sea Line's of Communications
は大変重要、両国にとって大変重要であります。 
 この点について、ちょっと私が付け加えたいのは、ＳＬＯＣｓといいますけれども、Sea 
Line's of Communications、むしろ Consolidated Web of Communications、ＣＯＷＯＣと
最近いいますが、いくつかの重複ポイントがあるわけですね。これはマラッカ海峡だけで

はありません。アンダマン海域、あるいはインドの南側、あるいはホルムズ海峡、インド

シナ周辺の海域、もういろいろなところに船が集まる、そういう海域があるわけです。 
 さらに付け加えなければいけないのは、ハブポートですね、シーポート。ここに大量の

船が集まってくるわけですね。こういうところを、いかにわれわれはその安全を守るか。

そういうことが、極めて重要だと思うわけであります。 
 時間の関係もありますので、脅威について簡単に触れますが、海賊の問題は確かに深刻

です。ただ、もうその問題はスキップいたしまして、大変深刻なのは海賊と海上テロリス

ト、あるいはテロリストの結合だと思います。 
 最近、タグボートがかなり海賊に取られています。海賊に取られるタグボートがかなり

増えています。一部は、建設作業のために売られているようですけれども、一部がテロリ
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ストの手に渡っている、というふうにいわれています。タグボートを使ったテロ、これは

恐るべきテロが予想されるわけであります。 
 仮に、マラッカ海峡にＬＮＧ船がテロでやられて沈んだ場合に、これは経済的な影響も

さることながら、環境問題が深刻です。もうホルムズ海峡が、何らかの理由で封鎖される

と、どういうことになるでしょうか。 
 これらに対する対応というのは、私は端的にいって国際協力しかない。それぞれの国が、

自分の国のシーレーンを全部守るなんていうことはできません。国際協力には、バイラテ

ラル、マルチラテラル、あるいは国際機関、異論はあるかもしれませんけれども、スーパ

ーパワーのアメリカのイニシアティブ。実はアメリカのイニシアティブは、かなり国際的

に影響を与えるんですね。 
 先ほど学生さんの質問がありましたけれども、テロへの対策はもう間違いなく国際協力、

マルチに移っていると思います。ただ、バイも極めて重要であるということを、若干付け

加えたいと思います。 
 日本は 200 海里以上は、もうだいぶ前になりますけれども、米国の力に依存すると。200 
海里以上のシーレーンですね。しかし、インド洋とかアラビア海とか、日本の海上自衛隊

の船が行っているのに、あそこのシーレーンをアメリカに依存するなんていうことは、も

うそんな絵は描けないと思いますね。 
 ホルムズ海峡が封鎖された時、アメリカにお願いするんでしょうか。これはもう例えば

インドと協力するとか、アロンドラレインボー号に対するインドの力というのは、もうは

っきりしているわけです。 
 ここで私は、２つ３つ課題を申し上げてやめたいと思います。いずれも、日本政府に対

する注文になるかもしれませんが、お許しください。 
 １つは、日本の海上自衛隊が日本の船を守る。守らなきゃいけないと思いますけれども、

法律的にいうとなかなか難しいんですね。憲法９条の問題もあります。海外での武力行使。

何か起きてからなしくずし的に行動に移すのではなくて、私は日本政府が、こういう平時

にそういう法律上の問題を解決しておかなくちゃいけない。 
 インドとの安全保障の協力は、必要だと言います。でも、ある意味でギブ・アンド・テ

イクだと思います。日本は、インドに何ができるのでしょうか。そういうことをわれわれ

は真剣に考えなければいけない。別に私は憲法改正しなくても、法律改正しなくても、十

分対応できると思います。要すれば、法律改正をすればいいということでありますが、そ

のことをどうしても一言いっておきたい。集団的自衛権の問題も解決しなくちゃいけない

と思います。 
 もう１点は、実はこれはインドだけではなくて、インドネシアなんかに行っても思うん

ですけれども、インドは明らかにシーパワー、マリタイムパワー、海洋大国ですよ。だけ

れども、海運とか、造船とか、港とか、まだまだ力が弱いです。インドが今、日本に一番

求めているのは技術なんですね。カマルナート通産大臣は昨年、この会議でＯＤＡは要ら
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ない、技術が欲しいと言ってました。 
 ところが、インドの大きな造船所は大半が８割、軍艦を作っているんですね。ですから、

造船所に対する技術協力というのは、すぐ武器輸出３原則に引っかかっちゃうんですね。 
 ところが、インドとかインドネシアから見ますと、日本はアメリカともう頻繁にやって

いるじゃないか。アメリカから武器を買っているじゃないか。アメリカに技術提供してい

るじゃないか。どうして求めているインドに、そういう提供がないのか。日本の企業もで

すから技術協力しませんですね。この問題も、われわれ解決しなくちゃいけないのではな

いかと思います。 
 それから最後に１点、若干コントラバーシャルかもしれませんけれども、私、1998年に
インドとの間で国防次官級の安保対話をやろうとしました。しかし、nuclear testがあった
ものですから、できませんでした。ハイレベルの日本とインドの安全保障の対話というの

は、５年たってから始まったんですね。私は日本政府に、やはり nuclear problem ですね、
インドの、もう少し具体的にいえば、ＮＰＴの問題につきまして、こんなファンダメンタ

リスティックな対応でいいのかと。 
 少数意見かもしれませんけれども、私はリアリスティックな対応を日本はしないと、本

当の意味での、安全保障協力はできないんじゃないか。常に nuclear problem が日本とイ
ンドの間に出てくるんですね。何とか私は、日本のイニシアティブで、これは金子熊夫さ

んがおっしゃっていたんですけれども、ＮＰＴフェーズ２というものを追求してほしい。 
 そういうことを申し上げて、私のお話にしたいと思います。 
（谷野） 大変パワフルで、啓蒙的なお話だったと思いますが、図に乗って若干憎まれ口

をたたけば、わが国会も何だ、Ｅメールのあんなことで大騒ぎしているようなことでいい

のか、今のようなお話をもっと政治のレベルできちっと議論してもらいたいと、若干図に

乗って生意気なことを申し上げます。 
 それでは、次は田中さん、お願いします。 
（田中） 実は、私は過去５年くらい、アジア大洋州局長であるとか、政務担当の外務審

議官として、日印関係の担当者であった。今日の議論も、そうなんですけれども、理性的

に考えると、日本とインドの関係というのは拡大して、当然の理由がある。戦略的にもそ

うだし、インドが最大の民主主義国として日本と価値を同じくする国として協力を拡大す

ることは当然であるし、その余地はある。みんなそう言われる。私たちも、私のカウンタ

ーパート、インドにも何回もお邪魔をしたし、次官レベルの協議というのを何回もやりま

した。 
 だけど、実際問題としてブレークスルーは起こってこないんですね。現実に、経済面の

協力にしても、政治安全保障面の協力にしても、非常にドライビングフォースを欠いてい

るというのが、正直申し上げて、今の日印関係の現状ではないかというふうに思うんです。 
 過去は、具体的な関係の進展を妨げる事情というのはあった。１つは今、秋山さんが言

われましたけれども、インドの核実験の問題。それからもう１つは、南西アジアでの印パ
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紛争の問題であった。したがって、現実的に日印関係を拡大していこうとしても、そうい

う具体的な問題が故に拡大できなかった面がある。 
 けれども、2001年に、私なんかは非常に強い国会関係者の罵倒を浴びながら、インドに
対する経済制裁を解除した。核実験の後のですね。その結果、日本のインドに対するＯＤ

Ａは拡大し、今やインドは最大の受益国になっているという状況である。 
 だけれども、政治安全保障面については、さっき安保対話の話もありましたけれども、

それからテロ対策協議というのも、現実には存在をしていますけれども、十分サブスタン

スがある対話ができているというふうには、私には残念ながら思えない。 
 それじゃあこれをどうするかということなんですが、やはり私には何らかのドライビン

グフォースになるような、インテレクチャルなフレームワークが必要だと思うんですね。

それは何かということなんですが、私は最近、東アジア 2020ということを言っている。East 
Asia 2020。先ほど、もうおられませんけれども、渡辺修さんも言っていた。私たちにとっ
て本当に深刻な問題は、2020年、この地域で何が起こっているかということなんですね。 
 即ち、アメリカとか日本が急速な成長をした時代の人口というのは、数千万ですよ。2020
年までに中国、インドが成長する。その人口は二十数億。圧倒的に大きな食料とかエネル

ギーに対する重圧感があるわけで、安定的な成長というのは、中国、インドの成長という

のは安定的な成長というのは、この地域の圧倒的な利益であるとは思うけれども、簡単じ

ゃないんですね。簡単じゃない。政策的措置が講じられていかない限り、簡単ではない。 
 私は、日本とインドの関係にも、そういう概念を持ち込むべきだと思う。East Asia 2020、
よりよき東アジアを作るために日印が協力をする、という概念を持ち込むべきであるとい

うふうに思うんです。 
 インドも東アジアサミットのメンバーとして、昨年の 12月に参加をされた。インドにも、
東アジアをよりよくする、これは自分の発展ということでもあるんですが、日本もそうで

すけれども、そういうフレームワークを作りながら、日印の協力を進めるべきではないか。

それを、ドライビングフォースにするべきではないか。 
 自ずからそうすると、日印の協力の課題というのは明らかである。経済的に見れば大き

なマーケットを作る。それからさっき申し上げた、エネルギーの効率化、環境ですね。そ

れから、やっぱりベターガバナンスということも考えなければいけない。 
 そういう観点から見れば、例えばミャンマーの問題を日本とインドの間で何らの協力も

しないという状況が、果たしてテナブルなものかどうか、ということを考えるべきではな

いかと思うんですね。私は、インドの政策も変えてもらわなければいけないと思う。不介

入政策ではない。要するに、East Asia 2020ということを考えると、介入政策でなければ
いけないのだと思うんです。今のミャンマーのような状況を続けるということは、まさに

東アジアのクレディビリティの問題であるというふうに思うし、日本が援助をサスペンド

しつつ、インドが協力を増やしていくという状況は、やっぱり、この地域のスタビリティ

とか、better East Asiaという観点から見れば、誤りではないかと思うんですね。 
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 それから、それ以外に私は政治安全保障に限っていえば、２つの問題。いわゆるノント

ラディショナルなセキュリティイシュー、先ほどご質問にもありましたけれども、いわゆ

る安全保障、ハードな安全保障ということを考えた場合に、私は今の体制、日米の安全保

障体制とか、日韓あるいは米韓、あるいは米豪とか、米国を中心とするいろいろなネット

ワークが東アジアの安定の１つのパブリック図を提供していると思う。この状況は変わら

ないと思うんですが、コーポラティブセキュリティ、安全保障面の協力ということは、こ

の地域でうんとできる。 
 先ほどの不拡散、日本はインドが核保有国であるというふうに認めるわけにはいかない。

それは、日本の基本的な国是の問題もある。しかしながら、だからといってインドが厳密

な核管理政策をとらない、というようなことであってはならない。日本はインドとの間で

核不拡散の協力というのは、十分できる余地がある。輸出コントロールの問題であるとか、

そういう問題についての協力というのを飛躍的に拡充する。これもベター東アジアを作る

という概念なんだろう。反テロの協力もそうであるし、先ほど秋山さんが触れられた海賊、

カウンターパイラシーといった問題も、その範疇に入っていくだろう、というふうに思う

んです。 
 私は、やっぱり日印の協力を拡大するという必要性があるわけで、そのための知的なフ

レームワーク、東アジアをよくするという観点からの政治安全保障の協力をハビットとす

る。日印のコンサルテーションというのを、ノーマルハビットとできるようなことにして

いくべきではないか、というふうに思うんです。 
 例えば、先ほどマイケル・グリーンさんが言われた東アジア共同体の問題も、東アジア

共同体を作るということ自体が、重要では多分ない。オーガナイゼーションを作るという

ことが重要な問題ではない。東アジアをよりよくするために、どういう協力が望ましくて、

どういう形態のオーガナイゼーションが必要か、ということが目的なんですね。 
 ですから、そういう意味で今ある状況、ＡＳＥＡＮ＋３と東アジアサミット、そういう

枠組みというのは、基本的には適切であると思う。だけど、これ以上オーガニゼーション

について議論をする必要はない。 
 大事なのは、先ほど申し上げたようなファンクショナルコーポレーション、機能的な協

力をできる国が具体的に進めていく。その中に、私は当然アメリカは入ってくると思うし、

日本とインドの協力も入ってくると思うし、日本と中国とインドの協力も入ってくるし、

あるいは日米中印の協力も入ってくると思う。そういうファンクショナルなコーポレーシ

ョン、これは経済についてもそうだし、ノントラディショナルなセキュリティイシューに

ついてもそうだし、それからさっきもメンションがありました津波の問題も含めたヒュー

マンセキュリティ、ＨＩＶエイズであるとか、それから birds flu とか、そういう問題につ
いてのリージョナルコーポレーション、こういうものにいろいろな国が加わってくる。そ

れをもって、日印関係をさらに拡大するきっかけにしていくということが、私は必要じゃ

ないかと思います。以上です。 
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（谷野） よりよき東アジアのために、ということで。私は、やっぱり一言だけ申し上げ

ると、もちろんインドですが、やっぱり日本と中国の関係が、小泉さんが総理大臣になら

れて５年間、この長きにわたって高いレベルの交流がまったく行なわれていない。靖国神

社という１つのイシューに、私どもの大切な中国とインド、日本との関係が虜になって、

両方とも国民感情がこれを応援し、身動きがとれなくなっている。ものすごく大きなこと

を、私は失っていると思うんです。これは日本だけの責任じゃない。私は中国のやり方も、

この問題については強い意見があります。 
 非常に残念な状況である、ということを申し上げて、次はラジャ・モーハンさん、よろ

しくお願いします。この方はインドで非常に著明な、インドの外務省、どこでもフリーパ

スという大変有力なジャーナリストです。 
（モーハン） 参加できまして、うれしく思っております。2003年の最初のセミナーにも、
また第２回、昨年ニューデリーでの会議にも参加できました。このように回を重ねてきた

ということは、両者の間において大変関心が高まってきた、ということを表していると思

います。 
 経済、政治、安全保障の面での両国の協力に関しての関心が高まっている、ということ

であり、一方で田仲さんがおっしゃったとおり、大きなブレークスルーといえるようなも

のはありません。しかし、その関与、エンゲージメントを拡大するということが、恐らく

はやがてはこれから数カ月、数年先のブレークスルーにつながっていくのでありましょう。

突破口になるのでしょう。 
 中印両国に関しては、いろいろと議論がされてきました。両国の台頭ということが出て

きました。１つ強調したいのは、次のようなことです。 
 日本自身が、新しい段階に入ってきたということです。中国、インドの台頭ということ

がよくいわれていますが、実際この数年、日本自身もまた劇的な政治的な革新を遂げてま

いりました。今や疑いもなく、日本はアジアにおいて、そして世界でより大きな役割を果

たすべき立場に立っております。 
 インド、中国の台頭というのは、背景に経済発展があるのですが、日本の場合には、長

い間世界第２位の経済大国であったということに加えて、さらに日本の変身の重要な側面

というのは、いってみれば政治的な制約が今まで日本にあった。1945年以来、綿々と続い
てきたものがついに解き放たれて、その結果、日本が解放された。そして一方で中国、イ

ンドが台頭してきたということから、いま同時に３大国が、今日のアジアにおいて台頭し

てきたといえるのです。 
 単に中国、インドだけでなく、もうすでに経済大国である日本が政治的に解放されたの

です。大国１国だけでも、この安定に関わってくるのに、アジアにおいては３カ国が同時

に台頭してきた。それを吸収するという状況を考える時、従来においてはこれは大変な不

安定につながると言われがちでした。しかし過去とは違って、今日においてはむしろ中国、

インド、日本が３者台頭してきたということの背景には、今や経済的な統合化がアジアに
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おいて拡大し、かつ深まってきたということと関連しています。 
 靖国神社の問題がありますけれども、これに関しては確かに日本、中国、双方はそうい

った問題があるにもかかわらず、最大貿易相手国である、ということからは逃れるわけに

はいかないわけであります。 
 この３カ国が台頭してきた、これはドイツの台頭とヨーロッパの安定ということともよ

く引き比べて議論されるわけですが、寿司、サモサの話がグリーン氏によってなされまし

たけれども、まずインド、日本の間におきましては、お互いに悪感情もないし、対立のタ

ネというものもありませんでした。日本というのは、インドにおいても最も人気の高い国

であるわけですが、60 年代初頭においては、すでに両国は冷戦の対極にありました。それ
によって政治的な協力はできなかったのですが、90 年代、冷戦終結後、新しい政治的な基
盤ができ上がりました。完全には、それはうまくいかなかったのですが、今やインドは国

際関係そのものが変わってきた。その結果、私か強調したいのは５つの広範な分野におけ

る新しい１つの収斂、収束化ということが政治、経済、安全保障の分野において見られて

きたということです。 
 まず最初に協力の可能な分野として、アジアの力のバランスということがあります。明

らかに、日本もインドもどちらも、このアジアにおける１極となろうとは考えておりませ

ん。つまり、唯一の大国になろうとは考えていません。アメリカや中国は、唯一の大国に

なりたいということを考えているかもしれませんが、日本とインドはそういったことは望

んでおりません。またアジアにおける両極ということではなくとも、米中がもしも対立す

ることになれば、それはいやですし、そうなれば冷戦の再現ということになってしまいま

す。いってみれば中国とアメリカに関して、例えばクリントン訪中というのが 98年の６月
に行なわれた時、ジャパンバッシングということがやられました。 
 その時に、日本とインドがどういう反応をしたかというと、インドはそういった立場を

支持していたわけですが、今、この多極化ということがアジアにおいて進行し、この４つ

の国々全部が重要性を増している中においてわれわれにとっての課題を考える時、アジア

のそれぞれの国が協力しなければいけないのは言うまでもありません。 
 ２つ目としては、経済はもういろいろ議論されてきましたが、経済統合化の政治的な側

面ということを指摘したいと思います。特にインドの近隣諸国、ＳＡＡＲＣ地域におきま

して、ご承知のとおり、中国も日本もどちらもＳＡＡＲＣにオブザーバーとして、これか

ら次回の首脳会談までには加わることになっております。 
 従来、地理的な違いというのがあったのですが、もうそれは当てはまらなくなった。特

に例えば、南アジアというエリアそのものが拡大しています。もう今や、この南アジアの

地域協力にビルマも加わってくるというような状況において、このＳＡＡＲＣが成功する

ためには、日本は大変重要な役割を果たし得ると思います。もうすでに、日本はＳＡＡＲ

Ｃに関心を示しておりまして、ますますこれに対して前向きの貢献をすることができる。 
 特に、急速に南アジアが台頭し、そして統合化しようという状況において、最大援助供
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与国として、日本がこの中で大きな貢献をできると思います。そして、政策面での微調整

を行なうことで、この地域の経済統合化のために多くのインセンティブを提供できると思

います。 
 もう１つ、同じように重要なのは、中国西部が実は南アジアにとても近いということで

す。みんな中国というと、どうしても東の沿海州ということを言いがちですが、深せん、

それからチベット、そして雲南省というのは、実は国境を挟んでもうインドのすぐそばな

わけです。ですから歴史的にも、文化的にも、また政治的にも、この主要な地域との間で

の密接な交流がありました。相乗効果ということを考える時、中国西部の発展と、それか

らさらなる経済の統合化を図っていくということ、これは中国にとっても資することにな

ると思います。 
 地理というのは、歴史であるということをどなたかおっしゃいましたが、しかしこれも

変わり得るものです。例えば、カルカッタというのはラサに一番近い港でした。ラサとい

うのは、カルカッタにとっての出口でした。これは 1961年までのことでした。しかし東南
アジアの港湾というのは、今やますます近くなっています。 
 つまり、深せん、雲南、チベットにとっては東南アジアの港湾のほうが、中国の東海岸

より近いんです。ということは、中国の西部、即ち深せん、雲南、そしてチベットという

のが南アジアとの協力を行なうべきであるということから、この３者が協力して、この地

域の発展を図るということは、まったく矛盾がないと思います。 
 それからもう１つ、日本が重要な役割を果たし得るということは、アフガニスタン、パ

キスタン、バングラデシュが政治的に変わった、変わるということに関しても、大きな貢

献ができる。この３カ国は、すべて宗教の過激派がいたり、いろいろな問題の根源があっ

たりするわけですが、インドとしてはインドだけの手には負えない。こういった国々を変

えようとする時、やはり日米中が協力して、ぜひこういったインド亜大陸のこういった国々

の変身を助けてほしい。 
 世界の 40％のイスラム教徒というのが、このインド亜大陸にいるということ、平和裏に
インド亜大陸における融和がなされることになれば、テロリストとかあるいは宗教の過激

派の問題の解決にもなる。そこで日本は協力できると思います。 
 次に申し上げたいのは、民主主義の分野での協力です。民主主義といえば、中国はきっ

とこれはちょっと疑わしいものだと思われるかもしれませんが、インド、日本、アメリカ、

民主主義ということに関しては、北京コンセンサスということを考慮しています。北京コ

ンセンサスというのは、即ち経済は開放するけれども社会は開放しないというようなこと

です。 
 しかし、われわれすべてが市場の開放ということには賛成している状況において、社会

はどうやって門戸を開いたらいいんでしょうか。何か抽象的形で議論されています。対立

というよりは、抽象的な議論ではあるわけですが、しかしネパールあるいはビルマの安定

を考える時、民主主義を押しつけるわけにはいきませんが、少なくともネパールという国
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を考えると、この国の具体的な問題は、われわれが協力しない限りは安定を生み出すこと

はできません。 
 安定が、例えば長期的に必要だとしても、ネパール、ビルマ、ほかの地域において、や

はりこういった国々の民主化へ向けて協力は必要です。イデオロギー的な論争という形で

はなく、真の意味で政治的なプロセスを前進させることが必要なのだ、という考えから行

なっていかなければいけない。それが、すべて安定に貢献するからです。 
 ４つ目は、海洋の安全保障と防衛ということで、秋山さんからもうすでに詳しいお話が

ありましたので、私から付け加えることはありませんが、対立に代わって、午前中岡本さ

んが海洋アジア対大陸アジアということをおっしゃっていました。そして中国が大陸アジ

ア世界の中心、そしてインドと日本は海洋アジアということで周辺に存在しているわけで

すが、このようなマッキンゼー・フレームワークというのは、必ずしも当てはまらないの

ではないか。というのも、中国は同時に海洋国でもあるからです。 
 中国の海軍もあり、そして資源の開発などということを考えても、また中国の沿海州、

東海岸というのを考えれば、中国は海洋国家でもあります。インドも同様で、大陸的な側

面を持っています。大きな大陸があります。こういった考え方というのは、現状には合わ

ない。 
 そうなりますと、長期的にわれわれとしてはインド、日本がもっと防衛面での協力を拡

大していくことが必要になります。今日、法的な制約があるといわれていますが、来月、

国防大臣が訪問する際には、インドとアメリカの防衛面での協力ということで、例えば平

和維持とか災害救援とか、その他予期せざる状況への対応、というようなことについての

協力が議論されるわけです。 
 そういった中において、日本もやはりこういった防衛面での協力を拡大する必要があり

ます。日本は、もう少し大胆になるべきです。ただ単に使命とか、アイデアとか、そうい

う面だけでなく、国防産業という面でももう少し大胆になるべきである。 
 秋山さんもおっしゃいましたけれども、もし日本がその防衛能力を拡大することになれ

ば、問題はコストです。どうやって、その費用を負担していくか。そうなると、やはりイ

ンドとの間の協力というのも、相互にとって利益のあることだと思います。 
 最後に１つ触れておきたいのは、エネルギー安全保障に関して、そして不拡散の問題で

すが、マイケル・グリーンさんがおっしゃったように、インドがＮＰＴに加盟していない

と言いますが、しかし実は non-proliferation team、不拡散チームの一員ではありました。
このＮＰＴのレビューに関して、2000 年も 2005 年もインドは正式な形でＮＰＴの目的と
いうのを支持しています。ですから、基本的にＮＰＴに反対しているわけではないんです。 
 インド、日本ということで不拡散に関して、いろいろな問題提起がなされますが、問題

はむしろ政治的にどうしたら、お互いが協力して不拡散を進めることができるか、どうす

れば大量破壊兵器がアジアにおいて広がらないようにすることができるか、ということで

す。そうなると、もう少し想像力を働かして、日本、インド、両国が協力することができ



 77

ると思います。例えば輸出管理とか、あるいは拡散に対する対策とか、いろいろな拡散関

係での取り組みは可能だと思います。 
 １つ申し上げたいのは、忘れてはならないことがある。日本、インドはよく原理主義的

だというようなことがいわれます。しかし、要は核の体制というのがブッシュ大統領の下

で変わってきた。そこには３つの要素がありました。 
 １つは核兵器に関しての側面、そして原子力の利用、そして不拡散ということでありま

す。抑止力ということに関しては、ブッシュ大統領は単なる攻撃能力に基づく抑止という

ことから、さらに変えてきました。新聞にも出ていますが、ミサイル防衛ということが日

本においては重要な要素になってきたということです。 
 ２つ目として、原子力というのは、長年にわたってプルトニウムは使わないというよう

なことがいわれてきました。それが前提でした。しかしブッシュ大統領の下で、今まった

く新しい考え方が原子力についても出てきました。油価の高騰という新しい状況が出てき

た。そうなると、日本、アメリカ、インドの間での協力は可能です。どうすれば原子力の

利用上の協力は可能か。 
 さらに３つ目として、ただ単に安全保障というだけでなく、政治的な協力、これによっ

て既存の法律を打破していくことができる。だからこそＮＰＴを法的な文書として、政治

的な根拠として、これをさらに越えていく必要があります。そして主要国、民主国家とし

て、日本、インド両国の協力の余地は実に多いと思います。以上です。 
（谷野） それでは、本日の最後のスピーカーで、コーエン先生にお願いしたいと思いま

す。午前中、ご紹介しましたように、この方はアメリカの南アジア学会のゴッドファーザ

ーみたいな人ですから、面白い話を聞けると思います。よろしくお願いします。 
（コーエン） 私も主催者に対し、再び呼んでくださってありがとうございました。最初

の回にも呼んでいただきまして、また東京に戻ってきてうれしいと思います。１年間慶應

大学で教えた時に、そこで子どもが生まれました。日本生まれの子どもがいます。それは

1970年のことです。 
 アメリカに戻りましてから、私は日本の専門家と考えられるようになりました。言葉も

しゃべれないのに、私は日本に対してはまったく専門知識はないんですけれども、日本は

大好きです。インドのスペシャリストであります。私はインドに関心のある人を、東京で

見つけようと努力いたしましたが、２～３人しかいませんでした。でも、今は学者も政治

家も戦略関係の人も企業の人も、インドに大変関心を寄せています。 
 もう最後のスピーカーで、すべての人が言ってしまったということになってしまいます

ので、大事なことを言い返すということになるでしょうか。そして、なるべく早く時間ど

おりに終えたいと思います。 
 アメリカ合衆国に、日本から戻ったのが 1973年の時ですけれども、この時にいくつかの
プロジェクトが進行中で、それにいくつか参加いたしました。 
 １つは、どうやって日本、アメリカ、インドが協力できるかというので、６カ月間のプ
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ロジェクトで、ずいぶん沢山のペーパーが出ましたけれども、何も起こりませんでした。

アメリカ、日本とインドの協力のベースがなかったんです。それぞれの国が違う方向を持

っていました。インドとアメリカは、戦略的な方向づけが違っていました。 
 しかし今や、大きな関心が寄せられるようになっておりますので、今はこの展望、日印

米の協力を考える時が来たと思います。ですから、その関係がいろいろな形で変わってき

たからであります。 
 これまで経済的なつながりが、日本とインドの間にあるということも話されましたけれ

ども、しかしナショナリズムと愛国主義からくる感情ということを忘れてはいけません。

これが、戦略的な計算をする時にも入ってくるわけです。国というのは、どうしても非合

理的な形で対応することがあります。いろいろなシンボルやほかの、例えば靖国神社の問

題もそのうちの１つだと思います。アメリカ人もインド人も中国人だってみんなあります。

そのシンボリズムに対して、感情的な対応をするということは、どこの国でもあることで

す。 
 それでは、将来についてお話をしたいと思います。私は新しい本を出すために、『インド

の戦略的将来』という本をいま書いております。５年、６年、７年先のことを書こうと思

っています。2020年が、そういう形であります。 
 私は国務省で政策企画をやっていた時もありまして、３カ月先を見なさいと。私のボス

なんか、２時間先を見ろなんていわれたんです。でも、今は学者になりましたから、イン

ドの将来について、また今はパキスタンの将来について書きましたので、今度はインドの

将来についての本を出します。 
 日本とインドの関係には、沢山の不確定要素があります。インドとほかの国の関係も不

確定性があります。何も、インドのこれからの軌跡が不安定だからというわけではありま

せん。インドの将来は、相当決まっていると言っています。５年、10 年後のインドはわか
るというふうに言っています。 
 しかしながら、予測できないものがあります。南アジアにおいての不確定要素はパキス

タンであって、それは日印米にとっても影響があります。２年前に私がパキスタンの将来

について書いた時ですけれども、パキスタンのレジューム、政権は内部で軋轢を抱えてい

ますので、うまくいくか、うまくいかないか。うまくいかなかったとしたら、また危機が

南アジアに起こると思います。 
 私は、予測を言っているわけではありませんよ。インドとパキスタンが危機があると言

っているわけではないけれども、南アジアは危機があったら、日米にとっても大きな問題

が起こります。インドとパキスタンの間に挟まって、これが中立となるのか。もし軍事的

な局面があったら介入するのか、よくわかりません。でも、いずれにせよ沢山の質問ばか

り出てくるんですけれども、答えはほとんど出てこないという現状です。 
 ２つ目に核の問題です。核の平和利用のことについて、インドとアメリカの関係ではよ

いことだと思います。でも、これがうまくいかなかったら、どうしましょう。 
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 例えば、せっかくブッシュ大統領が合意したのに、議会がそれを変えてしまったらどう

でしょう。アメリカとインドがお互いを責め合う、非難の応酬にするのではないでしょう

か。 
 日本も友邦国として、その間に挟まってしまいます。日本の政策としては、ＮＰＴとＮ

ＳＧに大変関心を寄せておりますので、これがインドとアメリカの間で問題が起こるよう

になりますと、ノーマリゼーションにおいても大きな問題が出てくる。何も失敗をすると

言っている分けではないんですけれども、政治家というのは、せっかく合意されたものが

変わってくるかもしれません。 
 この平和利用が、成功したらどうでしょうか。米と米印が核のエネルギーのサプライ、

それから兵器プログラムについて、その供給について同意をすることになったら、またい

ろいろな問題も起きてくるわけです。私の本については、それを書くつもりでありますけ

れども、アメリカとインドの関係は、今、一応の安定していますけれども、日本とインド

の海軍と協力をしたらどうでしょうか。インドは、アメリカとはパートナーですが、同盟

国ではありません。軍事的海軍的な意味合い、特に日本の法律が明確な形でどの程度まで

自衛隊が、特に海上自衛隊が海上で協力できるか、ということが明確に書かれています。

したがって、日本の海自法も考え直さなきゃならないかもしれません。 
 あくまでも質問でありまして、このことについて研究をしておりますので、よかったら

４年後にまた呼んでください。答えが出せると思います。 
 いずれにせよ、沢山の協力に関しての疑問とかチョイスがあります。これはインドの海

軍力に対しても、アメリカにとってもそうです。例えば、海上交通路はとても大事なんで

す。ペルシャ湾でインドとパキスタンやイランとのパートナーシップがありますし、日本

はどうやってここのペルシャ湾での競争に対応するか。また、インドとアメリカの海防と

に対して、日本がどういう役割を果たすか、についても考えていかなければなりません。 
 さて、平和利用のことについてうまくいって、インドがアメリカやほかの国とより緊密

なパートナーになったとすれば、それがインドと日本の協力、またテロ対象、海賊対応に

ついてどういう影響を及ぼすでしょう。今、海賊対応については、日本のコーストガード

とインドのコーストガードが協力をしていますが、しかしこれで大量破壊兵器などが行な

われた、例えばシンガポールの海峡で大きなテロ行為が起こったらどうなるでしょうか。

インドは、これまでも海軍力を非常に高めていくにちがいない。アメリカから船舶なども

買うことになるでしょう。 
 また、短く申し上げましたけれども、これも重要なことです。日本とインドはアメリカ

が防衛制裁についても協力をするでしょうか。防衛制裁については、強力な役割は沢山あ

ります。日本が法律によって、これは禁止されていますけれども、法律が変われば共同開

発ができます。でも、汎用技術ならできるわけです。汎用技術というのは、軍民両方に使

えることになりますから、汎用技術であったら共同で研究開発することができます。アメ

リカは、大きなディフェンスパートナーとして、インドと日本もその意味において大きな
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役割を果たすことができるかもしれません。 
 あと沢山の核の問題があります。これが成功するかどうかということですけれども、も

うこのことについては、゛長時間別個の会議を持って話すことができますが、２つのカテ

ゴリーについて、核の問題は言うことができます。 
 日本が原子炉の技術を持っている。ＮＰＴの署名国になっているわけですけれども、フ

ランス、ロシアも、またオーストラリアもそうですが、日本の原子力産業は素晴らしい余

剰の能力を持っていますので、インドで原子炉を建てることができるでしょうか。そうし

たら、その時にはアメリカはどうするでしょうか。フランスやロシア、日本もすれば、例

えば、平和利用の原子力の供給をすることになるかもしれません。それはインドにとって

の問題は、原子力問題の軍事の問題のほうです。 
 インドの戦略計画は三角形を持っています。３つの柱を持っているわけです。土地ベー

スの、海上ベースのミサイルを持っています。また、空中のものもあります。海上のミサ

イルはどこに行ったのでしょうか。アラビア海とインド洋、そして日本がこれに対してど

う対応するでしょうか。インドの原子力潜水艦が、中国の反対側を巡行していたらどうな

るでしょうか。４年、５年、６年たった後、そういうようなケーパビリティを持つかもし

れないんです。能力を持つかもしれません。これは日本にとって問題でしょうか。それと

も日本はこれを支援するでしょう。中国はどう対応するでしょうか。 
 インドと日本の関係だけではないわけです。ぜひ皆さん方に、こういうことを真剣に考

えていただきたいわけです。インド自身の問題としても、これを明確にしなければなりま

せん。多くのアメリカ人が関心を寄せているのは、拡散だけではなく、インドの核の抑止

がどの程度までなのか。また、インドの射程はどのくらいあるのだろうか、というような

ことで、われわれとしては質問をするに足る疑問だと思っております。 
 もっと大きな問題で、いろいろな方が話されましたけれども、国連改革です。インドは

アメリカに近い。常任理事国の候補者として、アメリカが日本の支持を得ておりましたが、

グリーンさんがおっしゃったように、日本だけはアメリカは支持してきました。国連の改

革はすぐ行なわれると思いません。多くの国が改革を望んでいないんです。 
 しかし、もう１度努力は行なわれるでしょう。アメリカとインドの協定がうまくいけば、

インド、日本を入れて安全保障理事会に入れる。４議席以下ということにはならないと思

いますけれども、いずれにせよ国連改革について、これから４～５年の間に話さなければ

ならない。ぜひ４年後くらいに、この問題に対するお答えをすることができればと思って

おります。 
（谷野） もう時間が来ておりますが、せっかくの機会ですから、ちょっと皆様方のお許

しを得て、会場のほうからお２人くらい、コメントやらご質問を受けたいと思いますが、

そちらの方、今の問題じゃなくてもよろしいですから、どうぞ。手短に質問のほうはお願

いします。 
（オオタ） 簡単に２点ほどあります。大使にお聞きしたいんですけれども、日本とイン
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ドの議員連盟というものがございますが、あの議員連盟という重要性、もしくはあれの効

果というものはあるんでしょうか。もしあるのでしたら、何か成果があったとしたらお教

えください。 
 それともう１つ、２つ目ですが、国連改革がすぐ起こらないとおっしゃいましたけれど

も、それをボルトンさんにあえて言うようなガッツはおありでしょうか。そのようなこと

をおっしゃいますか。 
（谷野） お名前を。 
（オオタ） オオタと申します。 
（谷野） 大使って私のことですか。 
（オオタ） ええ、そうです。 
（谷野） 議員連盟というのは、何も外国とのお付き合いというのは政府、ましてや外務

省だけがやっているわけではなくて、議員連盟というのは、それなりの大きな役割がある

と思うし、国会の先生方がそうやって関心を持っていただくというのは、非常にいいと思

います。それ以上の役割を果たしたのは、古くでいえば日本と韓国の間の議員連盟という

のはありました。それから日本と中国との間の議員連盟、超党派でね。大変前向きな役割

を果たした歴史があります。インドの議員連盟というのは、いま中山太郎先生がやってら

っしゃいますけれども、定期的に政治のレベルの交流はなさっているわけですから、よろ

しいんじゃないでしょうか。ちょっと模範的かな、回答が。 
 いいですか。それじゃあもうお１方、いらっしゃいますか。はい、どうそ。 
（質問） ブラザ・サーシュと申します。私、研究者で早稲田大学で研究しております。

太平洋研究をしております。私のほうからこの機会をいただきまして、コーエン先生の発

言について触れたいと思います。いくつか伺いたいと思うんです。これはすべての先ほど

の質問にも関係があることで、この質問を改めてします。 
 私ども今日、米国の政策が変わっているということを見ております。何十年、米国の核

に関する政策は、インドが核を持つことに反対でした。時にはアメリカは政策を変えてい

るのか、そしてインドを核のパラダイスにしようとしているのか、というような気もする

わけです、個人的には。 
 そうすると、このような中国が台頭してくる課題となっておりますが、チャレンジです

が、これは脅威というチャレンジです。つまり、地域が経済大国になるよりも、その辺り

の見解があると思いますが、今アメリカの政策が変わっているということでアジアで誤解

があると思います。 
 そこでコーエン先生に聞きたいと思います。今、新しいブッシュ政権の政策をどう思う

のでしょうか。ブッシュ政権の真の意図は何か。今日のアジアにおける政策について、確

認したいと思います。 
（コーエン） グリーンさんのほうが、もっと権威をもって答えられるんじゃないかと思

います。私のほうから申し上げますと、私自身、この本のなんかの刊行物の中でも、これ
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はブルッキングス研究所のウェブに出ておりますが、90年とか 80年代くらいから私が論点
を持っておりました。インドに関してはちょうど中間である。ＮＰＴと、それからＮＰＴ

なしと、その間でいたということで、その中間にいたわけであります。 
 いろいろな理由かありますが、ブッシュ政権はいろいろなことを言いましたが、悲劇的

である。そして本当に無神経だったと思う点もあります。これは前の政権です。どれかは

言いません。というのも、私のボスもそこで働いていたので言いませんが、基本的に今、

クリントン政権の中でインドに圧力をかけ、ＮＰＴに調印させた。そして核兵器をなくさ

せるように、このように調印せよと強制しました。これは非現実的な目的であります。 
 むしろ、それで核化がインドでは加速化しました。過去のアメリカの政権が責任がある。

そのせいで、インドも核兵器を持つ国になってしまったと思います。ですから、歴史を書

き換えることができれば、その時やったことをやり直したいと思うくらいです。しかし、

ブッシュイニシアティブは正しいイニシアティブとして、原則としては正しいのです。し

かし実践においては、ちょっと違った交渉をしますけれども、今、私政権にいませんので

言えません。 
 しかし、私はブッシュ政権のやったことを支持いたします。しかし、実際どうなるか。

米国議会で立法化しなきゃいけない。そこでいくつか修正が行なわれるかもしれない。し

かし変えすぎると、インドでは反論すると、駄目だと。そのような合意はいやだと言って

くるでしょう。そうするとインドはアメリカを避けて、フランスやロシア、オーストラリ

アなどと話すようになるでしょう。 
 そしてアメリカ人は、少なくとも大統領が承認した。ウランを売ってくれ、燃料を売っ

てくれとほかの国に頼むでしょう。そうすると悪いことになると思います。つまり、イン

ドは、そのことで核のサプライヤーの中での分断が起こるからであります。 
（谷野） どうでしょうか。どちらさんですか、はい、ラジャさん。 
（モーハン） 一言付言します。アメリカの対インド政策を理解する一番いいやり方とい

うのは、いま大きな変革の時期といえると思います。それを簡単に比較してみましょう。 
 ニクソン・キッシンジャーのイニシアティブ、対中イニシアティブ、70～71年の時のも
のと比較できると思います。当時、キッシンジャーは有名な言葉を言いました。10 億人の
人で核兵器を持っている人を無視できないと、彼は言いました。ブッシュがこの２年間言

ってきたことは、そうです。世界の最大の民主主義国家が無視できない核兵器を持ってい

るし、そしてＩＴでも何でもあるけれども、その国を無視できないと言ってきました。 
 つまり、このような大きな国民を抱えた国を、主流の枠組みの外に置いておくわけには

いかないのです。ニクソンとキッシンジャーが認識したように、中国を国際制度の外に置

くということ、これは前、アメリカが 45、50、49、71年の時にやりました。しかし、中国
が存在しないような態度をとってきました。それが劇的に、゛70年、71年に政策転換した
わけです。中国は国際大国だと認識したんです。そして適切な形で関与させるようになり

ました。それをまさに今、ブッシュ政権はやろうとしているんです、インドに対して。 
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 この判断の根拠になるのは認識、認めるということです。人口構成であったり、経済力

であろうと、いろいろある。あるいは権力均衡が世界で変わったのかも、将来しれません

が、いずれにしろ違った関係を必要とする時代ができた。そこで米印関係の変化が必要と

されるのです。それくらいシンプルなものです。 
 ブッシュ政権の考え方は、こういうことですが、つまり構造変化が世界で起こっている

ことを認識しようとしている。そして、そこで政策づくりをした。つまり、構造変化に対

応した政策を実行しようとしたと思います。これはインド、中国に対してもそうですし、

その両国が国際的な台頭したことを認識している。ヨーロッパやロシアもこの変化がある。 
 これによっては、制度上の変化も必要とするわけであります。これは、完璧に古典的な

現実主義的な変わりつつある世界の状況への対応といえましょう。しかしながら、すべて

が 49年に凍結したと思ったら、変えられないと思っている人もいるようですが、それこそ
非現実的です。ブッシュがやったことこそ正しいと思います。 
 それからコーエンさんがおっしゃったことに感動いたします。アメリカの人たちは、１

つ正しい判断をしたと思います。彼らが認識したのは、インドの核兵器というのは消える

わけではないということであります。 
 そしてもう１つ、インドの核兵器というものは、アメリカの安全保障の脅威ではないと

いう認識であります。ですから、そこで体制づくりをいたしました。つまり、インドを支

援する。そして民生の核協力をするということ。そして、この核兵器能力に関しての部分

にもかかる。そこで、例えば原子力潜水艦に関しても、アメリカが売るのであればそうな

るでしょう。 
 しかし、これはより大きな関係が米印関係に出てくるでありましょう。しかし、今のと

ころではアメリカに関して、中国の潜水艦がお互いに来るとかということではありません。

いずれ中国の潜水艦が来ると同じように、またこちらの潜水艦が中国やインドとの世界の

関係の変化によって行くのかもしれませんが、そういう変化であります。 
 
 
【総括セッション】 
（谷野） では、これで今日のシンポジウムを締めたいと思いますけれども、私ども、司

会のほうから５分間ずつお許しを得て、最後のまとめのお話をしたいと思います。どうぞ。 
（ナラヤン） とても素晴らしい意見交換が、行なわれたと思います。とても著明なスピ

ーカー、そして素晴らしい考え方が披露されたかと思います。そして、このイニシアティ

ブというのは、年次会議を日印関係に関して持ち、そして見通し、課題、展望について話

そうということでありまして、これは学者、ビジネスマン、いろいろな方がこの２～３年

集う場となってきまして、まさにこの関係者はこれは同じような形で来年も開催しようと

お考えになっていると期待いたします。つまり、継続に期待するものであります。インド

側としても、実にこれを期待をするものであります。 
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 さて、重要な点です。例えば、経済の点について見てまいりますと、２～３重要な点が

挙げられると思います。 
 １つ大事な点、これもベリーさんが指摘されたとおりでありますが、関係改善をするた

めには理解が必要です。つまり、両方にとって価値を生み出すということが必要でありま

す。インド、日本の経済パートナーシップ、貿易連携パートナーシップ、そして世界の成

長のパートナーシップを組むということができてまいりますと、これは理解をもとにする

必要がある。つまり、何が得られるかという理解をもとに進めることが必要であります。 
 日本とインドのビジネスの間におきまして、まだ発見の段階にあると思います。韓国の

ビジネスマンは、すでにインドに魅力を見つけた。つまり、投資の機会を見つけ、成長の

機会、マーケティングの機会を見つけたようです。中国のビジネスマンもそうです。すで

にインド市場、テクノロジー市場を見つけ、消費財などに関しても売るということに入っ

ております。しかし、日本の企業家にとっては、まだ発見の段階にあるようであります。

どのような製品が生産できて、インドで売れるのかというようなことで、市場などを見て

おられます。 
 この発見はなされた。これは例えば、自動車業界においてはそうです。スズキとかトヨ

タはすでに投資している。ホンダもそうです。成長はすでに起こっています。しかし、ま

だ発見が行なわれていない分野もある。そこでは、まだ成長は起こっておりません。また、

その逆の関係もしかりです。インドもぜひ日本市場でいろいろな機会を発見したい。そし

て知識に関して、アウトソースとか製薬、医薬部品に関してもそうですし、例えば大衆薬

とかそういったものに関しても、インドを活用してほしいと思っているんですが、まだ実

現しておりません。知識を生み出す、理解を生み出す。それがこの一歩である。つまり、

経済成長の第一歩となると思います。 
 それから、第２の主要な分野として考えたい。今日の背後にあったのは、エネルギーの

安全保障であります。これこそがまさにアジアにとって重要な課題となるでしょう。特に

これは最大のエネルギー輸入地域でありますから、今後もそれは続くでしょう。日本とイ

ンド、そして中国は今後エネルギーの巨大な消費国となっていくでありましょう。そこで

とても重要なのは、共通のエネルギーアーキテクチャーなどを作る。そしてこのような仕

組み、アーキテクチャーが確かにこれは石炭に依存しないわけでありまして、また石油に

も依存すべきではないということになります。 
 つまり、石油を購入するものとして共同で何か例えば油価に関して交渉力を持つとかと

いうこといるでしょう。ブレントの原油に関して、ホワイトクルーズに関してなども１つ

の世界の 45％が出されているところ、しかしそれを買うのはアジアですから、アジアの市
場とか東京市場とか、北京であってもそこで共同で、ムンバイでも協力して買ったらどう

か。そうしたら原油、油価にも影響力を行使することができるでしょう。つまり消費側の

ほうでの、サプライヤー側だけではなくて、消費国側での影響を行使できると思います。 
 それから、競争ということについても指摘がありました。各国間での競争があって、こ
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うした石油のコントロールとか、入手に関してもあるといいますが、競争じゃなくて、も

っと協力的な仕組みへ置換できるんじゃないかと思います。 
 ３つ目の点、これも今日の背景にあったかと思いますけれども、これはさらなる会議に

よりまして、環境的に持続可能な開発ができるか、ということであります。それに関連い

たしまして、もう１つ貧困の問題があります。平等な対等な開発ができるかどうかという

ことが、インドで、また中国でも課題となっている。そしてそれに関しては１つの仕組み、

アーキテクチャーを作って、平等な開発ができるかどうかということを考えたいと思いま

す。 
 民主主義、例えばインドのような国の問題というのは、先ほども谷野元大使がおっしゃ

いましたように、開発は起こっている。しかしその中に参画できないものがいるといらだ

ちをすぐ覚えるわけです。この問題が出てくるでしょう。オープンな民主主義国家におい

ては、マスコミにとっても問題である。例えば 100 ものチャンネルがあって、23チャンネ
ルはニュースを提供しているような、そういった国においてはインドでは大問題となりま

す。 
 やはり大事なことは、代替策を持ってくるということ。そして確実に、こうしたことが

実現するようにすることが大事です。今、このようないい機会があると思います。例えば

モダンな近代のメディアの企業とか、輸出関連の人とか、何でもいいんですけれども、そ

ういったところでいろいろな機会はあると思います。そこで現実化しつつあると思います。 
 一言でまとめますと、確かに大きな機会、チャンスはいろいろあると思います。日本、

インドのパートナーシップだけではなくて、アジア全体の地域、全体が統合した１つの機

会の場になって、経済や貿易の発展の場になるでしょう。しかし、現在のところ、日本、

インドのパートナーシップは、まだ発見の段階にあると思います。しかし、さらなる前進

の余地はあると思います。 
 そして、この２～３年を経た後で、これからもっともっと意識が高まると思うんです。

２～３年前以上に理解は高まるでしょう。そして画期的なブレークスルーが起こって、投

資が進むと思います。両側での投資などが、これから２～３年以内に起こると思います。

それを期待しておりますし、また次回の会議にも期待しております。 
 改めて、今回の主催者に素晴らしい機会をくださって感謝いたします。そして素晴らし

い発表をしてくださった方にも感謝いたしますし、聴衆の皆様がとても忍耐強く聞いてく

ださったことを御礼申し上げます。 
（谷野） それでは、もう時間ですから、２言３言だけで終わりたいと思いますが、お寿

司の話とサモサの話が有名になりましたが、サモサというのはご存じの方が多いと思いま

すが、インドの人が食事の時食べるこういうお菓子めいたものですね。 
 ただ、日本の一定規模の都市に行くと、必ずインドレストランがありますよね。もうイ

ンドへの食生活への関心は非常に高い。インドの全土に何軒ありましょうか、日本食レス

トランが。デリーは４～５軒じゃないかな。北京だけで 400 軒ありますよ。 
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 まだ知られていない。確かにそうです。まだまだ中国との比較をどうしてもしちゃうか

ら、インドというのはその意味ではまだ知られていない。 
 それから 80年代、70年代後半の企業、経済界のご苦労のメモリーがまだあるんですね。
あの頃、ガチガチの統制計画経済みたいなことで、あの時は非常に日本の企業の方は苦労

された。厄介なことに、そういう人たちがいま日本の側で、多くの企業のトップになって

いるという厄介な問題があります。 
 距離の問題もなくはないと思うんですね。上海は、もう朝たってお昼商談を済ませて夜

には帰ってこれますから。インドはそういう意味ではまだ遠い。ただＩＴなんていうこと

になりますと、これは距離は関係ない世界ですから。 
 いずれにせよ、いろいろなことが起こっておるとは思いますが、ちょっと辛口のことを

申し上げれば、私はずっとインドとの関係を見ていて、インドのマンシンさんがいらっし

ゃるけれども、前の外務次官。インドの政権の中枢の方々のレーダースクリーンの中に、

コンスタントに日本の問題が映っているかどうか、私は非常に疑問に思うんです。そこも

変わってきていることを願いますけれども、どうしてもアメリカ、ロシア、そして昨今の

中国、ときどき日本が映るという状況ではないかなと、そこは変わってきていることを期

待するんですが。 
 私は、95年から 98年まであそこで勤務させていただいて、インドは非常に時間の取り方
も長いんですよね。私、それが決して嫌いではありません。 
 われわれせっかち。３つの「あ」ということをよく言ってました。インドとの仕事であ

わてまい、何が起こってもあわてまい。これはちょっと通訳さんに日本語ですから、翻訳

できないかもしれない。 
 ３つの「あ」なんです。あわてない。何が起こってもあせらない。あわてない、あせら

ない、あきらめない。 
 しかし、私はこっちへ帰ってきてインドのことを思い出しながら、２つのもう１つの 

「あ」を必ず言うことにしているんです。それはこの方々のものすごい明るさ。私は、も

うバブルの潰れた真っ最中に帰ってきましたから。みんな下を向いて日本は暗かったんで

すね。インドの、あのとてつもない前向きの積極的な明るさというのは、大変懐かしく思

い出しました。それが１つの「あ」、４つ目の「あ」ですね。 
 もう１つは、やはり日本に対するものすごい温かい感情です。長話になりますから、こ

れはやめますけれども、昭和天皇がお隠れになった時、３日間全国喪にふしてくれた数少

ない、ほとんど唯一の国がインドでありました。この種の話はいっぱいあります。どこの

国が好きか。常に不思議なことに、アメリカでもイギリスでもなくて、日本なんですよね。

そういう感情があるということであります。 
 私は、生意気なことを言うようですが、私自身も自戒も含めて、こういう明るい社交的

に長けた、しょっちゅうユーモアが出てくる、こういう人たちときちっとお付き合いをで

きてこそ、私は日本人の私どもの国際化というのは、本物だというふうに思っています。
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私どもは、インド人はおしゃべりだとか言いがちですね。 
 それからインフラの話もしますけれども、それはそれとして、インドに変われというこ

とばかりではなくて、私ども自身がインドとのお付き合いで変わらなければならないとこ

ろがいっぱいある。それが実現できてこそ、本物の日印関係だというふうに思います。 
 グローバルパートナーシップという大きなタイトルですけれども、中身を積み込んでい

くのは、役所の方も何人か見えていますが、もちろんこの人たちの仕事ではありますけれ

ども、やはり今日来ていらっしゃる一般の私も含めて、市民社会、企業、私どもの仕事で

もあると思うんですね。ですから、そういう意味で今日の１日のシンポジウムが何らかの

インドへの理解を深めていただくためにお役に立つのであれば、これを汗かいてくれた外

務省も喜んでくれると思います。 
 最後にどこにおられるのか、大変立派な通訳をなさっていただいて、立派な通訳がなけ

れば私どもはこういう対話はできないわけですから、通訳のお仕事に深い感謝を捧げたい

と思います。 
 ちょうど５時ですから、これで終わりたいと思います。長い間ありがとうございました。 
 

〔了〕 


